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第１ 実施計画の概要 

 

１ 実施計画の位置づけ 

 第５次茨木市総合計画は、次の３層で構成されています。 

 

 

 

 

 

  

 実施計画は、基本計画に掲載されている施策等を効果的に進めていくために、

今後市として取り組むべき具体的な事業の計画を、施策の進捗状況や社会情勢、

財政状況を踏まえて作成したものです。行政内部の予算編成や事業執行の指針

となるとともに、市の取り組む事業について市民に分かりやすく伝えることに

より、行政の説明責任を果たすものです。 

 

  

  

◎基本構想：まちの将来像とそのめざすべき方向性を示す。 

◎基本計画：基本構想に掲げるまちの将来像の実現を図る施策と取組の内容（施

策別計画）、重点プラン、都市構造、財政計画を示す。 

◎実施計画：基本計画で定めた取組を市で推進する具体的な事業内容を示す。 

第５次茨木市総合計画のスローガン 

ほっといばらき もっと、ずっと 

まちづくりの視点 

まちの将来像 

重点プラン 

施策別計画（施策・取組） 

財政計画、都市構造 

基本構想 

基本計画 

政策的事業 

実施計画 

図１ 第５次茨木市総合計画の体系図 
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２ 掲載対象事業 

  実施計画には、基本計画を推進するための政策的な事業を掲載しており、

市が行うすべての行政活動を網羅しているものではありません。 

新規・拡充等を予定している事業（ビルド）のほか、厳しい財政環境の中、

限られた行政資源の配分における選択と集中の実践のため、縮小・廃止等を予

定している事業（スクラップ）も掲載しています。 

また、計画期間中に拡充等の予定がなく、現在の事業内容を継続する場合で

あっても、基本計画の施策を構成する主要な事業である場合は、実施計画掲載

の対象としているほか、複数の取組に位置付けられる事業については、再掲事

業として複数の取組に掲載しています。 

 

３ 計画期間と計画の運用 

実施計画の計画期間は５年間とします。また、第５次茨木市総合計画の進行

管理手法である施策評価の結果等を踏まえ、図２のとおり、ローリング方式※

で、毎年度、計画内容の見直しを行い公表します。 

※ ローリング方式：社会情勢や財政状況の変化への対応、進捗状況の確認を行い、事業の立  

案、見直しや計画の修正を転がすように定期的に行っていく手法のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

H27 

前期基本計画 

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 

後期基本計画 

第１期実施計画 

H28  第２期実施計画 

H29  第３期実施計画 

  H30 

H31     

第４期実施計画 

第５期実施計画 

H32 
 第６期実施計画 

公表年度 

 

 

 

 

前期基本計画の取組のさらなる推進や、方向

性の見直しなどを検討しながら、後期基本計

画の策定へとつなげるため、第２期実施計画

以降は、H32年度以降の計画も記載します。 

図２ 実施計画ローリングのイメージ 

年度 
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４ 前期基本計画の重点プラン及び施策体系 

第５次茨木市総合計画基本構想を実現するための、前期基本計画における重

点プラン及び施策体系は以下のとおりです。 

 

■重点プラン 

 重点プラン１   若い世代に選ばれ、高齢者がいきいきと活動できるまちをつくる 

 重点プラン２  魅力と活力のあふれるまちをつくる 

 重点プラン３  安全・安心に暮らせるまちをつくる 

 

■施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち ①地域福祉を推進する 

②高齢者への支援を推進する 

③障害者への支援を推進する 

④生活困窮者への支援を推進する 

⑤健康づくりや地域医療を充実する 

⑥社会保険制度を安定的に運営する 

 

みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち ①生涯学習の機会を増やし情報提供を充実する

②みんなが楽しめるスポーツ活動を推進する 

③

④  

 

⑤都市間の交流と国際化をすすめる 

次代の社会を担う子どもたちを育むまち ①すべての子どもの育ちを支援する 

②地域ぐるみの子育てを推進する 

③「生きる力」を育む教育を推進する 

④魅力ある教育環境づくりを推進する 

⑤

【施策】 【まちの将来像 1】 

【まちの将来像 2】 

【まちの将来像 3】 
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市民・地域とともに備え、命と暮らしを守

る安全安心のまち 

①災害への備えを充実させる 

②消防・救急体制の充実強化を図る 

③防犯や多様な危機への対策強化を図る 

④

心がけから行動へ みんなで創る環境にや

さしいまち 

①いごこちの良い生活環境をたもつ 

②バランスのとれた自然環境をつくる 

③

④きちんと分別で資源の循環をすすめる 

⑦  

まちづくりを進めるための基盤 

 

①まちの魅力を市内外に発信する 

②

③地域社会の発展に貢献できる職員を育成する

④  

⑤  

⑥地域コミュニティを育み、地域自治を支援する 

都市活力がみなぎる便利で快適なまち ①地域経済を支える産業をまもりそだてる 

②

③  

④  

⑤良好で住みよい環境・景観づくりをすすめる 

⑥

⑦

⑧暮らしと産業を支える交通を充実させる 

⑨市民・民間によるまちづくりを促進する

【施策】 【まちの将来像 4】 

【まちの将来像 5】 

【まちの将来像 6】 

【まちづくりを支える基盤】 



  5 

 

 

第２ 第１期実施計画 

 

１ 総括表 

  第１期実施計画における、平成 27年度の事業費及び前年度に対する事業の

方向性の集計は次のとおりです。 

 

 

※1 事業費に再掲事業は含みません 

※2 市負担分：事業費のうち、国・府支出金や使用料・手数料等を除く市の財政負担額 

※3 原則として、ハード事業は新規・拡充として計上しています 

※4 その他：平成 28年度以降に新規実施予定等の理由により、方向性欄が「-」で表示されている事業 

  

（百万円） （百万円） （百万円）
うち一般財源

（百万円）
新規 継続 拡充

臨時
拡充

縮小 廃止 完了
新規
完了

その他

（※4）

将来像１ 65 9,077.2 4,999.9 340.9 221.5 206.5 5 36 18 3 3 0 0 0 0

将来像２ 61 9,731.6 4,673.2 1,821.6 691.2 285.0 5 34 19 1 1 0 1 0 0

将来像３ 62 1,606.8 1,512.6 906.1 881.6 113.7 4 46 4 5 1 0 0 2 0

将来像４ 48 2,611.8 1,275.8 1,728.3 403.5 168.8 6 27 6 4 0 0 2 2 1

将来像５ 92 5,781.4 3,527.7 5,117.8 2,854.2 985.1 6 74 9 0 0 0 0 1 2

将来像６ 48 975.6 288.8 732.2 106.7 106.7 4 33 6 3 0 0 2 0 0

まちづくりを
支える基盤

49 1,700.6 1,277.1 445.3 237.3 237.3 6 25 13 5 0 0 0 0 0

計 425 31,485.0 17,555.1 11,092.2 5,396.0 2,103.1 36 275 75 21 5 0 5 5 3

平成27年度の事業の方向性（事業数）

将来像等 事業数
（再掲含む）

平成27年度の主な
新規・拡充に係る事業費（※3）

うち市負担分

平成27年度事業費（※1）

うち市負担分

（※2）

（百万円）
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２ 重点プランの推進に向けて 

 前期基本計画の重点プランの推進に向けて、第１期実施計画では次の事業を

計画しています。 

 

重点プラン ①若い世代に選ばれ、高齢者がいきいきと活動できるまちをつくる 

該当事業数 40事業 
該当事業の 

H27年度事業費総額 
3992.7 
百万円 

該当事業の 
H27年度市負担分総額 

2973.0 
百万円 

重点プランを構成する取組 該当事業名（掲載ページ） 

1-2-1 
地域活動・社会参加の促
進 

●高齢者いきがい推進事業（14） 
●高齢者関係団体育成・支援事業（14） 

1-2-2 
地域包括ケアシステム等
の推進 

●介護予防・生活支援サービス事業（15） 
●地域包括支援センター運営事業（15） 
●在宅高齢者支援事業（一般会計）（15） 
●在宅高齢者支援事業（介護保険事業特別会計）（15） 
●認知症対策事業（16） 
●一般介護予防事業（16） 
●在宅医療・介護連携推進事業（16） 
●認知症施策総合推進事業（16） 
●生活支援体制整備事業（17） 

1-5-1 健康づくりの推進 

●住民健診事業（23） 
●健康づくり推進事業（23） 
●特定健康診査事業（24） 
●特定保健指導事業（24） 
●ヘルスアップいばらき推進事業（24） 
●人間ドック等助成事業（24） 

1-5-2 母子保健サービスの充実 
●母子保健事業（25） 
●妊婦健康診査公費助成事業（25） 

1-5-4 救急医療体制の充実 
●市内二次救急医療体制確保事業（26） 
●救急医療機関運営助成事業（26） 

2-1-1 
子どもの健やかな育ちを
等しく支援 

●こども医療費助成事業（32） 
●大学奨学金利子補給事業（32） 

2-1-2 
子育て支援サービスの提
供 

●利用者支援事業（35） 
●子育て支援サービス提供事業（35） 

2-1-3 
幼児教育と保育の質と量
の充実 

●公立幼稚園の認定こども園化事業（36） 
●地域型保育事業（36） 
●特別保育拡充事業（36） 
●幼稚園等一時預かり（預かり保育）事業（37） 
●公立保育所の機能と役割充実事業（37） 

2-2-1 交流の場の充実 ●地域子育て支援拠点事業（39） 

2-2-3 
地域の人材を活用した子
育て支援 

●ファミリー・サポート・センター事業（40） 

2-3-1 「確かな学力」の充実 
●学力向上事業（41） 
●授業力向上事業（41） 
●保幼小中連携事業（41） 

2-3-2 「豊かな心」の醸成 
●道徳教育・人権教育推進事業（43） 
●生徒指導事業（いじめ・不登校問題行動等）（43） 

2-3-3 「健やかな体」の育成 
●体力向上事業（44） 
●学校給食事業（ソフト）（44） 

5-3-1 就労の支援 ●就職サポート事業（95） 



  7 

 

重点プラン ②魅力と活力のあふれるまちをつくる 

該当事業数 30事業 
該当事業の 

H27年度事業費総額 
1952.0 
百万円 

該当事業の 
H27年度市負担分総額 

945.3 
百万円 

重点プランを構成する取組 該当事業名（掲載ページ） 

②－１ まちなか空間の活性化 

5-1-3 商業の活性化 ●産業振興アクションプラン推進事業（90） 

5-6-2 
魅力ある中心市街地・駅
周辺の整備 

●茨木市中心市街地活性化事業（102） 

●ＪＲ茨木駅構内エスカレーター整備事業（102） 

●阪急茨木市駅西口駅前周辺整備事業（103） 

●ＪＲ茨木駅西口駅前周辺整備事業（103） 

5-7-2 
誰にも優しいまちづくり
の推進 

●バリアフリー推進事業（106） 

5-8-1 公共交通の維持・充実 ●茨木市総合交通戦略事業（108） 

②－２ 北部地域の活性化 

5-1-1 農林業の振興 ●新規農業者養成事業（88） 

5-1-2 
都市と農村の交流活動等
による活性化 

●農業振興推進事業（農空間活用事業）（89） 

●北辰中学校跡地活用事業（90） 

5-6-4 北部地域の魅力向上 

●北部魅力アップ事業（104） 

●ダム推進事業（104） 

●ダム周辺広場・公園等事業（105） 

●新名神推進事業（105） 

●新名神周辺道路等整備事業（105） 

6-2-2 自然資源の利用の推進 ●市民参加型森林保全事業（123） 

②－３ 文化・観光による魅力向上 

3-3-2 
文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づく
り 

●まちなかアートツアー（61） 

3-3-3 
未来へ向けた文化芸術の
担い手の育成 

●文化振興事業（61） 

●若手芸術家育成事業（62） 

3-3-4 歴史遺産の保存・継承 ●キリシタン遺物史料館展示充実事業（63） 

3-4-3 
官民協働で観光事業を推
進 

●観光推進事業（67） 

②－４ 雇用機会の拡大と経済活性化 

5-1-2 
都市と農村の交流活動等
による活性化 

●農業振興推進事業（農空間活用事業）（89） 

●北辰中学校跡地活用事業（90） 

5-2-1 
地域経済の成長を先導す
る事業者の創出・育成 

●創業促進補助事業（93） 
●産学連携スタートアップ支援事業（93） 
●バイオインキュベーション施設集積促進補助事業（93） 
●バイオインキュべーション施設賃料補助事業（94） 

5-2-2 
幹線道路沿道での企業立
地誘導 

●幹線道路沿道土地利用事業（94） 

5-2-3 
特区制度などを活用した
企業立地 

●特区税制における事業計画認定等事務事業（94） 
●企業立地促進奨励金事業（94） 

5-4-2 彩都の都市づくり 
●彩都建設推進事業（98） 
●山麓線整備事業（98） 
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重点プラン ③安全・安心に暮らせるまちをつくる 

該当事業数 27事業 
該当事業の 

H27年度事業費総額 
1905.1 
百万円 

該当事業の 
H27年度市負担分総額 

616.1 
百万円 

重点プランを構成する取組 該当事業名（掲載ページ） 

1-1-2 
地域における相談支援体
制の充実 

●地域福祉ネットワーク推進事業（12） 

●民生委員・児童委員事業（12） 

●ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯援護事業（12） 

2-4-2 
学校・家庭・地域の連携
の推進 

●学童保育運営事業（47） 

●放課後子ども教室推進事業（47） 

●児童・生徒の安全対策事業（47） 

2-5-1 青少年健全育成の推進 ●青少年健全育成事業（48） 

4-1-1 防災体制の強化 
●防災行政無線等整備事業（71） 

●自主防災組織運営育成事業（72） 

4-1-2 防災意識の高揚 

●防災訓練実施事業（73） 

●防災啓発実施事業（73） 

●女性防災リーダー育成事業（74） 

●防災啓発冊子作成事業（74） 

4-1-3 建築物の耐震化の促進 ●既存民間建築物耐震化補助事業（75） 

4-1-5 総合的な雨水対策の推進 

●公共下水道整備事業（雨水）（76） 

●土のうステーション整備事業（76） 

●地域版ハザードマップ（土砂災害）作成事業（76） 

●水路改修事業（76） 

4-2-1 消防体制の充実強化 

●職員災害対応力充実強化事業（79） 

●消防車両・機器整備事業（79） 

●高機能消防総合情報システム整備事業（ハード）（80） 

4-2-2 救急業務の充実強化 
●救急業務の高度化推進事業（80） 

●応急手当・普及啓発活動事業（80） 

4-3-2 
防犯活動への支援及び市
民の防犯意識の向上 

●防犯パトロール強化支援事業（83） 

5-8-5 交通安全対策の推進 
●交通安全対策事業（112） 
●歩道設置事業（112） 
●交通安全施設整備事業（113） 
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３ 実施計画の見方 

  

 

 

 

 

１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①社会を明るくする運動茨木市推進委員会への負担

金

②茨木地区保護司会事業補助金

③保護観察対象者就労支援

④更生保護サポートセンターの設置

方向性
（対前年度比）

拡充 3.6
うち市負担分

(百万円)
3.6

H30

年度

方向性
（対前年度比）

地域福祉の推進を図るため、社会福祉協議会

の事業活動を助成することにより、地域福祉の

推進に加え、行政の福祉施策の補完的事業や

ボランティアセンターの運営などを促進する。

Ｈ

27

年

度

内

容

①社会福祉協議会が行っている事業（敬老会事業、日常生

活自立支援事業、ボランティアセンター運営事業）の全面的

な見直しを行い、併せて補助内容を見直す。

②人件費補助

③福祉政策課及び保健医療課の赤十字事業を社会福祉協

議会に移管し、それに伴う事業費の補助を行う(日赤社資募

金等事業）。

④(臨）社会福祉協議会が進める地域の活動拠点となる「ぷ

らっとホーム」づくりに対し、開設補助を行う。

　(5校区）

事業区分 ソフト

継続

平成24年3月に策定し、平成27年3月に所要の

見直しを行った茨木市総合保健福祉計画に基

づき、地域福祉・障害者福祉・高齢者福祉・保

健医療の各種施策等を総合的に推進すること

により、市民福祉の向上を図る。

一般

法務省の提唱する非行・犯罪を防止する社会

啓発運動で住民がそれぞれの立場において力

を合わせ、犯罪や非行のない明るい社会を築く

ための街頭啓発活動や高揚集会などを実施す

る。また、更生保護の担い手である保護司会が

行う事業に対し助成する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ

27

年

度

内

容

H29

年度

部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31

年度

臨時

拡充

担当課 部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分

取　組 1-1-1 市民との協働による地域福祉の推進

事業名 総合保健福祉計画推進事業

目的

及び

概要

事業の方向性

の見込み

（対前年度比）

H28

年度

臨時

拡充

H29

年度

地域福祉を推進する

すべての人の権利が守られる地域社会の推進

6

7

2

3

4

5

市民との協働による地域福祉の推進

地域における相談支援体制の充実

取　組

★：重点プラン

該当取組

1

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-1

施策の

方向性

誰もが地域福祉の担い手となり、相談支援体制を充実することにより、住み慣れた地域で、誰もが人としての尊厳を持って個

性や能力をいかしながら、社会参加ができ、安心していつまでも暮らすことができるまちづくりを進めます。

担当課

事業費

(百万円)

H31

年度
継続

目的

及び

概要

事業の方向性

の見込み

（対前年度比）

H28

年度
継続

継続

継続

事業名 更生保護推進事業

事業費

(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

臨時

拡充
101.5

事業名 社会福祉協議会支援事業

目的

及び

概要

H31

年度
継続

事業の方向性

の見込み

（対前年度比）

H30

年度

H29

年度

臨時

拡充

H28

年度

Ｈ

27

年

度

①各計画の進捗管理を行うため、審議会及び各分科会

を開催

内

容

2.5

80.5

臨時

拡充

うち市負担分

(百万円)

2.5
事業費

(百万円)
継続

臨時

拡充

H30

年度
継続

うち市負担分

(百万円)

部名 健康福祉部 福祉政策課課名 会計区分

施策ごとに基本
計画の内容を記

載しています。 

取組名を記載してい

ます。重点プランに
該当する取組には
「★」マークが記さ

れています。 

事業の概要を記

載しています。重
点プランに該当
する事業は事業

名欄に「◎」マー
クが記されてい
ます。 

平成 27 年度に実施する事業内容や事業の方向

性、事業費等を記載しています。 

市負担分には、事業費のうち、国・府支出金や使

用料・手数料等を除く、市の財政負担額を記載し
ています。 

事業費等は小数点以下第２位で四捨五入してい

ますが、事業費 5 万円未満の場合には例外的に
0.1 百万円とし、人件費のみで実施している事業

（事業費 0 円）のみ 0.0 百万円としています。 

再掲事業の事業費欄は(  )で表示しています。 

前年度と比較した事業の方向性（平成 28 年度以降は見込み）を、次の
８種類で示しています。 

●新規：新規事業として実施 

●継続：おおむね前年度と同様の事業内容で実施 

●拡充：対象や事業内容の見直しにより、事業規模を拡充して実施 

●臨時拡充：単年度など期間を限定し、事業内容を拡充して実施 

●縮小：対象や事業内容の見直しにより、事業規模を縮小して実施 

●廃止：事業を廃止する場合（事業実施最終年度の翌年度に表示） 

●完了：事業が完了する場合（事業実施最終年度に表示） 

●新規完了：新規で実施し、単年度で完了する場合 

※事業の方向性は現段階の見込みであり、今後の社会経済情勢等によ
り変更となる場合があります。 

事業の並びは、計画
期間中における、各
取組の主要な事業を

上位に掲載すること
を基本としていま
す。 



【 まちの将来像１ 】

ともに支え合い、健やかに暮らせるまち



１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①社会を明るくする運動茨木市推進委員会への負
担金
②茨木地区保護司会事業補助金
③保護観察対象者就労支援
④更生保護サポートセンターの設置

方向性
（対前年度比）

拡充 3.6
うち市負担分
(百万円) 3.6

H30
年度

方向性
（対前年度比）

地域福祉の推進を図るため、社会福祉協議
会の事業活動を助成することにより、地域福
祉の推進に加え、行政の福祉施策の補完
的事業やボランティアセンターの運営などを
促進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①社会福祉協議会が行っている事業（敬老会事業、日常
生活自立支援事業、ボランティアセンター運営事業）の全
面的な見直しを行い、併せて補助内容を見直す。
②人件費補助
③福祉政策課及び保健医療課の赤十字事業を社会福祉
協議会に移管し、それに伴う事業費の補助を行う(日赤社
資募金等事業）。
④(臨）社会福祉協議会が進める地域の活動拠点となる
「ぷらっとホーム」づくりに対し、開設補助を行う。
　(5校区）

事業区分 ソフト

継続

平成24年3月に策定し、平成27年3月に所
要の見直しを行った茨木市総合保健福祉
計画に基づき、地域福祉・障害者福祉・高
齢者福祉・保健医療の各種施策等を総合
的に推進することにより、市民福祉の向上を
図る。

一般

法務省の提唱する非行・犯罪を防止する社
会啓発運動で住民がそれぞれの立場にお
いて力を合わせ、犯罪や非行のない明るい
社会を築くための街頭啓発活動や高揚集
会などを実施する。また、更生保護の担い
手である保護司会が行う事業に対し助成す
る。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

臨時
拡充

担当課 部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分

取　組 1-1-1 市民との協働による地域福祉の推進

事業名 総合保健福祉計画推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

臨時
拡充

H29
年度

地域福祉を推進する

すべての人の権利が守られる地域社会の推進

6

7

2

3

4

5

市民との協働による地域福祉の推進

地域における相談支援体制の充実

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-1

施策の
方向性

誰もが地域福祉の担い手となり、相談支援体制を充実することにより、住み慣れた地域で、誰もが人としての尊厳を
持って個性や能力をいかしながら、社会参加ができ、安心していつまでも暮らすことができるまちづくりを進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 更生保護推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

臨時
拡充

101.5

事業名 社会福祉協議会支援事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

臨時
拡充

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①各計画の進捗管理を行うため、審議会及び各分
科会を開催

内
容

2.5

80.5

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円)

2.5
事業費
(百万円)

継続

臨時
拡充

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 健康福祉部 福祉政策課課名 会計区分

11
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6 ◎

7 ◎

取　組 1-1-2 地域における相談支援体制の充実

事業区分 ソフト担当課 部名

担当課 事業区分 ソフト部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分 一般

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

8.9
うち市負担分
(百万円) 8.9

事業名 ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯援護事業

目的
及び
概要

緊急時の対応に備えるためにひとり暮らし
高齢者及び高齢者世帯を対象に調査票を
送付し、連絡先を把握する。また、緊急時の
対応が円滑に行えるように、ひとり暮らし高
齢者には調査票とともに「安心カード」を配
付する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①郵送による緊急連絡先の調査
②「安心カード」の配布
③(臨)ひとり暮らし高齢者及び高齢者世帯の一斉
調査

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H30
年度

健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.4
うち市負担分
(百万円) 8.9

H28
年度

拡充

ソフト

事業名 民生委員・児童委員事業

目的
及び
概要

住民誰もが安心して暮らすことができるよう、
地域に密着して福祉活動を行っている民生
委員・児童委員の活動及び民生委員児童
委員協議会の活動を支援する。なお、民生
委員・児童委員の欠員に対し、定例的に民
生委員推薦会を開催する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①茨木市民生委員児童委員協議会補助金
②茨木市民生委員推薦会の運営

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

65.6
うち市負担分
(百万円) 46.6

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

継続

事業名 地域福祉ネットワーク推進事業

目的
及び
概要

誰もが住み慣れた地域で支え合い、安心し
て暮らせる地域社会の実現をめざすため、
身近な地域で、福祉から生活の困り事まで
幅広く対応する福祉まるごと相談会や地域
における要援護者を発見・支援する健康福
祉セーフティネットを設置し、民生委員・児
童委員や各中学校区に配置しているＣＳＷ
を中心に、地域福祉ネットワークの構築に取
り組む。

Ｈ
27
年
度

内
容

①健康福祉セーフティネット会議の開催
②福祉まるごと相談会の運営
③ＣＳＷの配置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

福祉に対する市民の善意を受ける窓口とし
て基金を設置し、時代に対応した広く社会
福祉事業の推進に資する経費に充当するこ
とにより、市民福祉の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①基金の積立及び運用
②果実運用型の基金から取崩し型基金へと見直
し、これまで限定していた使途を撤廃。高齢者、障
害者、こども等広く社会福祉事業の推進に資する
経費に充てる。

方向性
（対前年度比）

拡充

継続

H29
年度

一般

部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分 一般

H31
年度

継続

臨時
拡充

H28
年度

継続

継続

H31
年度

臨時
拡充

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

3.0

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 福祉事業推進基金事業

12
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

8

9

10

取　組 1-1-3 すべての人の権利が守られる地域社会の推進

介護 事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

9.5
うち市負担分
(百万円) 1.9

継続

H28
年度

継続

事業名 高齢者権利擁護事業

目的
及び
概要

関係機関の連携を推進し、高齢者への虐待
防止と虐待の早期発見・早期対応を図る。
また、高齢者の緊急一時保護事業及び成
年後見制度利用支援事業等を実施すること
により、高齢者の権利の擁護に資する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①障害者・高齢者虐待防止ネットワーク連絡会の開
催等啓発活動と連携促進
②成年後見審判の申立費用及び後見人等報酬の
助成
③一時的に高齢者を保護する居室の確保

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

14.5
うち市負担分
(百万円) 5.8

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充

事業名 障害者虐待防止センター運営事業

目的
及び
概要

障害者虐待防止センターを設置し、障害者
の虐待通報受理、緊急介入、再発防止や
市民への障害者虐待防止を図るとともに、
障害者の権利擁護の啓発を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①虐待防止ネットワークの開催
②虐待防止キャンペーンの実施
③緊急一時保護
④虐待防止センター業務委託

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分

うち市負担分
(百万円) 1.4

継続

H28
年度

継続

H29
年度

事業名 成年後見審判申立事務事業

目的
及び
概要

頼れる親族がいない、判断能力が不十分に
なった認知症高齢者、知的障害者及び精
神障害者が、住み慣れた地域で生活が続
けられるよう、後見人等の援助者の選定手
続きを本人に代わって行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市長申立費用
②精神鑑定料
③親族関係図等作成業務委託

H31
年度

事業費
(百万円)

1.4

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続
H29
年度

継続

ソフト

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1

2 ◎

3 ◎

①老人クラブ支援事業
②シルバー人材センターへの補助金の見直し
③茨木シニアカレッジ事業及び高齢者リーダー養
成講習事業を高齢者活動支援センター運営事業
に移管統合

方向性
（対前年度比）

縮小 71.0
うち市負担分
(百万円) 63.1

H30
年度

方向性
（対前年度比）

高齢者の居場所と出番を提供できる事業の
実施により、いきがいを有する生活を実現す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①老人福祉センターを、「高齢者活動支援セン
ター」「多世代交流センター」に再構築
②街かどデイハウス支援事業の拡充
③いきいき交流広場事業の本格実施
④ゲートボール練習広場管理事業

事業区分 ソフト

拡充

高齢者を敬う各種事業の実施や生活を支え
る事業を実施し、心豊かな生活を実現す
る。

一般

高齢者のために事業を展開する様々な団
体を育成・支援することにより、高齢者の多
様なニーズに対応し、充実した生活を実現
する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

取　組 1-2-1 地域活動・社会参加の促進

事業名 各種敬老・助成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

高齢者への支援を推進する

6

7

2

3

4

5

地域活動・社会参加の促進

地域包括ケアシステム等の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-2

施策の
方向性

元気で活動的な高齢者も社会の支え手の一員となることができるよう体制を整備し、高齢者の社会参加の機会が充
実するなど、地域の活性化を図ります。
高齢者が医療や介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域や住まいで、自立した生活ができる環境を整備
します。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

縮小

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

縮小

縮小

縮小

事業名 高齢者関係団体育成・支援事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 262.1

事業名 高齢者いきがい推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

拡充

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①金婚式祝賀会事業、単身高齢者ふれあいのつど
い事業の地域移行
②敬老祝金支給事業について、対象者を100歳及
び男女最高齢者に限定して実施（88歳、99歳及び
男女最高齢者を除く101歳以上を廃止）
③高齢者世帯家賃助成事業
④在日外国人高齢者福祉金支給事業

内
容

49.8

161.6

拡充

うち市負担分
(百万円)

49.8
事業費
(百万円)

縮小

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 健康福祉部 高齢者支援課課名 会計区分
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

4 ◎

5 ◎

6 ◎

7 ◎

取　組 1-2-2 地域包括ケアシステム等の推進

事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

49.8
うち市負担分
(百万円) 9.7

H28
年度

継続

事業名 在宅高齢者支援事業（介護保険事業特別会計）

目的
及び
概要

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられ
るよう、生活環境を整えるとともに、各種サー
ビスを通して在宅高齢者の自立支援を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①高齢者紙おむつ等支給事業
②高齢者食の自立支援サービス事業
③シルバーハウジング生活援助員派遣事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

縮小
事業費
(百万円)

29.5
うち市負担分
(百万円) 29.5

H28
年度

継続

事業名 在宅高齢者支援事業（一般会計）

目的
及び
概要

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられ
るよう、生活環境を整えるとともに、各種サー
ビスを通して在宅高齢者の自立支援を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①在宅寝たきり老人等介護見舞金支給事業の廃止
②ひとり暮らし高齢者等日常生活支援事業
③高齢者日常生活用具給付事業
④緊急通報装置設置事業
⑤高齢者福祉タクシー料金助成事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

199.3
うち市負担分
(百万円) 38.9

H29
年度

H28
年度

拡充

うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

継続

事業名 地域包括支援センター運営事業

目的
及び
概要

高齢者の在宅生活を支えるために、住ま
い・生活支援・予防・医療・介護が一体的に
提供される地域包括ケアシステムの実現に
向け、このシステムを動かす中核的役割を
担う地域包括支援センター機能の充実・強
化を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地域包括支援センター運営事業の充実
②地域ケア会議の充実
③地域包括支援センター業務支援体制の強化（専
門職の充実、研修等の開催）
④医療と介護の連携推進
⑤認知症支援の推進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

住まい・生活支援・予防・医療・介護が一体
的に提供される地域包括ケアシステムの実
現に向け、高齢者が在宅生活を続けること
ができるよう、生活支援サービスの提供や体
制の確保を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①総合事業への移行準備
②介護予防の推進
③自立支援型ケアマネジメントの推進
④適正なサービス提供の実施
⑤①～④を実施するため専門職の雇用

方向性
（対前年度比）

拡充

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 高齢者支援課 会計区分 介護

介護

H31
年度

継続

H30
年度

継続

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

部名 健康福祉部

介護

継続

H31
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.3

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

事業名 介護予防・生活支援サービス事業
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8 ◎

9 ◎

10 ◎

11 ◎

介護 事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

7.0
うち市負担分
(百万円) 1.4

H28
年度

拡充

介護 事業区分 ソフト

事業名 認知症施策総合推進事業

目的
及び
概要

認知症地域支援推進員等の配置により、認
知症になっても住み慣れた地域で暮らし続
けられるよう、医療と介護の連携を強化し、
認知症対策の推進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①認知症初期集中支援チームの配置
②認知症初期集中支援チーム検討委員会の設置
③認知症の理解促進に向けた周知・啓発
④認知症ケアパスの普及・啓発

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.7
うち市負担分
(百万円) 0.3

継続

H28
年度

継続

事業名 在宅医療・介護連携推進事業

目的
及び
概要

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢
者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を人生の最後まで続けることができるよう、
在宅医療と介護を一体的に提供するため
に、居宅に関する医療機関と介護サービス
事業者などの関係者の連携を推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①はつらつパスポート（みんなで連携編）の作成・配
布
②市医師会と協力し多職種連携研修会を開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

臨時
拡充

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

136.2
うち市負担分
(百万円) 17.0

H28
年度

継続

事業名 一般介護予防事業

目的
及び
概要

住民主体の通いの場を充実させ、人と人と
のつながりを通じて地域住民全体の介護予
防を推進し、要介護状態になっても生きが
い・役割をもって生活できる地域を構築す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①介護予防把握事業による要支援者の早期発見・
早期対応（対象者の絞り込みによるアンケート調
査）
②介護予防普及啓発事業による介護予防の周知
③地域介護予防活動支援事業による地域づくり

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

2.1
うち市負担分
(百万円) 0.4

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 認知症対策事業

目的
及び
概要

認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らし
続けられるよう、在宅で生活する認知症高
齢者やその家族に対し支援を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①徘徊高齢者位置情報検索システム専用端末機
利用料助成
②高齢者ごいっしょサービス

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分

介護 事業区分

H31
年度

介護

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト
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12 ◎

13

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

39.9
うち市負担分
(百万円) 39.9

H28
年度

継続

ソフト

事業名 老人保護措置事業

目的
及び
概要

在宅での日常生活を営むことに支障がある
65歳以上の高齢者に対して、養護老人ホー
ム等への入所等の措置を行うことにより、高
齢者の心身の健康の保持及び安定した生
活を提供する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①老人保護措置の実施
②入所判定委員会の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 高齢者支援課 会計区分 介護 事業区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

5.1
うち市負担分
(百万円) 1.0

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 生活支援体制整備事業

目的
及び
概要

多様な生活支援・介護予防サービスの充実
に向けて、ボランティア等の生活支援の担
い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそ
のネットワーク化などを行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①生活支援コーディネーター・協議体の設置

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

継続

H30
年度

縮小

うち市負担分
(百万円)

部名 健康福祉部 障害福祉課課名 会計区分

385.4
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①障害支援区分等認定審査会の開催
②地域活動支援事業における移動支援、日中一時
支援事業、地域活動支援センターの報酬単価の見
直し
③福祉電話・ファックスの貸与
④プール開放の実施
⑤地域活動支援センターⅢ型開設促進事業

内
容

262.8

19.3

拡充

うち市負担分
(百万円)

事業名 相談支援事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 重度重複障害者等支援事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 47.5

縮小

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-3

施策の
方向性

障害福祉サービスの充実や雇用・社会参加を進めることで、障害を正しく理解し、支え合い、誰もが地域社会で自立
して安心して生活できる共生社会の構築を進めます。

2

3

4

5

障害福祉サービスの充実

障害者の雇用・就労対策の促進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

障害者への支援を推進する

障害者の社会活動への参加促進

取　組 1-3-1 障害福祉サービスの充実

事業名 地域生活支援事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分 一般

重度重複障害者を受け入れる生活介護事
業所やグループホーム、短期入所サービス
や障害者歯科診療を行う病院に補助金を
交付し、また、生活介護事業所等での重度
障害者への入浴サービスの提供体制の充
実を図り、障害者福祉の向上に寄与する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

市内日常生活圏域ごとに相談支援事業所
を整備しており、障害福祉課に設置する基
幹相談支援センターと連携し、障害者相談
事業所への専門的指導・助言を行うことで、
茨木市障害者相談支援体制の充実を図り、
障害者福祉の増進に寄与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ケースワーカーの配置
②相談支援専門員指導・評価システムの準備
③精神障害者相談支援センター業務委託
④当事者参画促進の拡充
⑤専門相談事業業務委託
⑥相談支援事業所業務委託
⑦成年後見制度利用支援の実施
⑧地域移行スーパーバイザーの配置

事業区分 ソフト

継続

障害者が地域で自立した生活ができるよう、
必要な情報の提供や生活用具等の援助、
移動支援等の日常生活、社会生活を営む
ために必要な事業を行うことにより、その生
活の安定と向上を図る。

一般

①重度重複障害者等を受け入れた生活介護事業
所等への補助
②障害者歯科診療を実施している北大阪警察病院
に対して補助金を支給
③入浴サービスを実施する生活事業所への補助
④入浴設備を設置・改修する事業所への補助
⑤ともしび園の指定管理料見直し

方向性
（対前年度比）

継続 221.5
うち市負担分
(百万円) 221.5

H30
年度
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4

5

6

7

事業名 障害者自立支援給付事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

3444.0

H29
年度

継続

部名 健康福祉部

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 障害福祉課 会計区分 一般

一般

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

障害者（利用者）からの申請に基づき障害
福祉サービス（家事援助、身体介護等）の
決定を行い、事業者（指定事業者）がサー
ビスを提供するまでの事務を行い、障害者
が地域で自立した生活ができ、その生活の
安定と向上を図る。また、地域における障害
者福祉に関する関係者による連携及び支
援の体制に関する協議を行うための会議を
運営し障害者福祉の向上に寄与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①障害福祉サービス（介護給付・訓練等給付）の実
施
・特別給付費、療養介護医療費、計画相談支援給
付
・補装具
・自立支援医療（更生、育成、精神通院）
②自立支援協議会の運営

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 障害福祉センターハートフル施設運営事業

目的
及び
概要

障害者の地域での自立した生活や社会参
加の促進を図ることを目的に、指定管理者
制度導入施設において、地域活動支援セ
ンターⅡ型、生活介護等を実施することによ
り、障害者福祉の増進に寄与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ハートフルに指定管理者制度を導入・運営
②指定管理施設の維持管理
③ハートフル改修修繕完了
④ハートフル生活介護事業実施に伴う指定管理料
見直し（＋10,620万円、△336万円）
⑤レストラン業務委託（1,959万円）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 861.5

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

128.0
うち市負担分
(百万円) 118.0

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分 ソフト

事業名 障害者福祉金等給付事業

目的
及び
概要

障害者に福祉金及び国手当等を支給し、
障害者等の自立生活を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①身体及び知的障害者に対する支援として福祉金
を支給
②重度障害者等に対する支援として支給される国
手当の支給事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

縮小

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

179.0
うち市負担分
(百万円) 103.8

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分

事業名 障害者更生援護等事業

目的
及び
概要

障害者の自立更生に寄与する為に各種の
助成等を行うことで、障害者の生きがいを高
め、日々の生活を充実させ、障害者の自立
を図ることにより福祉の増進に資する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①重度障害者等に対して福祉タクシー料金の一部
助成
②重度障害者等対して住宅改造に係る経費の一
部助成
③障害者のみの世帯に対して配食サービスの実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

29.9
うち市負担分
(百万円) 25.6

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分 事業区分 ソフト
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8

9

10

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 障害者医療事業

目的
及び
概要

障害者が安心して医療にかかれる体制を確
保する。身体障害者及び知的障害者に対
し、医療費の一部を助成することにより、健
康の保持及び生活の安定に寄与し、福祉の
増進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①重度障害者等を対象とした医療費の自己負担額
の一部助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

375.0
うち市負担分
(百万円) 201.0

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分

事業名 老人医療事業

目的
及び
概要

高齢者の健康の保持及び福祉の増進を図
ることを目的とし、高齢者に対し医療費の一
部を助成する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①本人が負担すべき医療費から「一部自己負担
額」を差引いた額を助成
②対象者については、府制度である重度障害者だ
けではなく、市制度で60歳以上の中度障害者も対
象としている（いずれも所得制限あり）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

534.4
うち市負担分
(百万円) 328.2

担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 会計区分

事業名 指定障害福祉サービス事業者等指導監査実施事業

目的
及び
概要

指定障害福祉サービス事業者等の給付の
適正化及びサービスの質の確保と向上を図
ることを目的とし、事業者の指導監査を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①指導監査の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 福祉指導監査課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 障害者就労支援事業

目的
及び
概要

市内障害者の一般就労への移行促進を図
るため、庁内職場実習やスマイルオフィス事
業、工賃向上のため共同受注システムの構
築、また、就労支援担当者を配置するなど、
障害者の就労支援をすすめる体制や事業
を整備し、障害者の自立及び社会参加に寄
与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①庁内職場実習の実施
②庁内職場実習サポーターの業務委託
③臨時職員として障害者を６か月間雇用し、スマイルオ
フィスにて各課から受注した業務を遂行
④スマイルオフィスの業務依頼増に伴う環境整備
⑤就労継続支援B型事業所利用障害者に対する福祉金
の廃止
⑦就労促進事業業務委託料の増額
⑧かしの木園に指定管理者制度を導入・運営
⑨共同受注システムの運用

H28
年度

拡充

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

45.3
うち市負担分
(百万円)

課名 障害福祉課 会計区分 一般 事業区分 ソフト部名 健康福祉部

取　組 1-3-2 障害者の雇用・就労対策の促進

45.3

担当課
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

12

13

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 意思疎通支援事業

目的
及び
概要

障害者と障害のない人の意思疎通を図り、
障害者の自立した生活や社会参加を支援
する生活相談に応じるとともに、必要な助言
等を行うことにより福祉の増進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①手話通訳士の設置
②手話奉仕員・通訳者・要約筆記者養成講座の開
催
③障害福祉課事業に加え、他課が主催する行事等
についても、手話通訳者派遣及び点字刊行物発行
の予算化を行い、情報提供体制の整備を図る
④点字刊行物の発行業務委託
⑤入院時コミュニケーション支援事業の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

18.7
うち市負担分
(百万円) 11.8

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 障害者社会参加促進事業

目的
及び
概要

市内の障害者団体が実施する社会参加促
進事業に対して市が補助金を交付すること
により、障害者の自立した生活を支援し、障
害者の社会参加の促進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①障害者団体が実施する社会見学等に対し補助
金を支給
②障害者団体が実施する講演会等に対し補助金を
支給
③補助金額（バス借上）の見直し

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.0
うち市負担分
(百万円) 2.6

担当課 部名 健康福祉部 課名 障害福祉課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 1-3-3 障害者の社会活動への参加促進
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

継続

H30
年度

拡充

うち市負担分
(百万円)

部名 健康福祉部 生活福祉課課名 会計区分

14.2
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①相談支援員（学習支援担当）の配置
②市内５ブロックのうち３ブロックで学習・生活支援
事業を実施

内
容

3.5

25.7

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 生活保護等事務事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 生活困窮者自立支援事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 75.5

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-4

施策の
方向性

生活に困窮する市民に対し、さまざまなサービスを適切に提供するとともに、困窮状態から自立が図られ、誰もが安
心して生活ができるまちづくりを進めます。

2

3

4

5

生活保護制度の適正実施

生活困窮者への自立の支援

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

生活困窮者への支援を推進する

取　組 1-4-1 生活保護制度の適正実施

事業名 子どもの貧困対策事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 生活福祉課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 健康福祉部 課名 福祉政策課 会計区分 一般

生活困窮者が困窮状態から早期に脱却す
ることをめざし、個々の状態に応じた包括的
かつ継続的な相談支援等を実施するととも
に、地域における支援体制を構築する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

生活保護の適正な運営に取り組むことを目
的とし、生活保護受給者等の自立や就労支
援を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①就労支援事業
②健康管理等支援事業
③診療及び施術報酬明細書点検等拡充事業
④収入資産状況把握等充実事業
⑤体制整備強化事業
⑥警察との連携協力体制強化事業

事業区分 ソフト

継続

貧困家庭の子どもに対し、学習支援を行うと
ともに生活支援を実施することにより、貧困
対策を推進する。

一般

①自立相談支援事業
②住居確保給付金の支給
③就労準備支援事業
④一時生活支援事業
⑤家計相談支援事業
⑥法律相談事業

方向性
（対前年度比）

拡充 25.8
うち市負担分
(百万円) 7.3

H30
年度

取　組 1-4-2 生活困窮者への自立の支援
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 健康福祉部 保健医療課課名 会計区分

518.8
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①健康診査やがん検診等を対象年齢の市民に実
施。

内
容

499.1

6.0

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 健康づくり推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 地域保健活動強化事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 7.4

拡充

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-5

施策の
方向性

地域住民の健康保持・増進及び疾病予防を図る地域医療の充実に向け、地区担当制による保健活動の推進など
を積極的に展開し、市として取り組むべき医療・保健・食育施策を推進します。
地域で安心して暮らせるまちをめざし、救急医療体制の充実を図るとともに、すべての市民が自ら地域との連携協
力により健康づくりに取り組みます。

2

3

4

5

健康づくりの推進

母子保健サービスの充実

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

救急医療体制の充実

7

健康づくりや地域医療を充実する

感染症予防対策の推進

取　組 1-5-1 健康づくりの推進

事業名 住民健診事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 一般

現在、乳幼児、成人、高齢者、障害者等担
当部署が分散しているが、分野ごとの対応
でなく、地区を基盤とした総合的な保健活
動を展開し、地域の関係機関、社会資源を
巻き込んだ支援を行う。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

健康増進法や「健康いばらき21・食育推進
計画(第２次)」に基づき、市民自らの生涯に
わたる健康づくりを推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

民間活力との協働も視野に入れ、健康づくりの推
進を図る
①健康づくり講座
②健康相談
③健康づくりの推進及び啓発活動
④健康づくり推進員の育成及び活動支援

事業区分 ソフト

継続

健康増進法等に基づき、市民を対象に各
種健康診査やがん検診等を実施し、生活
習慣病の予防、疾病の早期発見･早期治療
並びに健康の保持増進を図る。

一般

①地域保健活動の実施
②圏域・小学校区単位で保健師を配置する

方向性
（対前年度比）

拡充 0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H30
年度
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事業名 【再掲】特定健康診査事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

(141.1)

H29
年度

継続

部名 健康福祉部

国保

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 保健医療課 会計区分 国保

国保

H29
年度

国保 事業区分 ソフト

高齢者の医療の確保に関する法律に基づ
き、40～74歳の市国保被保険者に特定健
診を実施する。糖尿病等の生活習慣病の
発症予防のために、メタボリックシンドロー
ム該当者、予備群を減少させるよう保健指
導を必要とする人を抽出する。

【関連取組：1-6-2　国民健康保険制度の
安定的な運営】

Ｈ
27
年
度

内
容
①特定健康診査の実施

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 【再掲】特定保健指導事業

目的
及び
概要

特定健康診査の結果から抽出されたメタボ
リックシンドローム該当者・予備群の人が、
自ら生活習慣の課題を認識し、行動変容と
自己管理を行い、健康的な生活を維持す
ることができるよう専門職による支援を行う。
また、健診受診者のうち、生活習慣病重症
化リスクの高い人で医療にかかっていない
人への受療勧奨を行う。

【関連取組：1-6-2　国民健康保険制度の
安定的な運営】

Ｈ
27
年
度

内
容

①特定保健指導(情報提供、動機づけ支援、積極
的支援）の実施
②生活習慣病重症化予防のため、保健師等による
訪問指導を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) (12.4)

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(22.3)
うち市負担分
(百万円) (19.2)

H29
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 ソフト

事業名 【再掲】ヘルスアップいばらき推進事業

目的
及び
概要

市国保被保険者の健康寿命の延伸及び医
療費適正化を図るため、レセプト、健診情
報等を活用した「データヘルス計画」を策定
し、計画に基づいた施策及び事業を推進
する。

【関連取組：1-6-2　国民健康保険制度の
安定的な運営】

Ｈ
27
年
度

内
容

①レセプトデータ・健診データ等の分析による市及
び地域の健康課題の抽出
②特定健康診査受診率向上対策
③特定保健指導未利用者対策
③生活習慣病重症化予防対策
④事業効果の検証

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

(10.1)
うち市負担分
(百万円) (0)

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業名 【再掲】人間ドック等助成事業

目的
及び
概要

市国保被保険者の生活習慣病の予防、疾
病の早期発見・早期治療につなげるため、
人間ドック・脳ドックの助成を実施し、被保
険者の健康保持増進並びに医療費の適正
化を図る。

【関連取組：1-6-2　国民健康保険制度の
安定的な運営】

Ｈ
27
年
度

内
容
40～74歳の茨木市国保被保険者の人間ドック・脳
ドックの費用助成を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

(41.2)
うち市負担分
(百万円) (0.9)

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 事業区分 ソフト

24
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



8

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

9 ◎

10 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

H28
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 食育推進ネットワークの構築と総合的な食育推進事業

目的
及び
概要

市民が規則正しく、栄養バランスのとれた食
事をすることで、健康な身体を維持するとと
もに、「食」を通じて、食卓を囲む人同士の
コミュニケーションを豊かにし、こころの充実
が図れる環境づくりを目指す。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各種講習会及び講座
②栄養相談
③食育の推進及び啓発活動
④食に係る多様な関係者との食育推進ネットワー
クの構築
⑤ネットワークを活用した、食育推進（食品産業、
外食産業との連携による情報発信等）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

6.7
うち市負担分
(百万円) 6.7

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業名 母子保健事業

目的
及び
概要

母子保健法に基づく各種事業を実施。
妊産婦・乳幼児の健康状態を確認し、疾病
の予防や早期発見・早期対応のために各
種健康診査を行う。
子どもの健康や子育てに関する情報提供と
ともに、子育て不安の軽減を図るため、各
種保健指導を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各種健康診査の実施
妊婦健康診査（事業費は妊婦健康診査公費助成
事業に記載）、４か月健康診査等乳幼児健康診査
②各種保健指導の実施
母子健康手帳交付時面接相談、両親教室、妊産
婦・乳幼児訪問指導等保健指導

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

115.0
うち市負担分
(百万円) 115.0

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業名 妊婦健康診査公費助成事業

目的
及び
概要

安心して妊娠・出産が行えるよう、母体と胎
児の健康管理のみならず、飛び込み出産
や虐待予防の観点から妊婦を対象にした
健康診査の助成を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

妊婦１人あたり
１４回
総額９０，０００円を助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

223.0
うち市負担分
(百万円) 223.0

継続

部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

H31
年度

継続

事業名 予防接種事業

目的
及び
概要

予防接種法に基づく各種予防接種を実
施。感染症の発生及びまん延を予防するた
め、個人の発病又はその重症化を防止す
るために、各種予防接種を行う。また、任意
予防接種のうち市が定めたものについて、
一部公費助成を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①Ａ類疾病の予防接種（ヒブ、小児用肺炎球菌、４
種混合、ＢＣＧ、麻しん・風しん、日本脳炎、２種混
合、子宮頸がん、水痘）
②Ｂ類疾病の予防接種（高齢者インフルエンザ、成
人用肺炎球菌）
③公費助成（高齢者肺炎球菌、大人の風しん）
④健康被害認定者への給付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

780.0
うち市負担分
(百万円) 777.0

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 1-5-2 母子保健サービスの充実

取　組 1-5-3 感染症予防対策の推進

一般 事業区分 ソフト担当課
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継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

-

継続

-

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

事業名 感染症予防対策事業

目的
及び
概要

新型インフルエンザ等、実際に感染症が発
生した場合に対策が取れるように準備す
る。また広く感染症の予防について、蔓延
防止のための指導を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①マニュアル作成

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業名 市内二次救急医療体制確保事業

目的
及び
概要

救急搬送の他市依存の傾向に歯止めをか
け、安心・安全な市内二次救急医療体制を
確保するため、市内二次救急医療機関に
補助金を交付する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①二次救急医療体制確保事業補助金の支出
②指定診療科目新設事業補助金の支出
③小児救急医療通年実施事業補助金の支出
④補助金の効果を検証
⑤市内二次救急医療機関の調整会議を開催

H31
年度

-

H28
年度

一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

163.8
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 救急医療機関運営助成事業

目的
及び
概要

住民が安心して暮らせるよう、本市の救急
医療体制を確保するため、三島医療圏に
ある救急医療機関に対して運営経費を支
出する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①高槻島本夜間休日応急診療所管理運営負担金
の支出
②休日・夜間二次診療体制確保業務負担金の支
出
③大阪府三島救命救急センター運営経費負担金
の支出
④大阪府三島救命救急センター運営貸付金の貸
付

215.1

継続

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

会計区分 一般 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

215.1
うち市負担分
(百万円)

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 ソフト

取　組 1-5-4 救急医療体制の充実

163.8
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H31
年度

継続方向性
（対前年度比）

事業名 急病診療所運営事業

目的
及び
概要

市民の健康保持に資するため、保健医療
センター併設の急病診療所において、休日
や夜間の応急的な診療を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①内科診療の実施（高校生以上）
②歯科診療の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

一般 事業区分 ソフト

102.8

H28
年度

継続

H29
年度

継続
事業費
(百万円)

102.8
うち市負担分
(百万円)

H30
年度

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

27
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

うち市負担分
(百万円)

事業費
(百万円)

介護 事業区分

拡充

H30
年度

臨時
拡充

部名 健康福祉部 介護保険課課名 会計区分

27.7
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①介護保険苦情調整委員会
②介護相談員派遣事業(派遣先拡充）
③介護給付適正化事業（ケアプラン点検拡充、適
正化支援ソフト臨時拡充）

うち市負担分
(百万円)

内
容

6.3方向性
（対前年度比）

事業名 介護保険料収納事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

ソフト担当課

継続 12.5

第１号被保険者の保険料を適正に賦課し、
徴収することにより、健全な介護保険制度
の運営を行う。

11.2

継続

方向性
（対前年度比）

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

事業区分 ソフト

Ｈ
27
年
度

内
容

H30
年度

継続

継続

一般

まちの将来像 1 ともに支え合い、健やかに暮らせるまち

施　策 1-6

施策の
方向性

社会保険制度の趣旨を踏まえ、すべての世代が相互に支え合い、健やかに暮らすことのできる仕組みを維持する
ために、健全で安定した財政運営に努め、市民の安心を確保していくことに努めます。

7

2

3

4

5

国民健康保険制度の安定的な運営

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

国民年金制度の普及・啓発

介護保険制度の安定的な運営

H28
年度

継続

H29
年度

社会保険制度を安定的に運営する

後期高齢者医療制度の安定的な運営

事業名 指定居宅サービス事業者等指導監査実施事業

指定居宅サービス事業者等の給付の適正
化及びサービスの質の確保と向上を図るこ
とを目的とし、事業者の指導監査を行う。

取　組 1-6-1 介護保険制度の安定的な運営

事業名 介護保険サービス向上推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 健康福祉部 課名 介護保険課 会計区分

部名 健康福祉部 課名 福祉指導監査課 会計区分

H29
年度

H31
年度

継続

Ｈ
27
年
度

内
容

①介護保険料の適切な賦課
②適切な徴収
③適正な滞納処分の実施

事業区分 ソフト

継続

サービス利用者等が介護保険制度を信頼
し、安心して適正な介護サービスの提供を
受けることができるように、サービスの質の
確保及び向上に努める。

介護

①指導監査の実施

方向性
（対前年度比）

継続 0.2
うち市負担分
(百万円) 0.1

28
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

5

6

7

取　組 1-6-2 国民健康保険制度の安定的な運営

国保 事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

22.3
うち市負担分
(百万円) 19.2

H28
年度

継続

事業名 特定保健指導事業

目的
及び
概要

特定健康診査の結果から抽出されたメタボ
リックシンドローム該当者・予備群の人が、
自ら生活習慣の課題を認識し、行動変容と
自己管理を行い、健康的な生活を維持す
ることができるよう専門職による支援を行う。
また、健診受診者のうち、生活習慣病重症
化リスクの高い人で医療にかかっていない
人への受療勧奨を行う。

【関連取組：1-5-1　健康づくりの推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①特定保健指導(情報提供、動機づけ支援、積極
的支援）の実施
②生活習慣病重症化予防のため、保健師等による
訪問指導を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分 事業区分 ソフト

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

141.1
うち市負担分
(百万円)

事業名 特定健康診査事業

目的
及び
概要

高齢者の医療の確保に関する法律に基づ
き、40～74歳の市国保被保険者に特定健
診を実施する。糖尿病等の生活習慣病の
発症予防のために、メタボリックシンドロー
ム該当者、予備群を減少させるよう保健指
導を必要とする人を抽出する。

【関連取組：1-5-1　健康づくりの推進】

Ｈ
27
年
度

内
容
①特定健康診査の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

28.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

①レセプト点検
②柔道整復療養費に関し、被保険者への内容照
会による点検
③先発医薬品より安価な後発医薬品の啓発・推奨
④医療機関への受診状況を被保険者へ通知する
ことによる適正受診啓発

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

継続

H29
年度

事業名 国民健康保険医療費等適正化事業

目的
及び
概要

国民健康保険事業財政の安定化に向け
て、国民健康保険の医療費の適正化を図
ることを目的とし、医療機関から提出される
レセプト（診療報酬明細書）等の点検を行う
とともに、被保険者への啓発事業を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

国民健康保険事業財政の安定化に向け
て、国民健康保険料収納率向上を図るた
め、納付勧奨の推進や納付手段の拡充を
図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①保険料納付コールセンターによる早期納付勧奨
を行う。
②全期前納被保険者に対し納期前納付保険料の
約1%を報奨金として支給する。

方向性
（対前年度比）

継続

H31
年度

12.4

H28
年度

継続

会計区分 国保

H29
年度

国保

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

国保 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

30.0

部名 健康福祉部 課名 保険年金課

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

拡充

事業名 国民健康保険料収納率向上事業

29
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。
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9

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

10

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

国保 事業区分

H31
年度

H28
年度

事業名 人間ドック等助成事業

目的
及び
概要

市国保被保険者の生活習慣病の予防、疾
病の早期発見・早期治療につなげるため、
人間ドック・脳ドックの助成を実施し、被保
険者の健康保持増進並びに医療費の適正
化を図る。

【関連取組：1-5-1　健康づくりの推進】

Ｈ
27
年
度

内
容
40～74歳の茨木市国保被保険者の人間ドック・脳
ドックの費用助成を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

41.2
うち市負担分
(百万円) 0.9

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

事業名 後期高齢者医療保険料徴収事務事業

目的
及び
概要

後期高齢者医療保険制度の円滑な運用の
ため、保険料の収納確保を図り、高齢者に
配慮した取組みや対応を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①電話による納付勧奨
②臨戸訪問によるきめ細やかな納付相談
③財産調査を行い、十分な収入や資産がある者に
対しては速やかに滞納処分の実施
④保険料の納付について、口座振替での納付を
勧奨

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

継続

継続

会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.5
うち市負担分
(百万円) 9.3

継続

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課

取　組 1-6-4 国民年金制度の普及・啓発

21.0

高齢 事業区分 ソフト

事業名 国民年金普及啓発事業

目的
及び
概要

日本年金機構との協力・連携により国民年
金制度の普及・啓発や年金相談事業など
を行うとともに、受給権確保のため、取得・
喪失等各種届出の受付を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①日本年金機構との協力・連携による国民年金制
度の普及・啓発や年金相談事業などの実施
②取得・喪失等各種届出の受付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

H28
年度

継続

H30
年度

H29
年度

継続

継続
事業費
(百万円)

21.0
うち市負担分
(百万円)

継続

担当課 部名 健康福祉部 課名 保険年金課 会計区分

取　組 1-6-3 後期高齢者医療制度の安定的な運営

事業名 ヘルスアップいばらき推進事業

目的
及び
概要

市国保被保険者の健康寿命の延伸及び医
療費適正化を図るため、レセプト、健診情
報等を活用した「データヘルス計画」を策定
し、計画に基づいた施策及び事業を推進
する。

【関連取組：1-5-1　健康づくりの推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①レセプトデータ・健診データ等の分析による市及
び地域の健康課題の抽出
②特定健康診査受診率向上対策
③特定保健指導未利用者対策
③生活習慣病重症化予防対策
④事業効果の検証

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

国保

継続

H31
年度

H29
年度

継続

継続

H30
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

10.1
うち市負担分
(百万円) 0.0

事業区分 ソフト担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課 会計区分

30
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



【 まちの将来像２ 】

次代の社会を担う子どもたちを育むまち



１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 こども育成部 こども政策課課名 会計区分

855.4
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①子どもの入院及び通院にかかる保険診療医療費
のうち、患者自己負担額から一部自己負担金（500
円）を除いた額を助成
②平成27年10月から0～2歳の所得制限を廃止

内
容

718.2

3.0

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 大学奨学金利子補給事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 児童発達支援センター地域支援事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

新規 3.0

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-1

施策の
方向性

次世代育成支援行動計画に基づき、すべての子ども・家庭の状況に応じた切れ目のない支援を行うことにより、子ど
もの健やかな育ちを保障するとともに、安心して子育てできる環境を整えます。

2

3

4

5

子どもの健やかな育ちを等しく支援

子育て支援サービスの提供

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

すべての子どもの育ちを支援する

幼児教育と保育の質と量の充実

取　組 2-1-1 子どもの健やかな育ちを等しく支援

事業名 こども医療費助成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般

児童発達支援センターとして、日常生活に
必要な療育支援サービスや地域相談支援
サービス等を提供し、子どもの健全な発達を
図る。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

大学奨学金利子補給事業の制度を創設す
ることにより、大学卒業後の奨学金返済の負
担軽減を図るとともに、本市への流入と定着
を促進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①大学卒業後、茨木市に居住する若者150人（年
間）を対象に大学奨学金を利子補給制度を創設。
対象者は、低所得世帯50人、その他一般世帯１００
人を公募。

事業区分 ソフト

継続

子どもに係る医療費の一部を助成すること
により、子どもの健全な育成に寄与し、児童
福祉の向上を図る。

一般

①障害児を対象に単独通園による療育支援を実施
②市内の障害児とその家族の相談や、保育所等へ
の訪問による地域支援を実施

方向性
（対前年度比）

拡充 67.8
うち市負担分
(百万円) 6.4

H30
年度

32
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



4

5

6

7

事業名 児童発達支援事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

679.2

H29
年度

部名 こども育成部

一般

継続

H31
年度

継続

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 子育て支援課 会計区分 一般

一般

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

障害児が自立した日常生活又は社会生活
を営むことができるよう、児童福祉法に基づ
く障害児通所支援及び障害児相談支援に
係る給付を行い、もって障害児の福祉の増
進を図ることを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①就学前児童には児童発達支援等、就学児童に
ついては放課後等デイサービスに係る通所給付決
定を行う。必要に応じて障害児相談支援給付決定
及び障害児相談支援事業者の指定を行う
②プロフィールファイルのあけぼの学園等での保護
者、事業者向け啓発学習会等の実施
③相談機能の充実、給付の適正化を行うため専門
職を配置する。

方向性
（対前年度比）

拡充

事業名 早期療育支援事業（すくすく教室）

目的
及び
概要

療育を必要とする乳幼児が日常生活におけ
る基本的な動作の習得及び集団生活に適
応することができるよう、適切かつ効果的な
集団的療育指導(児童発達支援事業）、相
談を行う。
また、乳幼児を持つ保護者の方が発達支援
の必要を感じたときに電話、面接相談の窓
口となり、保護者の負担軽減を図り、子ども
の健全な発達を支援する。
地域で孤立することなく連続した支援を継
続するため引き続き相談を受ける体制、学
習会の開催及び市民への啓発を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施
②発達に不安がある乳幼児をもつ保護者の方対象
の相談の実施（電話・面接・メール）
③私立幼稚園等へ行かれた児に対して継続的に
相談を実施
④発達障害を理解して適切な関わりができるように
学習会、講演会を実施
⑤ニーズに応じた療育の提供が出来ているか調
査、研究、検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 195.5

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

21.1
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 療育支援事業（ばら親子教室）

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の
習得及び集団生活に適応することができる
よう、幼児の身体及び精神の状況並びにそ
の置かれている環境に応じて適切かつ効果
的な療育（児童発達支援事業）、相談を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①療育を必要とする親子に集団的療育（児童発達
支援事業）を実施する。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

H28
年度

継続

継続
事業費
(百万円)

16.9
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 児童発達支援事業所運営事業

目的
及び
概要

幼児の日常生活における基本的な動作の
習得及び集団生活に適応することができる
よう、幼児の身体及び精神の状況並びにそ
の置かれている環境に応じて適切かつ効果
的な療育（児童発達支援事業）、相談等を
行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

南茨木多世代交流センターの特別利用部分を活
用して児童発達支援事業所等を運営するもの。
①発達障害児等への個別療育を実施する。
②保育所、幼稚園等に通っている療育が必要な児
童に対する併用療育を実施する。
③障害児のためのつどいの広場（親子の広場）を実
施する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

16.6
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 事業区分 ソフト
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8

9

10

11

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 児童虐待防止事業

目的
及び
概要

児童虐待の予防、早期発見、迅速かつ適切
な対応及び支援を行い、重症化を防ぐととも
に、児童虐待の防止を図る。
児童虐待防止啓発マグネットシートの配布。

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市要保護児童対策地域協議会の実施
②こんにちは赤ちゃん事業について、総合的に検
討
③養育支援訪問事業の実施
④児童虐待防止啓発マグネットシートを配布

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

5.8
うち市負担分
(百万円) 2.9

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分

事業名 母子・父子福祉事業

目的
及び
概要

母子、寡婦及び父子家庭の自立の援助と
福祉の増進を図る

Ｈ
27
年
度

内
容

①ひとり親自立支援員による相談・情報提供・自立
の援助
②自立支援給付金の支給
③ひとり親家庭の交流を図り、孤立を防ぐ生活支援
（情報交換）事業
④母子家庭等総合対策総合支援事業の拡大(就業
支援・学習支援）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

29.2
うち市負担分
(百万円) 12.6

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

事業名 ひとり親家庭医療費助成事業

目的
及び
概要

ひとり親家庭に対し、医療費の一部を助成
することにより、生活の安定と児童の健全な
育成を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①入院及び通院にかかる保険診療医療費の患者
自己負担額から一部自己負担金（500円）を除いた
額を助成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

165.7
うち市負担分
(百万円) 83.7

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 みなし寡婦（夫）制度事業

目的
及び
概要

現在、非婚の母（父）に対しては、税法に定
める「寡婦（夫）控除」が適用されないため、
離婚・死別のひとり親と比較して、保育料等
の適用において不平等な状況にある。
多くのひとり親家庭が経済的に困難を抱え
る中で、市独自で所得制限等の基準を定め
ている制度において、みなし寡婦制度を適
用することにより、経済的な支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①保育所等利用者負担額のみなし寡婦（夫）控除
制度の創設

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

14 ◎

15 ◎

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

臨時
拡充

H30
年度

臨時
拡充

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H31
年度

事業名 就学・修学に伴う支援事業

目的
及び
概要

経済的理由によって就学困難と認められる
児童生徒に対する就学援助費等の支給や
山間部からのバス通学児童生徒に対する通
学費の補助を行うなど、各種費用を支給す
ることにより、教育の円滑な実施に資するこ
とを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①就学援助費支給事務（中学校給食費の支給の
追加）
②支援学級等就学奨励費支給事務（中学校給食
費の支給の追加）
③奨学金支給事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

307.4
うち市負担分
(百万円) 302.9

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 次世代育成支援行動計画事業

目的
及び
概要

安心して子どもを生み育て、すべての子ども
が健やかに育つことのできる地域社会の実
現を目指すため、５年を１期とする「茨木市
次世代育成支援行動計画」を策定する。ま
た、「茨木市次世代育成支援行動計画」の
進行管理を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①茨木市次世代育成支援行動計画の進行管理

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.4
うち市負担分
(百万円) 1.4

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 利用者支援事業

目的
及び
概要

子どもが健やかに成長することができる地域
社会の実現に寄与するため、子ども及びそ
の保護者等、または妊娠している方がその
選択に基づき多様な教育、保育施設、地域
の子育て支援事業等を円滑に利用できるよ
う必要な支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①子育て支援総合センターにて利用者支援事業の
実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

拡充

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

2.9
うち市負担分
(百万円) 1.0

継続

担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分

事業名 子育て支援サービス提供事業

目的
及び
概要

子育て中の保護者の疾病やその他の理由
等で支援が必要になった場合有効な支援
を提供することで、子育て負担感の軽減を
図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①一時保育及び出前型一時保育事業
②子育て短期支援事業について、対象者の年齢枠
の拡充及び受け入れ先の児童福祉施設の検討
③産前・産後ホームヘルパー派遣事業について、
利用期間・回数等の拡充に向けた検討
④商業スペースなど市民が集まりやすいところに出
向き子育て情報を発信
⑤赤ちゃんのほっとスポット事業の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

46.1
うち市負担分
(百万円)

H30
年度

継続

課名 子育て支援課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-1-2 子育て支援サービスの提供

18.6

担当課 部名 こども育成部
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★

16

17 ◎

18 ◎

19 ◎

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

H31
年度

事業名 施設型及び地域型給付対象施設認定・給付事務事業

目的
及び
概要

教育・保育の利用を希望する子どもの保護
者からの申請に基づき、教育・保育の必要
性（利用時間）を認定（認定証を交付）すると
ともに、教育・保育の利用に必要な費用の
給付を行い、もって、「一人ひとりの子どもが
健やかに成長することができる社会の実現
に寄与する」ことを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①保育の利用を希望する子どもの保護者に対し、
客観的基準に基づき、保育の必要性を認定し、認
定証を発行
②認定に基づき、教育・保育の利用に必要な費用
の給付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4366.0
うち市負担分
(百万円)

1506.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 事業区分 ソフト

事業名 公立幼稚園の認定こども園化事業

目的
及び
概要

幼児期の学校教育・保育の総合的な提供と
保育所待機児童の解消を図るため、将来の
需給状況等も勘案し、認定こども園化を含
めて地域の実情に応じた公立幼稚園を運
営していく。

Ｈ
27
年
度

内
容
①基本計画の作成
②認定こども園化に向けた職員研修の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 地域型保育事業

目的
及び
概要

地域における多様な保育ニーズにきめ細や
く対応できる、質の確保された保育を提供
し、子どもの成長を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①既存の小規模保育を継続して実施
②教育・保育のニーズを踏まえ、「事業所内保育」
への支援をはじめ、「居宅訪問型保育」や「家庭的
保育」の実施を検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

54.3
うち市負担分
(百万円) 49.2

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 特別保育拡充事業

目的
及び
概要

保護者の就労形態の多様化に伴い、多様
な保育ニーズへの対応が求められているこ
とから、保育ニーズを踏まえた上で、特別保
育の拡充を図り、子ども・子育て支援を総合
的に推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①病児保育
②休日保育
③一時預かり保育

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

50.0
うち市負担分
(百万円) 28.5

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-1-3 幼児教育と保育の質と量の充実
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20 ◎

21 ◎

22

23

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 幼稚園等一時預かり（預かり保育）事業

目的
及び
概要

公私立幼稚園等で一時預かり（預かり保育）
を実施することにより、保護者のニーズに対
応した支援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①公立幼稚園では通常保育終了後から17時（拡充
モデル園は18時）まで実施。公立幼稚園の拡充モ
デル園は早朝、水曜日及び長期休業期間も実施
②一時預かり（預かり保育）を行う私立幼稚園等に
補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

89.8
うち市負担分
(百万円) 24.2

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 公立保育所の機能と役割充実事業

目的
及び
概要

公立保育所の機能と役割を拡充し、地域の
子育て支援の拠点として整備を行い、支援・
相談事業を行う。

[関連取組2-2-02子育て支援の輪づくり]

Ｈ
27
年
度

内
容
①公立保育所の機能と役割の拡充を検討
②在宅支援事業の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 保育所・幼稚園職員等の研修事業

目的
及び
概要

障害児保育や人権保育に関する研修や学
習会において、最近の知識や情報を得て、
職員のスキルアップに資する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①障害児保育、幼児教育等、職員のスキルアップ
に資する研修を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.3
うち市負担分
(百万円) 2.3

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 私立保育所等の建設補助

目的
及び
概要

　老朽化している私立保育所について、定
員増を見込める建替えに対して補助を行
い、待機児童の解消を含めた保育環境の向
上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①私立保育所等の建替、増築に係る整備費の補助
（4か所）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

1134.0
うち市負担分
(百万円) 157.1

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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24

H31
年度

縮小

H30
年度

継続

事業名 茨木市立保育所民営化事業

目的
及び
概要

効率的・効果的な保育所運営を実現するた
め、私立保育園の柔軟性や即応性に着目
し、地域で求められる保育ニーズに柔軟に
対応することを目的として、市立保育所の民
営化を推進する。
（平成26年４月下穂積・鮎川保育所、平成
27年４月道祖本・中津保育所、平成28年４
月玉島保育所）

Ｈ
27
年
度

内
容

①平成27年４月から、元道祖本保育所及び中津保
育所が、民間園として運営
②三者協議会の開催（下穂積・鮎川・道祖本・中
津）
③平成27年４月からの民営化に向けて、移管先法
人選考委員会を開催（玉島）
④合同保育の実施（玉島）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

16.0
うち市負担分
(百万円) 16.0

担当課 部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3

H30
年度

拡充

うち市負担分
(百万円)

部名 こども育成部 保育幼稚園課課名 会計区分

部名 こども育成部

継続

うち市負担分
(百万円)

142.8
事業費
(百万円)

拡充

事業名 市立幼稚園子育て支援事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 市立保育所地域開放事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.2方向性
（対前年度比）

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

縮小

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-2

施策の
方向性

地域のさまざまな人材が連携・協力し、子育てを支援することで、親子ばかりではなく世代を超えた人たちの交流の
場が充実するなど、「子育てでつながる地域社会」の実現をめざします。

地域ぐるみの子育てを推進する

7

2

3

4

5

子育て支援の輪づくり

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

交流の場の充実

H31
年度

拡充

H29
年度

地域の人材を活用した子育て支援

Ｈ
27
年
度

①公設としてつどいの広場1施設及び地域子育て
支援センター2施設を事業運営
②つどいの広場事業を実施する既存団体に補助
③地域子育て支援センター事業を私立保育園4団
体に委託
④５圏域の中でも、拠点が未整備な1か所につどい
の広場を開所

内
容

40.8

就学前児童とその保護者が気軽に集える場
を設置し、地域の中で安心して子育て・子
育ちができる環境を整備するとともに、公私
立保育所（園）に地域子育て支援センター
を設置し、子育て世帯に対して専門的な支
援を行う。

拡充

拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

Ｈ
27
年
度

園舎・園庭を開放し、在園児や職員及び未
就園児親子同士の活動を通して保護者同
士の交流を図る。

H29
年度

取　組 2-2-1 交流の場の充実

事業名 地域子育て支援拠点事業

目的
及び
概要

担当課 課名 子育て支援課 会計区分

事業区分 ソフト

保育所を開放し、在宅の親子と保育所の子
どもたちや地域の人々との交流を促進し、
在宅の親子を支援する。

部名 こども育成部 課名 保育幼稚園課 会計区分

方向性
（対前年度比）

一般

①地域開放（ともだち広場）の実施
②保育所入所児との交流や行事への参加、保育
士・看護師等による育児の不安や悩みの相談により
在宅の親子を支援
③民営化にともない公立８ヶ所→６ケ所実施へ

内
容

Ｈ
27
年
度

内
容

①園舎・園庭を開放し未就園児の遊びを通して交
流の場とする
②月２回、子育て相談室を開設し、保護者が抱える
子育ての悩み等に適切に対応する

事業区分 ソフト

継続

0.2

一般

方向性
（対前年度比）

縮小 0.3
うち市負担分
(百万円) 0.3

H30
年度

継続
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

事業名 子育て支援ネットワーク事業

H29
年度

継続

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.1

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

こども育成部 課名 子育て支援課

H30
年度

H28
年度

継続

一般 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

目的
及び
概要

地域において育児の援助を行いたい者と育
児の援助を受けたい者が会員として登録
し、相互扶助の精神に基づき行う援助活動
を支援することで、仕事と育児の両立を図る
とともに、地域で安心して子育てができる環
境を整備する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①ファミリーサポートセンター事業の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

継続方向性
（対前年度比）

事業名 ファミリー・サポート・センター事業

子育てに関わる機関・団体・民生委員・児童
委員等の支援者と、子育て中の保護者団体
等の当事者が構成する連絡会を開催し、子
育てに係る情報交換や交流を行い、各団体
等の特色をお互いに認め合いながら、連携
して子育て支援を行うとともに、地域での子
育て力の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

取　組 2-2-3 地域の人材を活用した子育て支援

継続

会計区分

①市内を５ブロックに分けて開催している子育て支
援団体連絡会について、公立保育所の機能と役割
と合わせて検討を行う

部名 一般

継続
事業費
(百万円)

8.3

H29
年度

H31
年度

うち市負担分
(百万円) 2.8

取　組 2-2-2 子育て支援の輪づくり

ソフト担当課 部名 こども育成部 課名 子育て支援課 会計区分
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3 ◎

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 学校教育部 学校教育推進課課名 会計区分

64.3
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①学力向上担当者連絡会の開催
②専門支援員、学習支援者などの人的配置
③学力向上重点支援モデル校区の指定

内
容

60.0

0.3

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 授業力向上事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 保幼小中連携事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.3

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-3

施策の
方向性

すべての児童・生徒の「生きる力」、すなわち「確かな学力」「豊かな心」「健やかな体」を育成し、個人の可能性を最
大限引き出すため、学校園をはじめ保育所、関係諸団体が連携して就学前から中学校卒業まで一貫した「きめ細や
かで質の高い教育」を保障し、「学びを通した信頼される学校づくり」を進めます。

2

3

4

5

「確かな学力」の充実

「豊かな心」の醸成

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

学校支援体制の充実

7

「生きる力」を育む教育を推進する

「健やかな体」の育成

取　組 2-3-1 「確かな学力」の充実

事業名 学力向上事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般

本市独自に作成した「保幼小連携ベースカ
リキュラム」の実践と検証により、保幼小間の
系統的な保育・教育を進めるとともに、小・
中学校教員の異校種間交流による授業実
践や児童会・生徒会交流などにより、小１プ
ロブレム・中１ギャップの解消を図るなど、保
幼小中間のスムーズな接続をめざす。

【関連取組：2-1-3　幼児教育と保育の質と
量の充実】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

小・中学校の授業研究会を活性化するとと
もに授業づくりに関する研修を行うことで、
教員の授業実践力の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①学びのシンポジウム分科会として２年目教員の授
業研究会の開催
②学びのシンポジウム全体会として講演会を開催
③指導主事が各校の授業研究会を支援する校内
研支援事業の実施

事業区分 ソフト

継続

６ヵ年の学力向上施策の成果と課題を踏ま
えた第３次学力・体力向上３カ年計画（茨
木っ子ジャンプアッププラン28）に基づき、
実践的教育活動の活性化を図り、本市の教
育振興を図る。

一般

①保幼小中連携教育推進会議と中学校ブロック連
携会議の開催
②中学校ブロック連携支援教員の配置

方向性
（対前年度比）

継続 22.1
うち市負担分
(百万円) 22.1

H30
年度
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4

5

6

7

事業名 支援教育事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

231.4

H29
年度

継続

部名 学校教育部 一般

障害のある児童・生徒一人ひとりが、地域の
学校で共に学ぶことを通して、その持てる力
を高め、生活や学習できるよう、必要な支援
や介助を行う。

H31
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト課名 学校教育推進課 会計区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

Ｈ
27
年
度

内
容

①小中学校支援学級に介助員を配置
②通常の学級に在籍する発達障害等支援の必要
な児童・生徒に対しコミュニケーションや学習面の
支援を目的に支援教育サポーターを配置
③医療的ケア体制を整備する事業

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 外国人英語指導助手による外国語活動(小学校)/外国語教育(中学校)

目的
及び
概要

小学校外国語活動と中学校英語科の連携
した取組を通じて、本市児童・生徒に国際
社会において通用するコミュニケーション能
力を養う。
市が業者に英語指導助手業務を委託し、中
学校ブロックの小中学校に同じNETを配置
することで、小学校の外国語活動と中学校
の英語教育の充実を図るとともに、外国語
活動の小学校から中学校へのスムーズな接
続を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①小学校１～４年生は年間３時間以上、５・６年生は
10～15時間、中学生は週１時間、NETを配置
②小中学校の教員が連携できるよう合同の推進担
当者会を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 204.8

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

53.2
うち市負担分
(百万円) 53.2

H29
年度

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 ソフト

事業名 学校図書館教育事業

目的
及び
概要

各小･中学校の読書センター・学習情報セ
ンター機能を充実し図書館教育を推進する
とともに、市立図書館との連携の充実を図る
ことで、児童･生徒の読書活動の推進を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内全小中学校に開館業務、授業支援等を行う
学校図書館支援員を配置し、司書教諭・学校図書
館ボランティアと連携して学校図書館機能を充実
②図書管理ソフト「りいぶる」や物流システムの活用
促進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.8
うち市負担分
(百万円) 32.8

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 相馬芳枝科学賞実施事業

目的
及び
概要

自然科学に興味・関心を持ち、科学的なも
のの見方・考え方を身につける。そのため
「第２土曜科学教室」（市内小学３～６年生
（定員３５名）を対象に毎回テーマを設け、
実験、観察、理科工作等を行う。）や「相馬
芳枝科学賞」（市内在住在学の小中学生が
作成した自由研究を募集し、展示・表彰･発
表を行う。）を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①講師謝礼
②施設使用料
③実験材料費や賞品等の増額

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分
(百万円) 0.3

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 ソフト
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

8 ◎

9 ◎

10

11

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 道徳教育・人権教育推進事業

目的
及び
概要

児童・生徒の基本的な倫理観や規範意識
などの道徳性、及び自己肯定感を高めるた
め、地域の実態に応じた特色ある取組みを
推進するとともに、教職員対象の人権研修
を充実し、人権意識の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①「豊かな人間性を育む取組み推進事業」の実施
②教職員人権研修会の実施
③管理職人権研修会の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

縮小

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

1.9
うち市負担分
(百万円) 0.3

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 生徒指導事業（いじめ・不登校問題行動等）

目的
及び
概要

いじめ防止基本方針に基づき、いじめの防
止、早期発見・解決を図る。いじめ・不登校
や暴力行為等の問題行動に対して、スクー
ルカウンセラー（SC）・スクールソーシャル
ワーカー（SSW）・子ども支援協力員との連
携、生徒指導支援教員の活用により、迅速
かつきめ細やかに対応できるよう学校体制
を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①SCの全小学校配置
②SSWを１名増員し、５名体制
③子ども支援協力員・生徒指導支援教員の配置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

42.1
うち市負担分
(百万円) 42.1

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 虐待事象に係る関係機関との調整

目的
及び
概要

小・中学校の児童・生徒を虐待から守るた
め、関係機関と連携し、ネットワークづくりを
推進する。
虐待の通告があった場合、学校や関係機関
と連携を図り、安全確保および見守りを行
う。また、日頃から関係機関と情報を共有
し、虐待の早期発見に努める。

Ｈ
27
年
度

内
容

①子育て支援センターとのケース会議の実施
②子ども家庭センターとの学校訪問
③要保護児童・生徒の定期的な情報収集・交流

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学校応援サポート事業

目的
及び
概要

小・中学校における教育活動上の諸課題や
保護者・地域住民等からの様々な要望のう
ち、学校だけでは対応が難しいものについ
て、専門家や指導員による支援を行い、解
決を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①いじめ対策指導員の派遣。
②弁護士への相談
③SSW・SCのスーパーバイザー（SV）の派遣・ケー
ス会議の開催

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

7.0
うち市負担分
(百万円) 6.0

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 2-3-2 「豊かな心」の醸成
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

12 ◎

13 ◎

14

15

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

H30
年度

事業名 体力向上事業

目的
及び
概要

児童・生徒に生涯にわたって運動に親しむ
資質や能力の基礎を育てるとともに、健康の
保持増進と体力の向上を図る。スポーツテ
ストの個人データの蓄積・比較により、児童・
生徒が自らの体力の状況を把握・分析する
とともに、体育指導に有効に活用する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①体力向上研修会の実施
②公開授業研究会の実施
③小中6年間のスポーツテストの実施

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4.1
うち市負担分
(百万円) 4.1

一般 事業区分 ソフト

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

事業名 学校給食事業（ソフト）

目的
及び
概要

学校給食は児童・生徒の心身の健全な発
達に資するものであり、生きた教材として自
分の健康を考え、よい食習慣を身に付け、
食に関する正しい理解と適正な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものであることか
ら、安全で安心な学校給食の充実や学校に
おける食育の推進を図るため、各種学校給
食事業を推進するとともに、アレルギー対応
マニュアルに沿った運用などアレルギー対
応を含めた給食内容の向上・充実に関する
調査研究、学校給食会の運営、調理員研
修等を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①15校で調理業務の民間委託
②献立作成委員会、物資調達委員会の開催
③食品衛生管理等の研修会開催
④選択制の中学校給食実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

372.8
うち市負担分
(百万円) 372.8

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 学校給食事業（ハード）

目的
及び
概要

学校給食は児童・生徒の心身の健全な発
達に資するものであり、生きた教材として自
分の健康を考え、よい食習慣を身に付け、
食に関する正しい理解と適正な判断力を養
う上で重要な役割を果たすものであることか
ら、安全で安心な学校給食の充実や学校に
おける食育の推進を図るため、各種学校給
食事業を推進するとともに、アレルギー対応
マニュアルに沿った運用などアレルギー対
応を含めた給食内容の向上・充実に関する
調査研究、学校給食会の運営、調理員研
修等を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①小学校給食調理場に、給食内容の充実と向上を
図るため焼き物調理器を導入

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

H28
年度

-

方向性
（対前年度比）

完了
事業費
(百万円)

15.6
うち市負担分
(百万円) 15.6

-

部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分

H31
年度

-

一般

事業名 学校保健事業

目的
及び
概要

学校において、児童生徒等の健康の保持
増進を図ること、学校教育活動に必要な健
康や安全への配慮を行うことなど学校保健
の推進を充実するために様々な施策を行な
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①感染症、アレルギー等各種研修会の実施
②学校管理下における災害発生時の給付金を支
給
③市が賠償責任を負う災害に対し、賠償補償保険
金を支給
④負傷児童等搬送事業
⑤各学校で各種検診等を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 学務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

2-3-3 「健やかな体」の育成

事業区分 ハード担当課

取　組
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

16

17

18

19

H30
年度

継続

H29
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 不登校児童・生徒支援事業

目的
及び
概要

小・中学校と連携して、不登校児童・生徒の
支援活動を行い、学校復帰をめざす。
不登校状態にある児童・生徒の支援(家庭
への学生ボランティア派遣)、別室登校児
童・生徒の支援(学校への学生ボランティア
の派遣)を行う。また、ふれあいルーム（不登
校児童生徒支援室）を開設し、学校復帰の
取組みを行い、保護者には不登校相談を
実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①不登校適応指導相談員報酬
②ふれあいアドバイザー報酬
③不登校支援員等報償
④消耗品等

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.1
うち市負担分
(百万円) 9.1

事業区分 ソフト一般

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分

事業名 教育相談指導事業

目的
及び
概要

幼児・児童・生徒、保護者や教員の教育に
関する不安や悩みを解消するため、適切な
指導・助言、及び支援を実施する。
幼児・児童・生徒や保護者に対しては、面
接相談・発達相談・不登校相談・電話教育
相談・『いじめ』電話相談・言語相談を実施
する。小・中学校に対しては、巡回相談を実
施するとともに、教員に対しても幼児・児童・
生徒への指導等について、気軽に相談でき
るよう電話や面接の窓口を設け、周知を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各相談員の報酬
②教育相談補助員賃金
③所内研修講師謝礼

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

74.5
うち市負担分
(百万円) 74.5

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 教職員研修事業

目的
及び
概要

教育現場のニーズや国・府の動向を踏まえ
ながら研修を企画・立案して実施するととも
に、市立小・中学校教職員を対象にイントラ
ネットを活用して各校の教育実践や研究所
員会の研究などの情報を発信して広く周知
し、教職員の資質向上を図る。また、府教育
センター主催研修会への参加手続き等の
業務を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①講師謝礼等
②消耗品等
③初任者研修バス借り上げ料等

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.4
うち市負担分
(百万円) 2.4

①教職員の健康診断
②時間外労働時間の把握及び面接指導
③被服貸与

担当課 部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 教職員健康管理事業

目的
及び
概要

教育活動の円滑な実践、充実を目指すた
め、学校保健安全法に基づき、学校の設置
者として教職員の健康診断（視力・聴力、
尿、血液、心電図、結核等）を実施するほ
か、労働安全衛生法に基づき健康管理を行
う。更に、近年、心の病にかかる教職員が増
加する傾向にあることから、発症を未然に防
止するためのメンタルケア対策を講じる。ま
た、被服貸与規則に基づき、被服貸与を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

11.5
うち市負担分
(百万円) 11.5 継続

事業区分 ソフト一般

H31
年度

部名 学校教育部担当課 課名 教職員課 会計区分

取　組 2-3-4 学校支援体制の充実
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

H30
年度

小学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る。

一般

①備品使用料（予算執行は教育政策課）

方向性
（対前年度比）

継続 102.4
うち市負担分
(百万円) 102.4

中学校施設の整備により、安全で快適に学
べる教育環境の向上を図る

Ｈ
27
年
度

内
容
①エレベ－タ－設置事業
②太田中学校増築事業

事業区分 ハード

継続

ＩＴ教育基盤の向上のため、情報処理室の
パソコン機器の更新にあわせて、タブレット
（可動式パソコン）端末に変更する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 学校教育部 課名 教育センター 会計区分 一般 事業区分 ハード

H31
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 施設課 会計区分

取　組 2-4-1 学校施設の計画的な整備・充実

事業名 小学校営繕事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

魅力ある教育環境づくりを推進する

6

7

2

3

4

5

学校施設の計画的な整備・充実

学校・家庭・地域の連携の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-4

施策の
方向性

それぞれの学校において、子どもたちが良好で快適な環境のもとで教育を受けることができる環境を整備します。
また、地域における教育コミュニティづくりが進むとともに、子どもたちが安全に安心して過ごすことができる環境を整
えます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 小・中学校情報処理室パソコン更新事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ハード担当課

継続 10.0

施設課

事業名 中学校営繕事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

①大規模改造事業
②便所改修事業
③屋内運動場天井改修工事

継続

H30
年度

継続

課名 会計区分

10.0

うち市負担分
(百万円)

部名 教育総務部

内
容

291.9方向性
（対前年度比）

333.9
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

4 ◎

5 ◎

6 ◎

7

事業区分 ソフト担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.7
うち市負担分
(百万円) 2.1

H28
年度

継続

事業名 家庭教育支援事業

目的
及び
概要

家庭教育を支援するために学校と連携しな
がら、保護者同士が交流し学びあう家庭教
育学級の開設や、家庭教育セミナー等学習
機会の提供等を行う。

【関連取組：3-1-3　成人教育の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①家庭教育セミナーの開催
②保護者のための講座の開催
③親学習支援者フォローアップ研修の開催
④親まなびおでかけ講座の開催
⑤家庭教育学級の委託開設
⑥家庭教育学級指導者研修会の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 学校教育部 課名 学校教育推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.1
うち市負担分
(百万円) 5.1

H28
年度

継続

ソフト

事業名 児童・生徒の安全対策事業

目的
及び
概要

市内小・中学校の児童・生徒が安全に通学
できるよう、ボランティア巡視員による見守り
活動や、通学路の安全点検を行うとともに、
安全を脅かす恐れのある情報について緊急
メールを配信する等、子どもを見守るネット
ワークづくりを推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①子ども安全見守り隊交付金の交付
②子どもが暴力から身を守るワークを全小学校で実
施
③防犯ブザーの配付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

48.9
うち市負担分
(百万円) 45.1

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 38.0

H31
年度

継続

事業名 放課後子ども教室推進事業

目的
及び
概要

放課後等に子どもたちの安全で健やかな居
場所を確保するため、地域住民の参画を得
て、子どもたちと諸活動に取組み、地域社
会全体で地域の子どもたちを見守り育むこ
とができるよう、啓発と活動の充実を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①各校区放課後子ども教室実行委員会への事業
委託
②年度当初の事務担当者説明会、年２回の各ブ
ロック代表者による研究会、各校区代表者連絡会、
スタッフ研修会の開催
③ホームページでの啓発
④市内にある各大学と連携を図り、学生ボランティ
アを募集

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

保護者が子育てと就労を両立できるように、
小学校に通う子どもたちが、安心して利用で
きる居場所を提供する。また放課後子ども教
室と連携することにより、児童が多様な体
験・活動を行うことができ、地域社会全体で
児童の健全育成を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①開室時間延長実施
②待機児童対策実施(7保育室)
③設備改修(7保育室)
④学童保育指導員研修の実施
⑤事業の自己評価体制の検討

方向性
（対前年度比）

拡充

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 学童保育課 会計区分 一般

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

臨時
拡充

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

98.1

H29
年度

拡充

部名 こども育成部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H30
年度

継続

事業名 学童保育運営事業

取　組 2-4-2 学校・家庭・地域の連携の推進
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

目的
及び
概要

H31
年度

0.0方向性
（対前年度比）

地域における子ども・若者が「交流・学び・
つながり」をキーワードに出会うことができる
居場所の提供をはじめ、スポーツや自然・
社会体験を通して豊かな人権感覚を身につ
けるとともに、将来に夢をもち自己実現でき
るよう、学習の機会の提供を図る。

取　組 2-5-2 青少年の体験活動の充実

事業名 子ども・若者居場所支援事業

10.8
事業費
(百万円)

拡充

担当課 会計区分

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

H31
年度

継続

部名 こども育成部 こども政策課課名 会計区分

10.8

部名 教育総務部 課名 青少年課

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

拡充

H30
年度

拡充

拡充

継続

H29
年度

継続

事業名 上中条青少年センター運営事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 0.0
うち市負担分
(百万円)

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業区分 ソフト

青少年及び青少年団体の健全な育成を図
るため、体験活動や文化的交流行事を実施
するとともに、自主的・組織的な青少年活動
を支援し、安全・安心して活動できる青少年
の居場所を確保するため貸館事業を実施
する。

まちの将来像 2 次代の社会を担う子どもたちを育むまち

施　策 2-5

施策の
方向性

全ての青少年がさまざまな地域活動や体験活動に参加するとともに、適切な支援を受けることにより、心豊かにたく
ましく成長することができるよう取組を進めます。

2

3

4

5

青少年健全育成の推進

青少年の体験活動の充実

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

青少年が心豊かにたくましく成長できるよう取組を推進する

若者の自立支援

取　組 2-5-1 青少年健全育成の推進

事業名 青少年健全育成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

部名 教育総務部 課名 青少年課 会計区分 一般

Ｈ
27
年
度

内
容

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容
①多世代交流センターの施設に小学生の居場所と
中高生の自習室を設置

①子どもセミナー等主催事業の実施
②親と子のためのふれあいコンサート開催
③学習室・貸館業務の実施

H30
年度

事業区分 ソフト

拡充

青少年健全育成運動を推進し、より一層の
青少年育成を図るために青少年問題協議
会が青少年育成の方針を樹立し、関係機
関・団体と有機的に連携をとりながら、青少
年育成のための諸事業の実施及び問題行
動の防止等に努める。

一般

Ｈ
27
年
度

①青少年問題協議会の開催
②健全育成啓発のための講演会実施・リーフレット
作成
③青少年健全育成関係団体の活動支援
④中学生の主張事業の実施
⑤「ほっとけん！」出動体制の整備。啓発物品の作
成・配布

内
容

方向性
（対前年度比）

継続 28.2
うち市負担分
(百万円) 24.6
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4

5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

取　組 2-5-3 若者の自立支援

一般

事業名 青少年野外活動センター運営事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

55.5

部名 教育総務部 課名 青少年課

ソフト

拡充

継続

H31
年度

継続

継続

H30
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

事業区分

会計区分 一般

①利用者の受入
②主催事業の実施
③キャンプカウンセラーの育成
④施設の管理及び維持補修
⑤開設40周年を期に青少年を中心とした幅広い年
代の市民を対象とした主催事業の展開

ソフト

54.6
H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

1.8

H29
年度

H29
年度

継続

継続

事業名 青少年活動・育成事業

青少年の健全育成のために、自然体験や
集団生活の機会を提供するとともに、開設
40周年（平成27年度)を期に、施設の周知
や主催事業の充実を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円)

H28
年度

継続

青少年課

こども会をはじめとした青少年団体等や、こ
れらの青少年を育成する組織が活発な活
動を展開するための情報や活動機会の提
供に努め、青少年教育活動の推進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①キックベースボール講習会の実施
②百人一首カルタ研修会の実施
③こども会親善スポーツ中央大会の実施
④こども会親善百人一首カルタ競技大会の実施
⑤こども会活動支援講習会の実施
⑥大阪府こども会安全共済会加入補助

事業名

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.8
うち市負担分
(百万円)

目的
及び
概要

目的
及び
概要

①茨木市子ども・若者自立サポート事業委託
②子ども・若者を包括的に支援するため、茨木市子
ども・若者支援地域協議会を設置
③(臨)啓発チラシの作成

事業費
(百万円)

会計区分 事業区分

H31
年度

担当課 部名 教育総務部 課名

子ども・若者自立サポート事業

ひきこもり・ニート・不登校等の状態にある子
ども・若者が、社会参加できるよう、茨木市
子ども・若者自立支援センターを設置し、ひ
きこもり等の当事者や家族の相談・支援体
制を図る。
また、市民税非課税世帯・生活保護世帯等
のひきこもり等の子ども・若者及びその保護
者に、茨木市自立支援センター利用券を交
付することにより、面談等の支援に係る負担
を軽減する。

Ｈ
27
年
度

内
容

6.0
うち市負担分
(百万円) 1.0

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 こども育成部 課名 こども政策課 会計区分

拡充
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【 まちの将来像３ 】

みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

H30
年度

生涯学習に取り組む市民を支援するととも
に活動の充実・向上を図るため、生涯学習
センターにおいて講座、きらめきホール事
業等を実施する。

一般

①（仮称）生涯学習推進計画策定に向けた準備

方向性
（対前年度比）

新規 0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

個人や団体が培った知識・経験を広く還元
できる場を提供し、学習成果を活かした幅
広いジャンルの学習参画機会を展開する。

【関連取組：3-1-2　生涯学習についての普
及啓発の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①ボランティア講座の講師募集
②各種コンサートの出演者公募
③きらめきフェスタの実施

事業区分 ソフト

継続

市の生涯学習の充実・向上を図るため、市
としての方針を定める（仮称）生涯学習推進
計画を策定する。

【関連取組：3-1-2　生涯学習についての普
及啓発の推進】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

取　組 3-1-1 生涯学習推進体制の整備

事業名 生涯学習センターきらめき講座等実施事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

生涯学習の機会を増やし情報提供を充実する

成人教育の推進

6

公民館活動の推進

図書館サービスの充実

7

2

3

4

5

生涯学習推進体制の整備

生涯学習についての普及啓発の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 3 みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち

施　策 3-1

施策の
方向性

本市の生涯学習に関する取組の基本となる計画を策定するとともに、市民、行政、教育機関などの連携により、社会的な課題や
市民ニーズに対応した多様な学習の場や機会、情報などを提供し、市民の主体的な生涯学習活動を促します。
社会教育については、学校教育との連携を図りながら、これからの時代に求められる成人教育や、公民館活動の推進、図書館
の機能の充実を図ります。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

-

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

完了

-

事業名 （仮称）生涯学習推進計画策定事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.3

文化振興課

事業名 生涯学習参画事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

①きらめき、ジュニア、ボランティア講座の実施
②ホール事業の実施
③大学等との共催講座の実施
④おおさかふみんネット広域講座の実施

継続

H30
年度

継続

課名 会計区分

0.3

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部

内
容

23.4方向性
（対前年度比）

62.4
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

6

7

取　組 3-1-2 生涯学習についての普及啓発の推進

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

H29
年度

H30
年度

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

(0)
うち市負担分
(百万円) (0)

事業区分 ソフト

事業名 【再掲】（仮称）生涯学習推進計画策定事業

目的
及び
概要

市の生涯学習の充実・向上を図るため、市
としての方針を定める（仮称）生涯学習推進
計画を策定する。

【関連取組：3-1-1　生涯学習推進体制の
整備】

Ｈ
27
年
度

内
容
①（仮称）生涯学習推進計画策定に向けた準備

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

H28
年度

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(0.3)
うち市負担分
(百万円) (0.3)

H28
年度

継続

ソフト

事業名 【再掲】生涯学習参画事業

目的
及び
概要

個人や団体が培った知識・経験を広く還元
できる場を提供し、学習成果を活かした幅
広いジャンルの学習参画機会を展開する。

【関連取組：3-1-1　生涯学習推進体制の
整備】

Ｈ
27
年
度

内
容

①ボランティア講座の講師募集
②各種コンサートの出演者公募
③きらめきフェスタの実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.1
うち市負担分
(百万円) 1.1

うち市負担分
(百万円) 6.6

H31
年度

継続

H30
年度

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業名 生涯学習センター情報提供等実施事業

目的
及び
概要

広報誌・市ホームページ・生涯学習情報誌
「まなびどり」・出前講座等を通じて、様々な
生涯学習関連情報の提供を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①生涯学習情報誌「まなびどり」の発行（年３回）
②出前講座の実施。
③広報誌・市ホームページでの啓発
④生涯学習関連の窓口相談

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

天文について分りやすく解説し自然科学の
普及を図るため、プラネタリウムの投影や市
民天体観望会を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市立小・中学校、広報誌、市ホームページでの
啓発
②プラネタリウム投影や市民天体観望会の実施

方向性
（対前年度比）

継続

H29
年度

一般

部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般

H31
年度

-

-

継続

完了

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

7.1

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 天文観覧室運営事業
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

8

9

10

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

取　組 3-1-4 公民館活動の推進

取　組 3-1-3 成人教育の推進

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

16.1
うち市負担分
(百万円) 8.1

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 小学校区公民館講座等実施事業

目的
及び
概要

各公民館において、社会教育の場として、
地域住民のニーズに対応した文化、スポー
ツなどの講座等を開催し、住民の主体的な
学習活動を支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①公民館講座の開催
②講習会の開催
③生活教育講座の開催
④講演会の開催

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(2.7)
うち市負担分
(百万円) (2.1)

継続

H28
年度

継続

事業名 【再掲】家庭教育支援事業

目的
及び
概要

家庭教育を支援するために学校と連携しな
がら、保護者同士が交流し学びあう家庭教
育学級の開設や、家庭教育セミナー等学
習機会の提供等を行う。

【関連取組：2-4-2　学校・家庭・地域の連
携の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①家庭教育セミナーの開催
②保護者のための講座の開催
③親学習支援者フォローアップ研修の開催
④親まなびおでかけ講座の開催
⑤家庭教育学級の委託開設
⑥家庭教育学級指導者研修会の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.6
うち市負担分
(百万円) 0.6

H28
年度

継続

事業名 社会教育関係団体育成事業

目的
及び
概要

社会教育関係団体の活動を促進し、社会
教育の振興を図る。
社会教育関係団体等を対象としたリーダー
研修、後援等により支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①社会教育関係団体等リーダー研修会の開催
②団体が行う事業への後援
③後援事業チラシ等の庁内設置
④茨木のこどもを守る運動への支援

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.0
うち市負担分
(百万円) 3.0

H28
年度

継続

事業名 社会教育事業

目的
及び
概要

知識の習得とともに自らの学習と実践を通
じて自主的活動の充実と地域の連帯意識
を高めることを目的に、市民を対象に、民
謡踊り講習会、識字・日本語教室等を開催
する。

【関連取組：2-4-2　学校・家庭・地域の連
携の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①民謡踊り講習会の開催
②識字・日本語教室の開講
③青年による人権啓発事業の開催

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

ソフト

H30
年度

継続

継続

ソフト

H29
年度

継続

H30
年度

継続
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12

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

14

15

12.5

担当課 部名 教育総務部 課名 中央図書館 会計区分

継続
事業費
(百万円)

12.5
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 図書館利用促進事業

目的
及び
概要

より多くの市民に利用してもらい、利用者の
教養、レクリエーション等に資することを目
的に、市民との協働によりさまざまな行事や
取り組みを行うとともに、市民の利便性の向
上のため、サービス拠点の充実など、図書
館サービス網の整備を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ボランティアと協働で、全館で行事・取り組みを
行う（人形劇・おもちゃづくり、ライブラリフェスティバ
ル、移動図書館を活用したイベント参加など）
②ＪＲ茨木駅東口デッキに返却ポストを設置し、利
用者の利便性を図る

H30
年度

継続

方向性
（対前年度比）

170.5

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 中央図書館 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

170.5
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

一般 事業区分 ハード

事業名 資料情報収集提供事業

目的
及び
概要

市民の教養、調査研究、レクリエーション等
に資することを目的に、図書、視聴覚資料、
データベース等記録その他必要な資料を
収集し、整理し、保存して、市民の利用に
提供する。また読書案内やレファレンス・
サービスなどで、利用者と必要な資料を結
びつける。

Ｈ
27
年
度

内
容

①収集方針に基づき、選書を行い、資料・情報を
広く収集し、適正に管理保存し、利用者に提供を
行う
②読書案内やレファレンスサービスを積極的に行
い、利用者と必要な資料・情報を結びつける
③音訳・点訳・対面朗読・郵送サービス等を行い、
様々な形で資料・情報提供を行う
④資料管理・貸出業務の効率化により読書案内・
レファレンスの強化を図る

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

継続

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

94.2
うち市負担分
(百万円) 84.2

H28
年度

継続

ソフト

事業名 公民館エレベーター設置事業

目的
及び
概要

高齢者や身障者等全ての利用者にとって、
より利用しやすい施設とするために、エレ
ベーターを設置し、バリアフリー化を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①中条公民館設置工事

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分 一般 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.2
うち市負担分
(百万円) 9.2

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 公民館区事業補助事業

目的
及び
概要

地域住民の主体的な学習活動や地域活動
を促進し、もって地域住民の生活文化の振
興を図るため、補助金を交付する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ふるさとまつり、文化展（祭）、地域レクリエーショ
ン、館報発行事業に対して補助金を交付
②地域活動にとってより活用しやすいものとするた
め、地域行事開催等事業補助への移行も含め検
討

H31
年度

H31
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

取　組 3-1-5 図書館サービスの充実
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16

17

18

一般 事業区分 ハード担当課 部名 教育総務部 課名 中央図書館 会計区分

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

533.3
うち市負担分
(百万円) 533.3

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 図書館営繕事業

目的
及び
概要

利用者の安全性の確保及び施設の長寿命
化を図る。
老朽化している図書館の改修を行い、利用
者が安心して利用できる施設の維持を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容
中央図書館空調、非構造物の改修及び外部改修
工事

担当課 部名 教育総務部 課名 中央図書館 会計区分

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

113.2
うち市負担分
(百万円) 113.2

H28
年度

継続

事業名 図書館ＩＣＴ事業

目的
及び
概要

ＩＣタグの導入による資料管理の効率化や
ホームページの充実、ＷｉＦｉ環境の整備な
どを行い、市民の利便性の向上を図るとと
もに、情報・資料へのアクセスを容易にする
環境づくりを行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①オンラインシステム更新・ICタグシステムの導入
②Wi-Fi環境の整備
③ホームページの充実
④分館にインターネット端末を設置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 教育総務部 課名 中央図書館 会計区分 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.8
うち市負担分
(百万円) 32.8

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 読書推進事業

目的
及び
概要

市域全体で乳幼児から高齢者まで、物語
や読書を楽しむことができるよう、学校や関
係施設、関係課と連携し、環境を整備・機
会の提供を行い、読書活動を推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①第２次茨木市子ども読書活動推進計画に沿った
事業を実施する。
②高齢者施設や図書館で朗読会を実施
③図書館・学校等でおはなし会を実施
④職場体験・図書館見学を受け入れ学校との連携
を図る

一般

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

方向性
（対前年度比）

新規
完了

4.0
うち市負担分
(百万円) 4.0

スポーツ愛好者のスポーツ活動を継続させ
る。新しいスポーツ人口の拡大とスポーツ活
動の日常化を図る。

一般

継続

継続

H30
年度

継続

Ｈ
27
年
度

①競技大会等イベントの実施
②用具の貸し出し

内
容

13.9

H29
年度

H30
年度

ソフト

部名 市民文化部 課名 スポーツ推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 スポーツ推進課 会計区分

取　組 3-2-1 多様な生涯スポーツ活動の推進

事業名 スポーツ・レクリエーション事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

みんなが楽しめるスポーツ活動を推進する

6

7

2

3

4

5

多様な生涯スポーツ活動の推進

スポーツ関係団体や指導者の育成

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 3 みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち

施　策 3-2

施策の
方向性

スポーツ関係団体等と連携し、健康増進・生きがいづくりのイベント、スポーツ教室等を開催するとともに、各自の興
味や年齢、体力、技能等に応じて、誰もが気軽に生涯スポーツに親しむことができる環境を整えます。また、本市の
スポーツ推進に関する取組の基本となる計画を策定します。
地域スポーツ等の活動・運営を支える人材の育成や互いに協力しあえるネットワークを構築します。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

-

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

-

①市民意識調査
②（仮称）スポーツ推進計画の策定

ソフト担当課

継続 452.7
うち市負担分
(百万円)

-

地方スポーツ推進計画として、本市のス
ポーツ推進に関する計画を策定する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

スポーツ推進課

H28
年度

継続

事業名 （仮称）スポーツ推進計画策定事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分

288.2

事業名 市民体育館・プール・忍頂寺スポーツ公園及び運動広場等管理運営事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

①体育館・プール・忍頂寺スポーツ公園及びグラウ
ンド、テニスコートの利用等の管理

継続

市民が、市民体育館・プール・忍頂寺ス
ポーツ公園及び運動広場等を活用すること
により、スポーツ・レクリエーション活動を通
して、体力の向上と健康の増進を図る。

H29
年度

事業区分

Ｈ
27
年
度

内
容

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 課名 会計区分

13.9
事業費
(百万円)

継続方向性
（対前年度比）
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 スポーツ推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.6
うち市負担分
(百万円) 9.6

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 138.2

H31
年度

-

事業名 スポーツ指導者・推進委員充実事業

目的
及び
概要

スポーツ指導者の育成や推進委員の幅広
い活動の充実を図り生涯スポーツの活性化
に寄与する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①指導者への講習・研修
②推進委員活動の支援

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

五十鈴市民プールを安心して利用できる施
設として維持するため、耐震補強改修工事
及びその他改修工事を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①耐震補強改修工事
②屋内プール改修工事
③外壁改修工事
④屋上防水工事

方向性
（対前年度比）

新規
完了

課名 スポーツ推進課 会計区分 一般

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ハード

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

149.0

H29
年度

-

部名 市民文化部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

H30
年度

-

事業名 五十鈴市民プール耐震補強改修事業

取　組 3-2-2 スポーツ関係団体や指導者の育成
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①ギャラリーの運営及び企画展の開催

方向性
（対前年度比）

継続 (5.5)
うち市負担分
(百万円) (2)

H30
年度

方向性
（対前年度比）

文化関係団体や文化振興財団と連携して
芸術文化に関係する事業を実施することに
より、広く市民文化の向上を図るとともに文
化関係団体の活動を促進させる。

【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①美術展等の各種文化事業の開催
②（仮）文化芸術推進市民会議の設立及び文化振
興施策推進委員会との連携
③市民会館閉館に伴う閉館記念事業の開催及び
記録誌作成

事業区分 ソフト

継続

本市の音楽文化の振興と青少年の健全育
成を図ることを目的に、吹奏楽や合唱にお
いて市民の音楽活動の充実に努めるととも
に音楽文化の向上を図る。

【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】

一般

美術作品を展示することにより市民の美術
に関する創作及び鑑賞活動を促進し、美術
を通じて市民文化の振興を図る。

【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

取　組 3-3-1 市民との協働による文化のまちづくり

事業名 【再掲】吹奏楽団・少年少女合唱団育成活動事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

文化芸術活動を支援し歴史と伝統を継承する

未来へ向けた文化芸術の担い手の育成

6

歴史遺産の保存・継承

郷土への愛着心とブランド形成

7

2

3

4

5

市民との協働による文化のまちづくり

文化芸術とふれる・感じる・つながる「場」づくり

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 3 みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち

施　策 3-3

施策の
方向性

文化振興ビジョンに基づき、市民の主体的な文化活動や交流を支援するとともに、子どもたちへの多様なアプロー
チを進めるなど、新しい担い手の発掘と育成を図ります。また、歴史遺産の保存と活用を推進し、拠点施設の機能充
実を図り、市民の郷土愛を育むことで、歴史文化遺産を発展的に継承します

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 【再掲】市立ギャラリー運営事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 (94.8)

事業名 【再掲】文化振興事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①吹奏楽団・少年少女合唱団の定期演奏会の開
催

内
容

(3)

(94.8)

継続

うち市負担分
(百万円)

(3)
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 文化振興課課名 会計区分
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4

5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

6

7

文化芸術とふれる・感じる・つながる「場」づくり取　組 3-3-2

事業区分 ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(3)
うち市負担分
(百万円) (3)

H28
年度

継続

事業名 【再掲】吹奏楽団・少年少女合唱団育成活動事業

目的
及び
概要

本市の音楽文化の振興と青少年の健全育
成を図ることを目的に、吹奏楽や合唱にお
いて市民の音楽活動の充実に努めるととも
に音楽文化の向上を図る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①吹奏楽団・少年少女合唱団の定期演奏会の開
催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

275.4
うち市負担分
(百万円) 257.2

H28
年度

縮小

ソフト

事業名 市民会館・福祉文化会館・市民総合センター運営事業

目的
及び
概要

市民福祉の増進及び文化教養の向上を図
り、文化団体や文化振興財団が文化芸術に
関する事業を実施する拠点となる施設を運
営する。
市民会館は、平成27年12月末の閉館後、
適切な時期に解体する予定であるが、文化
芸術施設については、引き続き検討する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①３館の維持管理及び指定管理

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(3)
うち市負担分
(百万円) (3)

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.6

H31
年度

継続

事業名 【再掲】若手芸術家育成事業

目的
及び
概要

若手芸術家の発表の場を提供することにより、全
国や世界で活躍する次代の芸術家を輩出し、芸
術文化都市として茨木市のさらなる発展を図る。
また、運営については、市内の若手芸術グルー
プと市の協働による実行委員会形式で実施す
る。

【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じる・つ
ながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術の担
い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブランド形
成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①HUB-IBARAKI ART COMPETITION（公募展）
が広く市内外に定着するよう内容、広報を工夫して
開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

伝統芸能の保護、若手芸術家の育成支援
など、文化芸術の振興につながる取組みを
行う事業に対し、経費の一部を補助する。

【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

方向性
（対前年度比）

拡充

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 文化振興課 会計区分 一般

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.6

H29
年度

継続

部名 市民文化部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 文化芸術振興補助事業
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8

9

10

11

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(3)
うち市負担分
(百万円) (3)

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

事業名 【再掲】若手芸術家育成事業

目的
及び
概要

若手芸術家の発表の場を提供することにより、全
国や世界で活躍する次代の芸術家を輩出し、芸
術文化都市として茨木市のさらなる発展を図る。
また、運営については、市内の若手芸術グルー
プと市の協働による実行委員会形式で実施す
る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文化のま
ちづくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術の担
い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブランド形
成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①HUB-IBARAKI ART COMPETITION（公募展）
が広く市内外に定着するよう内容、広報を工夫して
開催

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

(0.6)
うち市負担分
(百万円) (0.6)

継続

H28
年度

継続

事業名 【再掲】文化芸術振興補助事業

目的
及び
概要

伝統芸能の保護、若手芸術家の育成支援
など、文化芸術の振興につながる取組みを
行う事業に対し、経費の一部を補助する。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

(94.8)
うち市負担分
(百万円) (94.8)

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

H28
年度

継続

事業名 【再掲】文化振興事業

目的
及び
概要

文化関係団体や文化振興財団と連携して
芸術文化に関係する事業を実施することに
より、広く市民文化の向上を図るとともに文
化関係団体の活動を促進させる。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①美術展等の各種文化事業の開催
②（仮）文化芸術推進市民会議の設立及び文化振
興施策推進委員会との連携
③市民会館閉館に伴う閉館記念事業の開催及び
記録誌作成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.5
うち市負担分
(百万円) 2.0

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 市立ギャラリー運営事業

目的
及び
概要

美術作品を展示することにより市民の美術
に関する創作及び鑑賞活動を促進し、美術
を通じて市民文化の振興を図る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】

Ｈ
27
年
度

内
容

①ギャラリーの運営及び企画展の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度
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12 ◎

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

14

15 ◎

取　組

部名 教育総務部 課名

会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業費
(百万円)

94.8
うち市負担分
(百万円) 94.8

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課

方向性
（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

H29
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 文化振興事業

目的
及び
概要

文化関係団体や文化振興財団と連携して
芸術文化に関係する事業を実施することに
より、広く市民文化の向上を図るとともに文
化関係団体の活動を促進させる。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①美術展等の各種文化事業の開催
②（仮）文化芸術推進市民会議の設立及び文化振
興施策推進委員会との連携
③市民会館閉館に伴う閉館記念事業の開催及び
記録誌作成

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.0
うち市負担分
(百万円) 3.0

継続

H28
年度

継続目的
及び
概要

本市の音楽文化の振興と青少年の健全育
成を図ることを目的に、吹奏楽や合唱にお
いて市民の音楽活動の充実に努めるととも
に音楽文化の向上を図る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】

Ｈ
27
年
度

内
容

①吹奏楽団・少年少女合唱団の定期演奏会の開
催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H30
年度

継続

継続

事業名 吹奏楽団・少年少女合唱団育成活動事業

3-3-3 未来へ向けた文化芸術の担い手の育成

担当課 中央図書館 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.7
うち市負担分
(百万円) 1.7

H31
年度

事業名 富士正晴記念館事業

目的
及び
概要

寄託を受けた郷土の作家である富士正晴
氏に関する資料の収集・整理・保存を行い、
資料整理報告書の刊行や、整理資料の公
開、講演会（年１回）を実施し、文化芸術の
向上に貢献する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①富士正晴氏に関する資料の収集・整理・保存・報
告書の作成
②富士正晴の絵はがきを作成、販売
③ミュージアムネットワークに参加し、周知を図る
④講演会の開催
⑤企画展の開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

継続

継続方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 まちなかアートツアー

目的
及び
概要

市内に設置されている彫刻や絵画等の芸
術作品を市民に知ってもらうことにより、文化
芸術を身近に感じてもらう機会とするため、
「まちなかアートツアー」を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内のアートマップを活用し、市内の芸術作品を
巡って鑑賞する「まちなかアートツアー」を実施

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

19

取　組 3-3-4 歴史遺産の保存・継承

一般 事業区分 ハード担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

41.4
うち市負担分
(百万円) 27.7

H28
年度

継続

事業名 千提寺菱ヶ谷遺跡史跡整備事業

目的
及び
概要

千提寺菱ヶ谷遺跡の歴史的資産としての価
値を評価するために調査を行い、北部地域
活性化の一つの拠点としても活用するた
め、史跡指定に向けて取り組む。

【関連取組：5-6-4　市北部地域の魅力向
上】

Ｈ
27
年
度

内
容

①埋蔵文化財確認調査
②土地購入費

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

3.0

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.0
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 若手芸術家育成事業

目的
及び
概要

若手芸術家の発表の場を提供することにより、全
国や世界で活躍する次代の芸術家を輩出し、芸
術文化都市として茨木市のさらなる発展を図る。
また、運営については、市内の若手芸術グルー
プと市の協働による実行委員会形式で実施す
る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文化のま
ちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じる・つ
ながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブランド形
成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①HUB-IBARAKI ART COMPETITION（公募展）
が広く市内外に定着するよう内容、広報を工夫して
開催

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

(0.6)
うち市負担分
(百万円) (0.6)

H28
年度

継続

事業名 【再掲】文化芸術振興補助事業

目的
及び
概要

伝統芸能の保護、若手芸術家の育成支援
など、文化芸術の振興につながる取組みを
行う事業に対し、経費の一部を補助する。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

20.7
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続目的
及び
概要

多くの市民に川端文学に親しんでもらう拠
点として、川端康成ゆかりの資料の展示を
行うことにより、教養を高め、市民文化の向
上に寄与する。

【関連取組：3-3-5　郷土への愛着心とブラ
ンド形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①川端康成文学館の運営及び常設展示、企画展
の開催、併設ギャラリーでの企画展を開催
②川端康成文学館創立30周年記念企画・文化振
興ビジョン完成記念企画展開催

20.0

事業名 川端康成文学館運営事業

H31
年度

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続
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20 ◎

21

22

23

担当課 一般 事業区分 ソフト部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

6.0
うち市負担分
(百万円) 6.0

H28
年度

臨時
拡充

一般 事業区分 ソフト

事業名 史跡郡山宿本陣管理事業

目的
及び
概要

国史跡である郡山宿本陣（椿の本陣）の保
存管理計画策定も視野に入れた適切な維
持管理による保存に努め、公開事業を通じ
て市民が歴史遺産の理解と関心を深めるこ
とを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①郡山宿本陣運営及び施設維持管理
②保存管理計画策定に向けた調査・研究

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

7.2
うち市負担分
(百万円) 7.2

H30
年度

臨時
拡充

臨時
拡充

H29
年度

臨時
拡充

H28
年度

一般 事業区分 ソフト

事業名 文化財保護啓発事業

目的
及び
概要

文化財資料等の調査・保存指導及び歴史・
文化財に関する情報の積極的な発信によ
り、市民の歴史文化意識の高揚及び郷土愛
の醸成を図り、文化財の保護・啓発を推進
する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①展示
②文化財案内説明板設置
③文化財専門研修
④資料収集のガイドライン作成のための調査。研究
⑤行政が持つ文化財情報を民間等（企業・大学）が
活用することに向けた調査・研究

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5

H28
年度

継続

事業名 歴史的建造物等保存活用推進事業（神社・寺院など）

目的
及び
概要

歴史的建造物の代表的なものとして神社
（56社うち式内社11社）や寺院（102寺）が数
多く存在し、本市の風土・文化・景観を形成
していることから、市民が歴史的建造物等に
ついて理解を深め、地域での保存と活用の
取り組みを実行できるよう調査・啓発を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①歴史的建造物予備調査

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

9.1

担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

9.1
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

事業名 キリシタン遺物史料館展示充実事業

目的
及び
概要

貴重なキリシタン遺物の収集保存及び国の
重要文化財の展示公開を図り、遺物の修復
や複製品製作、グローバル化に向けたPR映
像を制作。

Ｈ
27
年
度

内
容

①キリシタン遺物（メダイ）複製品製作
②キリシタンDVD制作（英語吹替え）

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

臨時
拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

臨時
拡充

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

臨時
拡充

H31
年度

-

H30
年度

継続
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24

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

25

26

27

社会教育振興課 会計区分

16.5

担当課 部名 教育総務部 課名

事業名

目的
及び
概要

担当課 部名 市民文化部 課名

うち市負担分
(百万円)

事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続

H29
年度

継続

文化振興課 会計区分 一般

継続
事業費
(百万円)

(3)

一般 事業区分 ソフト

(3)

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 【再掲】若手芸術家育成事業

目的
及び
概要

若手芸術家の発表の場を提供することにより、全
国や世界で活躍する次代の芸術家を輩出し、芸
術文化都市として茨木市のさらなる発展を図る。
また、運営については、市内の若手芸術グルー
プと市の協働による実行委員会形式で実施す
る。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文化のま
ちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じる・つ
ながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術の担
い手の育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①HUB-IBARAKI ART COMPETITION（公募展）
が広く市内外に定着するよう内容、広報を工夫して
開催

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

(0.6)
うち市負担分
(百万円) (0.6)

H29
年度

継続

事業区分 ソフト

事業名 【再掲】文化芸術振興補助事業

目的
及び
概要

伝統芸能の保護、若手芸術家の育成支援
など、文化芸術の振興につながる取組みを
行う事業に対し、経費の一部を補助する。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

継続

(20)

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

(20.7)
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H30
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 【再掲】川端康成文学館運営事業

取　組 3-3-5 郷土への愛着心とブランド形成

目的
及び
概要

多くの市民に川端文学に親しんでもらう拠
点として、川端康成ゆかりの資料の展示を
行うことにより、教養を高め、市民文化の向
上に寄与する。

【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①川端康成文学館の運営及び常設展示、企画展
の開催、併設ギャラリーでの企画展を開催
②川端康成文学館創立30周年記念企画・文化振
興ビジョン完成記念企画展開催

一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

H28
年度

継続

市内遺跡調査内業整理事業

発掘調査成果の公開活用を推進するため、
年次計画をもとに未整理の調査記録等を整
理し埋蔵文化財の啓発等を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内遺跡調査・内業整理業務委託

継続

方向性
（対前年度比）

縮小
事業費
(百万円)

16.5
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度
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28

事業区分 ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(94.8)
うち市負担分
(百万円) (94.8)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H31
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 【再掲】文化振興事業

目的
及び
概要

文化関係団体や文化振興財団と連携して
芸術文化に関係する事業を実施することに
より、広く市民文化の向上を図るとともに文
化関係団体の活動を促進させる。

【関連取組：3-3-1　市民との協働による文
化のまちづくり】
【関連取組：3-3-2　文化芸術とふれる・感じ
る・つながる「場」づくり】
【関連取組：3-3-3　未来へ向けた文化芸術
の担い手の育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①美術展等の各種文化事業の開催
②（仮）文化芸術推進市民会議の設立及び文化振
興施策推進委員会との連携
③市民会館閉館に伴う閉館記念事業の開催及び
記録誌作成

H30
年度

継続
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

取　組 3-4-2 観光情報の発信を強化

H30
年度

阪急京都線沿線において、沿線自治体と鉄
道事業者が実行委員会を作り、地域の魅力
を発信していくことを目的とし、「阪急京都線
沿線観光あるき」のPR事業やイベント等を行
う。

【関連取組：3-4-2　観光情報の発信を強
化】

一般

①ホームページ等で観光情報の発信
②観光協会に補助金を交付

方向性
（対前年度比）

継続 (9.4)
うち市負担分
(百万円) (9.4)

Ｈ
27
年
度

内
容

①登録物を活用したイベント等の案内を受け、登録
物の所管課に照会
②各課から事業提案を募集

事業区分 ソフト

継続

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

H31
年度

継続

部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般

観光振興を図り地域を活性化するため、市
内の観光情報の発信を行うほか、各種観光
事業を実施している観光協会に補助金を交
付し自主的な運営を支援するとともに、連携
を図りながら事業を推進する。

【関連取組：3-4-3　官民協働で観光事業を
推進】

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

取　組 3-4-1 観光資源の発掘とネットワーク化の推進

事業名 観光あるき事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

観光資源の活用と創出で魅力あるまちづくりをすすめる

官民協働で観光事業を推進

6

7

2

3

4

5

観光資源の発掘とネットワーク化の推進

観光情報の発信を強化

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 3 みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち

施　策 3-4

施策の
方向性

茨木市の自然、歴史、文化、地域で生み出される特産品など豊富で魅力的な観光資源を最大限に活用し、市内外
の人が訪れて「楽しい」と思ってもらえるよう、観光資源をつなぐ取組を推進します。さらに、観光協会と連携し、幅広
い年代に応じた効果的な情報発信を行い、わがまちに誇りを持てる、観光をいかしたまちづくりを進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

事業区分 ソフト

継続

継続

事業名 【再掲】観光推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.0

大阪のまち全体をミュージアムに見立て、魅
力的な地域資源を発掘・再発見すること等
によりまちの魅力を内外に発信することを目
的とし、本市にある魅力的な地域資源を大
阪ミュージアム登録物として登録し、登録物
を活用した観光推進を行う。

【関連取組：3-4-2　観光情報の発信を強
化】

事業名 大阪ミュージアム関係事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①パンフレット作成等によるPR事業、ウォーキングイ
ベント事業、沿線でのイベント等を行う。

内
容

0.2

0.0

継続

うち市負担分
(百万円)

0.2
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 商工労政課課名 会計区分
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6

7

取　組 3-4-3 官民協働で観光事業を推進

観光の振興及びブランド化を促進するた
め、観光客の誘致及び市の知名度向上に
資するイベントを実施する事業に対し、経費
の一部を補助する。

【関連取組：3-4-3　官民協働で観光事業を
推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

ソフト担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

26.1
うち市負担分
(百万円) 26.1

H28
年度

継続

事業名 イルミネーション設置事業（ソフト）

目的
及び
概要

明るくにぎわいのあるまちづくりによる観光
振興のため、イルミネーションによる装飾を
行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市・観光協会・商工会議所・青年会議所・商業団
体連合会による実行委員会を組織し、冬季に元茨
木川緑地等でイルミネーションや関連イベントを実
施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 事業区分 ソフト

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

11.0
うち市負担分
(百万円)

事業名 茨木フェスティバル事業

目的
及び
概要

市民意識の高揚とみんなの郷土づくりを推
進し、市民の連帯感を高めるため、市・商工
会議所・観光協会・青年会議所の４者協働
で構成する茨木フェスティバル協会によりイ
ベントを開催する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①南北グラウンド等でのイベントなどを、７月下旬の
土・日曜日に開催する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.4
うち市負担分
(百万円) 9.4

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) (6)

H31
年度

継続

事業名 観光推進事業

目的
及び
概要

観光振興を図り地域を活性化するため、市
内の観光情報の発信を行うほか、各種観光
事業を実施している観光協会に補助金を交
付し自主的な運営を支援するとともに、連携
を図りながら事業を推進する。

【関連取組：3-4-2　観光情報の発信を強
化】

Ｈ
27
年
度

内
容
①ホームページ等で観光情報の発信
②観光協会に補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

方向性
（対前年度比）

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

一般

11.0

一般 事業区分

会計区分 一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

部名 産業環境部

H31
年度

継続

H30
年度

課名 商工労政課担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

(6)

H29
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 【再掲】地域魅力アップイベント創出育成事業

一般

継続
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8

H31
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

継続

H28
年度

継続

事業名 地域魅力アップイベント創出育成事業

目的
及び
概要

観光の振興及びブランド化を促進するた
め、観光客の誘致及び市の知名度向上に
資するイベントを実施する事業に対し、経費
の一部を補助する。

【関連取組：3-4-2　観光情報の発信を強
化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市提案公募型公益活動支援事業評価委員
会の意見をもとに対象事業の審査を行い、選考事
業に対し補助金を交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

6.0
うち市負担分
(百万円) 継続

H30
年度

継続

ソフト

6.0

事業区分
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

取　組 3-5-2 地域国際化を推進するための環境整備

①姉妹都市等への市民訪問団の派遣や、英語ス
ピーチ大会、在日外国人と市民との交流イベント等
を実施する茨木市国際親善都市協会への補助

方向性
（対前年度比）

継続 (2.4)
うち市負担分
(百万円) (2.4)

H30
年度

方向性
（対前年度比）

姉妹都市等との交流や、在日外国人・留学
生との交流事業を実施する茨木市国際親
善都市協会の活動を支援する。

【関連取組：3-5-2　地域国際化を推進する
ための環境整備】

Ｈ
27
年
度

内
容

①姉妹都市等への市民訪問団の派遣や、英語ス
ピーチ大会、在日外国人と市民との交流イベント等
を実施する茨木市国際親善都市協会への補助

事業区分 ソフト

継続

海外や国内の姉妹都市等との市民レベル
かつ、さまざまな分野での交流を促し、他地
域の文化の理解を深める。

一般

姉妹都市等との交流や、在日外国人・留学
生との交流事業を実施する茨木市国際親
善都市協会の活動を支援する。

【関連取組：3-5-1　都市間交流の促進】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 文化振興課 会計区分

取　組 3-5-1 都市間交流の促進

事業名 姉妹都市等との交流事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

都市間の交流と国際化をすすめる

6

7

2

3

4

5

都市間交流の促進

地域国際化を推進するための環境整備

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 3 みんなの”楽しい”が見つかる文化のまち

施　策 3-5

施策の
方向性

国内外の姉妹都市を中心とした市民レベルの交流を促し、他地域の文化の理解を深めるとともに、さまざまな分野
での文化活動の交流を図ります。さらに、市民の異文化理解活動を支援し、国籍を超えた多彩な交流を進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 【再掲】茨木市国際親善都市協会補助事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 2.4

事業名 茨木市国際親善都市協会補助事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①海外や国内の各姉妹都市等との人的交流（キャ
ンプ交流等）やその他の交流（絵画・書の交換等）
の実施

内
容

9.3

2.4

継続

うち市負担分
(百万円)

9.9
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 文化振興課課名 会計区分
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【 まちの将来像４ 】

市民・地域とともに備え、
命と暮らしを守る安全安心のまち



１　施策の概要

★

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1

2 ◎

3

①一時避難地の都市公園にかまどベンチ、マン
ホールトイレ、ソーラー照明、応急救護用東屋を年
次的に3か所ずつ整備する。（事業実施：公園緑地
課）
※平成27年度は設計のみ

方向性
（対前年度比）

新規 6.0
うち市負担分
(百万円) 3.0

H30
年度

方向性
（対前年度比）

災害時に迅速かつ確実に情報伝達するた
め防災行政無線の再構築を平成24年度か
ら行っている。また、避難勧告等の情報伝
達手段として屋外拡声器付き子局を整備し
ている。

Ｈ
27
年
度

内
容
①中継局整備（同報系）、屋外拡声器付き子局（２
か所）整備

事業区分 ソフト

-

大規模災害時、庁舎が使用不能となり屋外
に災害対策本部を設置した場合等災害対
策活動に必要となる電源設備等を整備す
る。
（茨木市業務継続計画【地震災害編】）
[第６章業務継続における現状の課題と対
策]

一般

茨木市地域防災計画において一時避難地
として選定している都市公園の防災機能を
高めるため、市内13か所の都市公園に、か
まどベンチ、マンホールトイレ等の防災施設
を整備する。（水尾、沢良宜、島ふれあい、
若園、中央（南）、桑田、上穂積、三島、耳
原、郡山、松沢池、あさぎ里山の各公園※
彩都西公園は整備済み）

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分 一般 事業区分 ハード

H31
年度

-

担当課 部名 総務部 課名 総務課 会計区分

取　組 4-1-1 防災体制の強化

事業名 災害時庁舎機能維持事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

H29
年度

災害への備えを充実させる

建築物の耐震化の促進

6

上下水道施設の耐震化

総合的な雨水対策の推進

安威川ダムによる治水対策

7

2

3

4

5

防災体制の強化

防災意識の高揚

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 4 市民・地域とともに備え、命と暮らしを守る安全安心のまち

施　策 4-1

施策の
方向性

防災体制の確立と防災意識の高揚を図り、行政や市民等が災害や有事に際しての役割を認識し備えるとともに、耐
震化の促進や雨水対策など災害に強い安全で安心して暮らせるまちづくりを進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

完了

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 一時避難地防災機能強化事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ハード担当課

継続 49.9

事業名 防災行政無線等整備事業

目的
及び
概要

H31
年度

-

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

-

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①寝袋　997枚
②簡易トイレ　60箱

内
容

4.7

49.9

完了

うち市負担分
(百万円)

4.7
事業費
(百万円)

完了

-

H30
年度

-

うち市負担分
(百万円)

部名 総務部 危機管理課課名 会計区分
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4 ◎

5

6

7

事業区分 ソフト担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

9.7
うち市負担分
(百万円) 9.7

H28
年度

継続

事業名 災害用備蓄品増強更新業務

目的
及び
概要

備蓄体制を拡充するため、彩都西公園及び
岩倉公園を新たな拠点にするとともに、既設
の各備蓄拠点の非常食、医薬資機材等の
更新を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①(臨）岩倉公園等に非常食等を備える
（374万円）
②既存拠点の非常食等更新（583万円）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

2.3
うち市負担分
(百万円) 2.3

H28
年度

継続

ハード

事業名 受援計画策定及び業務継続計画修正事業

目的
及び
概要

大災害時に他の自治体や関係機関など多
方面からの支援を最大限活かすことを目的
として、支援を要する業務や受け入れ体制
を事前に定めた受援計画を策定するととも
に、地域防災計画、業務継続計画を継続し
て見直す。

Ｈ
27
年
度

内
容
①（臨）受援計画策定の前段として業務継続計画を
修正する。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

完了
事業費
(百万円)

95.9
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

H28
年度

-

うち市負担分
(百万円) 8.6

H31
年度

継続

事業名 指定避難所再生可能エネルギー設備設置事業

目的
及び
概要

停電時にも応急救護活動が支障なく行われ
るよう、応急救護所を開設する指定避難所
に太陽光発電及び蓄電池設備を設置す
る。

【関連取組：6-3-2　再生可能エネルギー・
省エネルギー設備の導入促進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①養精中、豊川中、三島小、大池小に設置（大阪
府再生可能エネルギー等導入推進基金補助（補助
率10／10）を活用、事業実施：施設課）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

-

地域防災力の強化を図るため自主防災組
織の活動を支援し育成を図る。

【関連取組：4-1-2　防災意識の高揚】

Ｈ
27
年
度

内
容

①自主防災組織連絡会の開催
②地域訓練・研修会等の支援
③結成促進のための防災資機材貸与（１か所230
万円相当：２か所結成見込　460万円）
④活動補助（上限10万円：31団体）
⑤（新）防災士資格取得費補助（対象経費の10/10
補助）91.4万円

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 危機管理課 会計区分 一般

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

-

H31
年度

-

H30
年度

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

8.6

H29
年度

継続

部名 総務部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 自主防災組織運営育成事業
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8

9

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

10 ◎

11 ◎

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.1
うち市負担分
(百万円) 1.1

H28
年度

臨時
拡充

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

事業名 防災啓発実施事業

目的
及び
概要

家庭・地域での減災対策を促進するため、
出前講座などあらゆる機会を活用し、住民
の防災意識の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①出前講座の実施
②啓発用DVD購入（32万円）
③大学、気象台、土木事務所、NPO等との連携
④（臨）啓発用防災グッズの購入（78万円）

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

2.7
うち市負担分
(百万円) 2.7

継続

H28
年度

継続住民及び職員の防災意識の向上と災害対
応能力を高めるため、地域での防災訓練及
び職員を対象にした訓練を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地域訓練に避難所運営を取り入れる
②総合防災訓練、図上訓練に代え、市内全域総合
防災訓練（シェイクアウト訓練含む）を実施する（247
万円）
③集中豪雨対策訓練に代え、河川流域と山地部に
おいて適切な避難行動を周知するため、専門家に
よる防災講演会を実施する（22万円）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

5.6
うち市負担分
(百万円) 3.1

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分

H28
年度

完了

事業名 擁壁・法面等点検事業

目的
及び
概要

第三者被害を防止する観点から市内の主
要認定道路の道路構造物（擁壁・法面）に
ついて一斉点検を実施し台帳を整備すると
ともに、二次点検を行い、今後の維持管理
のための基本計画を策定する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①擁壁・法面等について二次点検を実施する。
②今後の維持管理のための基本計画を策定

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

16.9
うち市負担分
(百万円) 11.1

H29
年度

継続

H28
年度

拡充

事業名 地籍調査事業

目的
及び
概要

災害発生時における迅速な復旧のために
は土地の境界が明確にされた地図を整備し
ておくことが重要となることから、地籍調査事
業（官民境界等先行調査）により市域の認
定道路部の未確定部及び法定外公共物
（里道・水路）の官民境界を確定し、台帳を
作成する。今後、地籍調査事業（一筆地調
査）に移行し、エリアを中心市街地に移し、
実施していく。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地権者の協力を得ながら市域の認定道路部の未
確定部及び法定外公共物（里道・水路）の官民境
界を確定し台帳を作成
②地籍調査事業（一筆地調査）に着手する準備とし
て事務支援システムのハード及びソフトの一部を導
入する。
③耕地整理事業地区の耕地整理道水路に関わる
土地について調査を行う。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

-

-

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

取　組 4-1-2 防災意識の高揚

事業名 防災訓練実施事業

目的
及び
概要
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一般 事業区分 ソフト担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

事業名 既存民間建築物耐震化啓発事業

目的
及び
概要

地震災害から市民の生命及び財産を守るた
め、民間の住宅・特定建築物の耐震化に対
する市民意識の向上を図るとともに、耐震補
助制度について広く周知を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①木造住宅を対象に大阪府と共に「まちまるごと耐
震化支援事業」を推進する。
②特定建築物等については、習会等により耐震化
に対する周知を行う。

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

(8.6)
うち市負担分
(百万円) (8.6)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 【再掲】自主防災組織運営育成事業

目的
及び
概要

地域防災力の強化を図るため自主防災組
織の活動を支援し育成を図る。

【関連取組：4-1-1　防災体制の強化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①自主防災組織連絡会の開催
②地域訓練・研修会等の支援
③結成促進のための防災資機材貸与（１か所230
万円相当：２か所結成見込　460万円）
④活動補助（上限10万円：31団体）
⑤（新）防災士資格取得費補助（対象経費の10/10
補助）91.4万円

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H28
年度

継続

事業名 防災啓発冊子作成事業

目的
及び
概要

災害教訓を活かすため、一般的な防災知識
だけでなく、避難時や避難所での対応など
災害時の要配慮者への対応なども掲載し、
多様な視点に立った防災啓発冊子を作成
配布するとともに、洪水・内水ハザードマッ
プ及び地震防災マップを増刷し転入時又出
前講座、防災訓練等で配布する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①防災ハンドブックの配布
②既存のマップ類の配布

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.2
うち市負担分
(百万円) 0.2

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 女性防災リーダー育成事業

目的
及び
概要

防災対策や避難所運営には女性の視点が
重要であるため、自主防災組織等において
方針決定過程に参画する女性リーダーを育
成する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①女性リーダーが果たす役割と実践についてシ
リーズで研修（20万円）

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

取　組 4-1-3 建築物の耐震化の促進

継続
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18

19

上下水道施設の耐震化

企業 事業区分 ハード担当課 部名 水道部 課名 総務課・工務課・浄水課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

780.4
うち市負担分
(百万円) 772.5

継続

H28
年度

継続

ハード

事業名 水道施設等耐震化事業

目的
及び
概要

市民に安全・安心な水道水を安定供給する
ため、水道施設等及び管路の耐震化を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①水道施設の耐震化
②管路の耐震化

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分 下水道 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

18.6
うち市負担分
(百万円) 0.0

目的
及び
概要

既設下水道管路施設を耐震補強するため、
対策内容や実施時期を定めた「下水道総合
地震対策計画」に基づき、耐震化を進めると
共に、下水道ＢＣＰについても併せて策定
する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①総合地震対策計画に基づく管路施設の耐震補
強設計及び工事

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H31
年度

継続

H29
年度

一般 事業区分 ハード

継続

事業名 下水道総合地震対策事業

担当課

取　組 4-1-4

部名 建設部 課名 建築課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

-

継続

①五十鈴市民プール耐震改修工事
②中条公民館（耐震改修工事及び外壁・防水工事
等ほかＥＶ設置工事を含む。）
③福祉文化会館耐震補強計画及び耐震改修設計
④大池ポンプ場耐震改修工事
⑤総持寺いのち・愛センター別館耐震補強工事
いずれも各所管課事業で事業費を計上

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

継続

事業名 市有建築物の耐震化促進事業

目的
及び
概要

市有建築物の耐震補強を行うことにより、安
全で安心して利用できる施設を確保するた
め、国等の補助を活用し、予算を平準化し
ながら、計画的に耐震診断、耐震改修工事
を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

-
うち市負担分
(百万円)

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 事業区分 ソフト

H30
年度

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

48.7
うち市負担分
(百万円) 14.7

継続

H28
年度

拡充

事業名 既存民間建築物耐震化補助事業

目的
及び
概要

地震災害から市民の生命及び財産を守るた
め、民間の住宅・特定建築物の耐震診断費
用及び住宅の耐震改修費用の一部を補助
する。
耐震診断と診断結果の報告が義務化とな
る、市が指定する緊急交通路沿道建築物と
一定規模以上の大規模建築物に対し耐震
診断の補助を行う。

【5-5-4：良好な住宅ストックの形成】

Ｈ
27
年
度

内
容
①木造住宅の耐震診断・改修補助を行う。
②非木造住宅・特定建築物耐震診断補助を行う。

H31
年度

一般

継続

H30
年度

継続

H31
年度

H30
年度

継続

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度
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21 ◎

22 ◎
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ソフト

方向性
（対前年度比）

完了
事業費
(百万円)

2.8
うち市負担分
(百万円)

課名担当課 部名 総務部

一般 事業区分 ハード担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

74.2
うち市負担分
(百万円) 74.2

H28
年度

継続

事業名 水路改修事業

目的
及び
概要

近年の局所的なゲリラ豪雨などに対し、治
水効果や機能の向上を図るため、下水道事
業との連携や長寿命化計画に基づき水路
改修を計画的に実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①水路改修工事
②設計委託

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

危機管理課 会計区分 一般 事業区分

-

2.8

H29
年度

-

一般 事業区分 ソフト

事業名 地域版ハザードマップ（土砂災害）作成事業

目的
及び
概要

迅速な避難行動につながるよう、平成26年3
月に配布した洪水・内水ハザードマップを
参考に、地域でより具体的は避難経路等を
示したハザードマップを作成促進するととも
に、土砂災害警戒区域での警戒避難に係
る事項を、印刷物の配布等で周知すること
が市町村の役割とされているため（土砂
法）、地域ごとのハザードマップを作成配布
する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①土砂災害危険区域におけるハザードマップを作
成配布（12か所で実施）

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

4.3
うち市負担分
(百万円) 4.3

H28
年度

継続

事業名 土のうステーション整備事業

目的
及び
概要

短時間局地的豪雨や台風等の水害に備え
るため、浸水既往か所等に事前に土のうス
テーションを設置しておき迅速に対応する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①毎年豪雨時に市民から土のう設置の要請がある
ため（平成25年度16か所500袋搬送）、約100袋を１
ステーションとして、合計16ステーションを整備。破
損・汚損したものは更新し次の豪雨に備える。（事
業実施：下水道施設課）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

0.0

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分 下水道 事業区分 ハード

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1154.6
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

事業名 公共下水道整備事業（雨水）

目的
及び
概要

下水道施設及び雨水貯留施設等の整備に
よる効率的な雨水排除とソフト対策、自助を
組み合わせて、雨水に関する総合的な対策
を効率的に行い浸水被害の最小化を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①整備工事費
②測量設計費
③工事関係負担金

H30
年度

-

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

取　組 4-1-5 総合的な雨水対策の推進

H31
年度

継続

H31
年度

-
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一般 事業区分 ハード担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

40.0
うち市負担分
(百万円) 26.7

H28
年度

継続

事業名 ダム周辺土地改良事業

目的
及び
概要

水源地域整備計画に基づき、安威川ダム周
辺の土地改良事業を推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①車作地区土地改良事業（一越キ）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

完了

0.0

担当課 部名 都市整備部 課名 北部整備推進課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 ダム推進事業

目的
及び
概要

安威川流域住民の生命と財産を守り、安全
なまちづくりの推進に必要不可欠な安威川
ダムについて、大阪府や国に対し建設事業
の促進要望を行う。

【関連取組：5-6-4　市北部地域の魅力向
上】

Ｈ
27
年
度

内
容
①建設促進

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

32.9
うち市負担分
(百万円) 32.9

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

一般 事業区分 ハード

事業名 テレメーター運営事業

目的
及び
概要

近年の局所的・ゲリラ豪雨などに対し、浸水
被害を未然に防止するため、市全域の雨量
観測局からの降雨データと主要水路等の水
位情報をリアルタイムで把握することにより、
水防活動の準備等に活用する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①施設の保守点検
②子局装置の更新

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

15.0
うち市負担分
(百万円) 15.0

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 水路施設の長寿命化事業

目的
及び
概要

市が管理する水路施設は約360kmであり、
これらの施設は日々劣化することにより、今
後、維持修繕や改築のコスト増大を招くこと
から、施設のストックマネジメントを実施する
ことで、維持管理・改築修繕の一体的な最
適化を図り、持続的に水路施設の機能を確
保する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①１次調査（松沢、穂積、中央、柳川排水区）

H31
年度

-

H30
年度

-

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

縮小

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

取　組 4-1-6 安威川ダムによる治水対策
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事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



28

(3.3)

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分 一般 事業区分 ハード

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(5)
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

事業名 【再掲】ダム周辺広場・公園等事業

目的
及び
概要

水源地域整備計画に基づく地域整備事業
の推進として、ダム湖を中心にした魅力ある
景観の形成と、レクリエーション拠点としての
質の高い空間の創造に努める。

【関連取組：5-6-4　市北部地域の魅力向
上】

Ｈ
27
年
度

内
容
①ダムサイト周辺遊歩道整備事業

H31
年度

継続

H30
年度

継続
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3 ◎

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 消防本部・消防署 消防総務課課名 会計区分

1.2
事業費
(百万円)

新規

Ｈ
27
年
度

①市内の各地域や事業所等で様々な災害を想定
した訓練の実施
②消防学校等の施設を活用した実戦的な訓練の
実施

内
容

1.2

5.6

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 消防団充実強化事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 消防車両・機器整備事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 5.6

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 4 市民・地域とともに備え、命と暮らしを守る安全安心のまち

施　策 4-2

施策の
方向性

多様な災害に即応する消防体制と高齢化社会に対応した救急体制の充実強化を図るとともに、防火意識の向上に
努め火災予防を推進します。

2

3

4

5

消防体制の充実強化

救急業務の充実強化

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

消防・救急体制の充実強化を図る

火災予防の推進

取　組 4-2-1 消防体制の充実強化

事業名 職員災害対応力充実強化事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 消防本部・消防署 課名 消防総務課 会計区分

事業区分 ハード

H31
年度

継続

部名 消防本部・消防署 課名 警備課 会計区分 一般

消防車両・資機材を計画的に更新整備し、
消防体制の充実強化を図る。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

南海トラフ地震、豪雨災害などの大規模災
害に対応するため、消防団を充実強化し地
域防災力の向上を図る。
常備消防隊との連携強化を図るとともに、消
防団が活動しやすい環境づくりを推進す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①団員の確保及び装備品等の整備
②各種災害に対応するため消防団の訓練内容の
充実（署団合同訓練等）

事業区分 ソフト

継続

消防職員の災害対応力向上のため、現地
訓練や消防学校等訓練施設への派遣訓練
を実施する。

一般

①性能の向上を図った消防車両・資機材の導入

方向性
（対前年度比）

継続 172.4
うち市負担分
(百万円) 172.4

H30
年度
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4 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6 ◎

7

事業名 高機能消防総合情報システム整備事業（ハード）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

H30
年度

新規

事業区分

担当課 ハード

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

-

H29
年度

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

H31
年度

継続

H28
年度

継続

H31
年度

継続

継続

部名 消防本部・消防署 課名 警備課 会計区分 一般

H29
年度

一般

火災・救急等をはじめとする各種消防業務
における通信連絡体制を迅速かつ的確に
処理して消防活動の効果的運用を図るた
め、現在運用中の高機能消防総合情報シ
ステムを計画的に更新整備する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①更新する新システム構築に向け、改善事項等の
諸課題を研究し、システムのライフサイクルコストに
ついても精査していく。

方向性
（対前年度比）

-

-

事業名 救急業務の高度化推進事業

目的
及び
概要

傷病者に高度な救命処置が出来るように救
急隊員の資質の向上に努める。

Ｈ
27
年
度

内
容

①救急救命士に対する再教育及び処置拡大に対
応する講習並びに実習、研修等の充実強化に努め
る

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) -

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

2.9
うち市負担分
(百万円) 2.9

H29
年度

担当課 部名 消防本部・消防署 課名 救急救助課 会計区分 ソフト

事業名 応急手当・普及啓発活動事業

目的
及び
概要

応急手当・普及により救命率の向上を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①効果的な救命講習等を実施するため、必要な教
材の充実を図る

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5

担当課 部名 消防本部・消防署 課名 救急救助課 会計区分 事業区分 ソフト

事業名 救急安心センターおおさか運営事業

目的
及び
概要

病気、けが等の応急手当や緊急性などの助
言や医療機関の案内などを行い、安全安心
の市民サービスを24時間体制で提供する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市民の救急相談窓口を大阪市消防局内に設置・
運営する事業
②医師、看護師、相談員が救急医療相談に対応

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.7
うち市負担分
(百万円) 5.7

部名 消防本部・消防署 課名 警備課 会計区分

H29
年度

H30
年度

ソフト担当課

取　組 4-2-2 救急業務の充実強化

一般 事業区分
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

8

H30
年度

継続

ソフト一般 事業区分

事業名 火災予防推進事業

目的
及び
概要

火災を未然に防止し、火災のないまちづくり
の推進を図るため、火災予防広報の強化を
図るとともに、火災による逃げ遅れを防止す
るため、住宅用火災警報器の設置率向上を
目指す。

Ｈ
27
年
度

内
容

①消防車両、イベントや広報誌、市のホームページ
等を活用して啓発を実施
②住宅用火災警報器の設置率を向上させるため、
市内住戸を戸別訪問し、設置状況調査及び設置促
進を図る

H31
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5 継続

担当課 部名 消防本部・消防署 課名 予防課 会計区分

取　組 4-2-3 火災予防の推進
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

H30
年度

防犯カメラ設置事業補助要綱に基づき、街
頭犯罪を抑止するため、地域の危険か所に
防犯カメラを設置する自治会に対し補助を
行う。

一般

①茨木市の事務及び事業から暴力団を排除するた
めの指針について、全所属に啓発
②行政対象暴力対策連絡協議会を開催
③さすまた実技講習会の開催

方向性
（対前年度比）

継続 0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

地域での防犯活動を支援するため、自治会
が管理する防犯灯1,400灯を対象に、ＬＥＤ
防犯灯に転換しようとする自治会に対し補
助する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①補助金の交付
蛍光灯20w 　　680灯
蛍光灯20w以外  20灯

事業区分 ソフト

-

暴力団等による不当な行為その他暴力団
等を利する行為を防止し、社会全体で暴力
団等の排除を推進し、もって市民生活の安
全と平穏を確保するとともに、社会経済活動
の健全な発展に寄与することを目的とする。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 総務部 課名 総務課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

-

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

取　組 4-3-1 防犯環境の整備

事業名 防犯カメラ設置補助事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

防犯や多様な危機への対策強化を図る

多様な危機への体制整備

6

7

2

3

4

5

防犯環境の整備

防犯活動への支援及び市民の防犯意識の向上

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 4 市民・地域とともに備え、命と暮らしを守る安全安心のまち

施　策 4-3

施策の
方向性

市民の安全安心を脅かすものとして、犯罪や迷惑行為等、モラル低下によるさまざまな問題があり、これまでから対
策を講じていますが、今後も効果を検証し、内容の見直しを図りながら、取組を発展させなければなりません。また、
新感染症やテロ行為等の市民生活を脅かす多様な危機についても想定し、その対策を進める必要があります。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 暴力団排除条例関係事務事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

新規 5.1

建設管理課

事業名 防犯灯ＬＥＤ化補助事業

目的
及び
概要

H31
年度

-

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

-

H28
年度

完了

うち市負担分
(百万円)

①自治会を対象に補助
・補助対象：1団体2台
・補助率：1／2（1台につき上限10万円）
・基本的にはH26年度から3年間を目途に実施

廃止

H30
年度

-

課名 会計区分

5.1

うち市負担分
(百万円)

部名 建設部

内
容

4.4方向性
（対前年度比）

4.4
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度
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4

5

6

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

7 ◎

事業区分 ソフト担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.6
うち市負担分
(百万円) 0.6

H28
年度

継続

事業名 防犯パトロール強化支援事業

目的
及び
概要

地域での安全パトロールを実施している地
域団体を支援するため、青色回転灯、ス
テッカー、広報装置を貸与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①青色回転灯、ステッカー、広報装置の貸与
　20台分を４か年で実施する

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

3.7
うち市負担分
(百万円) 3.7

H28
年度

継続

ソフト

事業名 防犯灯維持管理補助事業

目的
及び
概要

自治会管理の防犯灯について、自治会から
の補助金申請により、毎年、電気代の８０％
を補助し、自治会の負担軽減を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①補助金の交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

10.0
うち市負担分
(百万円) 10.0

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 1.8

H31
年度

継続

事業名 街路灯設置事業

目的
及び
概要

夜間の安全通行と犯罪防止対策として、街
路灯を設置する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①新設要望による街路灯の設置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

防犯カメラは、不特定多数が利用する庁舎
において、犯罪等を未然に防ぐ抑止効果が
期待できる。また、万が一犯罪が発生した場
合の証拠資料として活用可能となることか
ら、玄関口やスロープ９箇所に設置する。

Ｈ
27
年
度

内
容

庁舎に12台設置を継続（６年リース契約）
・本館　６台
・南館　２台
・合同庁舎４台

方向性
（対前年度比）

新規

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 総務課 会計区分 一般

一般

H31
年度

-

H30
年度

完了

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

1.8

H29
年度

継続

部名 総務部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 庁舎防犯カメラ設置事業

取　組 4-3-2 防犯活動への支援及び市民の防犯意識の向上
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

8

取　組 4-3-3 多様な危機への体制整備

会計区分 ソフト

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 健康福祉部 課名 保健医療課

H29
年度

-

H28
年度

-

事業名 新型インフルエンザ等対策マニュアル策定事業

目的
及び
概要

新型インフルエンザ等対策行動計画（平成
26年3月策定）の実効性を確保するため、各
対策部の具体的な動きを示すマニュアルの
策定を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①平成26年度に大阪府が作成する市町村マニュア
ルのガイドラインに基づき、本市のマニュアルを作
成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分一般

方向性
（対前年度比）

新規
完了

事業費
(百万円)

H31
年度

-

H30
年度

-
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①啓発パネル及びＤＶＤの貸出し
②教育委員会との消費者教育連携準備会議
③市内公立高校、大学への消費者教育現況調査

方向性
（対前年度比）

継続 0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H30
年度

方向性
（対前年度比）

消費生活に関して自らが危険回避等をでき
るだけでなく、社会的弱者などへも配慮し行
動できる消費者を育成するため、消費生活
コンサルタントによる市民に対する出前講座
及び学校や企業、見守り関係団体への講
師派遣並びに市民講座を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地域への出前講座の実施
②学校への出前授業の実施
③くらしのセミナーの実施

事業区分 ソフト

継続

消費者の自立支援や消費者団体の育成を
図るとともに、広く地域における消費者トラブ
ルの未然防止及び拡大防止を図るため、市
ホームページや情報紙、イベントなどを通
じ、消費者トラブルに関する情報、製品事故
などの危害・リコール情報の発信及び製品
安全に関する啓発並びに消費者団体と連
携した消費生活問題に係る調査・研究、街
頭啓発などを通じ地域における消費者啓発
を行う。

一般

「消費者教育の推進に関する法律」では、
学校、地域等様々な場において多様な主
体による消費者教育を実施するよう定めら
れています。
これらの様々な多様な消費者教育推進主
体者とともに、消費者教育を促進するため、
特に学校教育関係者や社会教育推進関係
者と協働して、学習指導要領などをもとに消
費者教育推進のための教材提供、カリキュ
ラム作成などの支援を行う。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

拡充

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

取　組 4-4-1 消費者教育・啓発の推進

事業名 様々な主体と連携した消費者啓発推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

消費者教育を推進し、自立した消費者の育成に努める

6

7

2

3

4

5

消費者教育・啓発の推進

消費者相談の充実

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 4 市民・地域とともに備え、命と暮らしを守る安全安心のまち

施　策 4-4

施策の
方向性

消費生活相談、消費者教育・啓発事業の充実を図りながら消費者意識を高め、自立した消費者を育成するととも
に、相談業務の充実や適切な情報提供などにより消費者の安全・安心の確保（消費者保護）に取り組みます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

臨時
拡充

事業名 学校教育等における消費者教育促進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.4

事業名 出前講座・講師派遣等事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①広報誌等による情報提供
②啓発パネル展示の団体との共同実施
③街頭啓発の団体との共同実施
④消費者講演会の実施
⑤消費生活展の団体との共同実施
⑥子ども生活展の実施
⑦啓発パネル及びＤＶＤの貸出し
⑧消費生活に関する教育啓発協力支援事業（高齢
者見守り）

内
容

3.4

0.4

継続

うち市負担分
(百万円)

3.4
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 市民生活相談課課名 会計区分
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

取　組 4-4-2 消費者相談の充実

うち市負担分
(百万円) 14.7

H31
年度

継続

消費者の被害の防止及び救済並びに自主
的かつ合理的に行動できるよう支援するた
め、消費者である市民と事業者の間で発生
した、契約や解約等に関わるトラブルの相
談に対し、助言・あっせんを行う。また、社会
的弱者やセンターに直接相談できない消費
者に対する消費者保護を図るため、既存の
セーフティネットワークを活用し、高齢者や
障害者の見守り、子どもの安全、地域の防
犯など関連機関と連携した相談を展開す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①個人相談に対する助言及びあっせん
②専門機関と連携し、より高度な問題解決を図る
③相談者に対する消費者教育
④事業者・団体への改善要望・制度の教示
⑤地域包括支援センターと連携した相談を実施
⑥茨木警察署と連携した相談を実施
⑦社会福祉協議会の地域福祉ネットワーク会議等
への参加

方向性
（対前年度比）

拡充

課名 市民生活相談課 会計区分 一般担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

15.0

H29
年度

継続

部名 市民文化部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 地域連携型消費生活相談推進事業
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【 まちの将来像５ 】

都市活力がみなぎる便利で快適なまち



１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 農林課課名 会計区分

方向性
（対前年度比）

有害獣による農作物被害の防止を図るた
め、イノシシ・アライグマ等の捕獲活動の実
施や有害獣防止柵・網の設置に対して助成
を行い、農業経営の安定化と地域の活性化
を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①有害獣防止柵設置に対する支援
②捕獲活動に対する支援

事業区分 ソフト

継続

農業の担い手の高齢化や若者の農業離れ
等により担い手が不足し、将来、農地の遊
休化が進むと考えられるため、農業に新た
に参入しようとする意欲ある者に対し、ＪＡや
大阪府、大学等との連携のもと、営農指導を
行うことにより将来の担い手の確保を図る。
また、一定の営農技術を取得しているもの
に対し、国の給付金を活用して、農業経営
をサポートする。

【関連事業：6-2-2　自然資源の利用の推
進】

一般

Ｈ
27
年
度

①事業立案
②人・農地プランの作成
③国の給付金を活用した支援の実施

内
容

2.32.3
事業費
(百万円)

新規

事業名 有害獣対策事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

拡充

H28
年度

継続

4.8

事業名 環境保全型農業推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-1

施策の
方向性

本市の農林業は、都市近郊立地の特性をいかし、都市と農村の交流を基軸とした地産地消の取組や、適切な森林
整備を促進するとともに、地域ぐるみでの営農や市民、企業等の新たな担い手を育成します。
また、商店街が便利で楽しみのある場所として、買い物客や地域住民で賑わい、市内企業が安定的に事業を継続
し、成長を遂げるなど、活力あふれるまちづくりを進めていきます。

2

3

4

5

農林業の振興

都市と農村の交流活動等による活性化

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

企業活動への支援

7

地域経済を支える産業をまもりそだてる

商業の活性化

取　組 5-1-1 農林業の振興

事業名 新規農業者養成事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 一般

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

方向性
（対前年度比）

拡充 1.1
うち市負担分
(百万円) 1.1

①エコ農産物の栽培支援
②有機性資源を活用した土づくりに対する支援
③農業祭や広報誌等を活用し、生産・販売している
エコ農産物の情報発信

4.8

生産性・収益性の高い作物の奨励や栽培
技術、営農指導を行い、エコ農産物の栽培
や環境に配慮した環境保全型農業を推進
することにより、市民に安心・安全な農産物
を供給し、地産地消を推進する。

【関連事業：6-2-2　自然資源の利用の推
進】

方向性
（対前年度比）

H30
年度
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6

7

事業名 林業推進事業

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業区分

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

19.1

H29
年度

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 一般

H29
年度

一般

公益的な機能を有する森林の健全な管理
育成と、都市と農村の交流の場として森林
空間の提供を行うほか、林業者団体が実施
する森林整備作業に対し支援を行う。

【関連取組：6-2-2　自然資源の利用の推
進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①林業者団体等が実施する森林整備事業への補
助金を交付
②森林病害虫対策の実施
③森林整備に必要な林道の維持経費
④里山景観形成業務委託の実施

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 農業振興推進事業（農空間活用事業）

目的
及び
概要

直売活動や都市と農村の交流活動を活発
化させるため、新たな特産品の栽培・販売
支援や農商連携を行い、地産地消の促進
を図る。

【関連取組：5-1-3　商業の活性化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①れんげ米の栽培支援
②新たな特産品の開発、販売の促進
③農商連携によるアンテナショップの開設

H30
年度

H28
年度

継続

H29
年度

うち市負担分
(百万円) 16.6

H31
年度

継続

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

4.3
うち市負担分
(百万円) 4.3

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 ソフト

事業名 ふれあい農園管理事業

目的
及び
概要

自然にふれあう機会と農業を体験する場を
提供するため、市民農園の管理運営を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①講習会の開催
②入園者の募集
③日常の管理運営

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.4
うち市負担分
(百万円) 1.4

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 事業区分 ソフト

事業名 農業祭開催事業

目的
及び
概要

市内農林産物等を展示し、都市と農村の交
流を図ることにより、農林業に対する市民の
理解と認識を深めるとともに、農林業の健全
な発展と農業・農村の活性化を図る。

【関連取組：5-1-1　農林業の振興】

Ｈ
27
年
度

内
容
①農業祭開催のための負担金

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.0
うち市負担分
(百万円) 5.0

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 5-1-2 都市と農村の交流活動等による活性化
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8 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

9 ◎

10

11

H30
年度

完了

ハード

0.0

継続

H31
年度

-

ソフト

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 北辰中学校跡地活用事業

目的
及び
概要

都市住民や地域住民が交流出来る施設とし
て整備を図り、あわせて販売や飲食などを
通じて地場産品のＰＲや周辺農地を活用し
た体験農園を整備する。

【関連取組：5-1-1　農林業の振興】

Ｈ
27
年
度

内
容
①地元調整を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

農林課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円)

事業名 産業振興アクションプラン推進事業

目的
及び
概要

産業振興ビジョンに位置付けた「市内産業
のあるべき姿」の実現のため、産業振興アク
ションプランの５つの重点施策を中心に一
体的かつ継続的して取り組む。

【関連取組：5-1-4　企業活動への支援】

Ｈ
27
年
度

内
容

①産業振興アクションプラン推進委員会の開催
②（臨）産業振興アクションプランの改訂（864万円）
③食のイベントの拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

11.7
うち市負担分
(百万円) 3.1

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

事業名 商工業振興補助事業

目的
及び
概要

市内の商業活性化を促進するため、商店街
等が行う共同施設関連事業（施設・設備等
の設置）、共同運営事業（活性化計画の策
定、顧客利便施設の運営等）及び中小企業
者の人材育成にかかる事業経費の一部を
補助する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①商店街等の共同施設関連事業及び共同運営事
業に補助金を支給
②中小企業者が行う、従業員等の人材育成事業に
補助金を支給

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

8.7
うち市負担分
(百万円) 8.7

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 小売店舗改築（改装）補助事業

目的
及び
概要

市内の商工業施設の活性化を促進するた
め、市民や法人が市内で所有又は賃借して
いる小売店舗等（小売業、飲食店、理・美容
業、療術業）の改築・改装工事に対して、対
象経費の1/2（限度額50万円）を補助する。
また、商店街や中心市街地での小売業・飲
食業への業種転換や新規出店を行う場合も
改築・改装費用の一部を補助する。

【関連取組：5-6-2　魅力ある中心市街地・
駅周辺の整備】

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内で小売業、飲食業、理・美容業、療術業をを
営んでいる市民又は市内法人が、小売店舗の改
築・改装する場合に補助金を支給
②商店街や中心市街地での小売業・飲食業への
業種転換や新規出店する事業者が、小売店舗の
改築・改装を行う場合に補助金を支給

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4.0
うち市負担分
(百万円) 4.0

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

取　組 5-1-3 商業の活性化

担当課 部名 産業環境部 課名
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12

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

13

14

15

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 産業活性化プロジェクト促進事業

目的
及び
概要

市内産業の活性化につながる民間の主体
的な取組を促進するため、市内事業者等が
共同で実施する、企業や商品のPR事業、新
製品開発を行う事業及び商店街等が実施
するイベント事業に対し、提案公募型公益
活動支援事業として、申請者からの事業提
案に基づき、経費の一部を補助する。

【関連取組：5-2-1　地域経済の成長を先導
する事業者の創出・育成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内事業者等が行う企業や商品のPR事業、新
製品開発事業に補助金を支給
②商店街等が行うイベント事業に補助金を支給

H30
年度

継続

H28
年度

継続

4.7
うち市負担分
(百万円) 4.7

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

継続

部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分 ソフト

事業名 企業立地支援事業

目的
及び
概要

既存企業の市内での事業継続に資するた
め、企業訪問を通じて、企業が求める行政
情報を把握・提供するとともに、企業支援の
ワンストップ窓口を設けるなど企業活動を支
援している。

Ｈ
27
年
度

内
容

①企業訪問活動
②企業が活用できる支援事業等の周知
③広報誌による市内企業の紹介
④企業からの相談のワンストップ化

担当課

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

取　組 5-1-4 企業活動への支援

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.6
うち市負担分
(百万円) 0.6

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 企業立地促進奨励金事業

目的
及び
概要

企業の立地や設備投資を促進することによ
り、地域経済の活性化を図るため、企業等
が新たに取得した土地・建物・設備に課され
る固定資産税・都市計画税額相当額の２分
の１を、奨励金として交付する。

【関連取組：5-2-3　特区制度などを活用し
た企業立地】

Ｈ
27
年
度

内
容

①新たに取得した土地・建物・設備に課される固定
資産税・都市計画税額相当額の2分の1を奨励金と
して交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

292.5
うち市負担分
(百万円) 292.5

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 茨木市商工会議所事業補助

目的
及び
概要

市内の新産業の創出・育成並びに既存産
業の成長・発展を促進するため、茨木商工
会議所が行う市内産業の総合的発展に資
する事業に対して補助金を交付する。

【関連取組：5-1-3　商業の活性化】
【関連取組：5-6-2　魅力ある中心市街地・
駅周辺の整備】

Ｈ
27
年
度

内
容
①茨木商工会議所が行う、地域産業活性化事業及
び中小企業相談所事業に補助金を交付

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

14.1
うち市負担分
(百万円) 14.1

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト
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16

17

18

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

H31
年度

事業名 経営相談・指導事業

目的
及び
概要

市内の商店や企業の発展、創業希望者の
開業を支援するため、経営アドバイザー（中
小企業診断士）とともに、事業者への助言、
指導等を行う。

【関連取組：5-1-3　商業の活性化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①経営アドバイザーによる創業希望者の開業支援
（助言・指導等）
②経営アドバイザーによる商工業者の経営相談
③事業所・商店街等への巡回

継続

H30
年度

継続

H29
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 4.2

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

4.2

事業名 融資関連補助事業

目的
及び
概要

中小企業者の融資に係る負担の軽減を図
り、中小企業の健全な発展と経営の安定を
促進することで市内商工業の振興に資す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①信用保証料補助
②特定創業支援計画に係る支援を受け、市の証明
書の交付を受けた創業者に対し、利子補給を行う。
（112万円）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

9.5
うち市負担分
(百万円) 9.5

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 産業情報サイト運営事業

目的
及び
概要

商工業を中心とした市内企業の情報化を促
進し、消費者の利便性の向上を図るため、
産業情報サイトを整備し、サイト内において
市内の商店や企業の業務内容や営業案内
等を掲載して広く消費者等に情報発信を行
う。

【関連取組：5-1-3　商業の活性化】

Ｈ
27
年
度

内
容
①サイトの運営
②サイトの保守管理

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.4
うち市負担分
(百万円) 0.4

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業区分 ソフト担当課 部名
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2 ◎

3 ◎

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 商工労政課課名 会計区分

9.4
事業費
(百万円)

継続

方向性
（対前年度比）

9.4

9.0

継続

継続

H30
年度

継続

事業名 産学連携スタートアップ支援事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 バイオインキュベーション施設集積促進補助事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 9.0
うち市負担分
(百万円)

継続

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-2

施策の
方向性

特区制度や企業立地促進奨励金などの企業支援施策を活用し、バイオ・ライフサイエンス分野など成長産業の集
積や幹線道路沿道等での物流施設など本市の地域特性をいかした企業立地を進めます。また、多様なビジネス
の創出とともに、育成された人材がいきいきと活躍することで、活力がみなぎるまちづくりを進めていきます。

2

3

4

5

地域経済の成長を先導する事業者の創出・育成

幹線道路沿道での企業立地誘導

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

時代の変化を見通した新しい産業をつくり、そだてる

特区制度などを活用した企業立地

取　組 5-2-1 地域経済の成長を先導する事業者の創出・育成

事業名 創業促進補助事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

Ｈ
27
年
度

①市内で新たに営利を目的として創業する者に対
して補助金を支給

内
容

会計区分 一般 事業区分 ソフト

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

H31
年度

方向性
（対前年度比）

バイオインキュべーション施設の集積促進
を図り、本市産業の振興に資するため、バ
イオインキュベーション施設の運営者が行う
バイオインキュベーション施設集積促進事
業を支援する。

部名 産業環境部 課名 商工労政課

市内中小企業者等の優れた技術の掘り起
こし、及びその実用化に向けた取組を促進
することにより、本市の経済成長及びイノ
ベーション創出に寄与することを目的とする
ため、大学の保有する研究成果・技術をも
とにした、産学連携の研究開発事業等に対
して、その費用の一部を補助する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①中小企業者の具体的な新技術や新製品または
新サービスの研究開発、技術革新などに関し、市
内大学等と行う連携事業にかかる経費の一部を補
助
②新たに市内大学以外の大学との連携事業も対
象とする（市内大学とそれ以外の大学との連携そ
れぞれに異なる助成上限額を設定）

事業区分 ソフト

継続

本市における創業を促進するため、新たに
営利を目的として創業する者に対して、テ
ナント料（６か月又は12か月分）及び改装工
事費の1/2（ともに限度額50万円）を補助す
る。
また、中小企業経営アドバイザーとともに、
事業計画の作成に関する指導等を行い、
開業後の巡回訪問により状況把握に努め
る。

【関連取組：5-6-2　魅力ある中心市街地・
駅周辺の整備】

一般

①バイオインキュベーション施設集積促進事業に
要する経費のうち、施設賃借経費、人件費及び管
理経費の一部を助成

方向性
（対前年度比）

継続 23.5
うち市負担分
(百万円) 23.5

H30
年度
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4 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

6 ◎

7 ◎

事業名 バイオインキュべーション施設賃料補助事業

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

H29
年度

H30
年度

継続

一般 事業区分

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続

H30
年度

継続

産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般

H29
年度

一般

方向性
（対前年度比）

継続
うち市負担分
(百万円) 19.3

H31
年度

目的
及び
概要

広域幹線道路沿道の市街化調整区域にお
いて、地権者等とともに地区の土地利用構
想及び土地利用計画の検討を進め、幹線
沿道にふさわしい土地利用を進める。

【関連取組：5-4-1　計画的な都市基盤整
備や市街地整備】

Ｈ
27
年
度

内
容
①土地区画整理準備組合設立支援
②関係機関協議

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

うち市負担分
(百万円) 0.0

事業名 幹線道路沿道土地利用事業

バイオベンチャー企業の集積を図り、本市
産業の振興に資するため、彩都ライフサイ
エンスパーク内の施設（彩都バイオインキュ
ベータ、大阪府認定施設、彩都バイオイノ
ベーションセンター）に入居し、ライフサイエ
ンス分野の研究開発を行うバイオベン
チャー企業に、施設の賃料の一部を補助
する。

Ｈ
27
年
度

内
容

取　組 5-2-2 幹線道路沿道での企業立地誘導

①バイオインキュべーション施設に入居するバイオ
ベンチャー企業に対して、施設の賃料の一部を補
助

部名

H28
年度

継続

継続19.3

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0

H29
年度

H31
年度

事業名 特区税制における事業計画認定等事務事業

目的
及び
概要

地域経済の活性化及び持続的な発展に繋
がる成長企業の誘致を図るため、市内の特
区指定区域において、ライフサイエンス分
野や新エネルギー分野などの事業を実施
する企業の事業計画を認定し、当該企業の
法人市民税や固定資産税の軽減を行う。

【関連取組：5-4-2　彩都のまちづくり】

Ｈ
27
年
度

内
容
①特区における市税の軽減の対象となる事業計画
の認定事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

H28
年度

継続

継続

産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H31
年度

0.0

事業名 【再掲】企業立地促進奨励金事業

目的
及び
概要

企業の立地や設備投資を促進することによ
り、地域経済の活性化を図るため、企業等
が新たに取得した土地・建物・設備に課さ
れる固定資産税・都市計画税額相当額の２
分の１を、奨励金として交付する。

【関連取組：5-1-4　企業活動への支援】

Ｈ
27
年
度

内
容

①新たに取得した土地・建物・設備に課される固定
資産税・都市計画税額相当額の2分の1を奨励金と
して交付

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(292.5)
うち市負担分
(百万円) (292.5)

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業区分 ソフト担当課 部名

取　組 5-2-3 特区制度などを活用した企業立地

ソフト担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分
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１　施策の概要

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3

①障害のある市民を雇用し、国の特別求職者雇用
開発助成金を受給する事業主に対して、奨励金を
支給

方向性
（対前年度比）

拡充 5.1
うち市負担分
(百万円) 5.1

H30
年度

方向性
（対前年度比）

市民の安定就労に資するため、市民を雇用
した市内事業所に対し奨励金を交付する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①失業中の市民を正規雇用、又は非正規労働者を
正規労働者に転換した市内中小企業者に対し奨
励金を交付

事業区分 ソフト

継続

就労支援などを行う関係機関と連携し、就
職困難者等の職業的自立を目指すため、
就職相談、講習会・セミナーの実施や職業
訓練校等への誘導、合同就職面接会の開
催など就職に向けた支援を行う。

一般

障害者雇用を促進し、障害者の自立の助長
と福祉の増進を図るため、障害のある市民
を雇用する事業主に対して、奨励金を支給
する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

取　組 5-3-1 就労の支援

事業名 就職サポート事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

就労支援と働きやすい職場づくりをすすめる

6

7

2

3

4

5

就労の支援

働きやすい職場づくりの推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-3

施策の
方向性

働く意欲はあるが就労にあたり困難な要因を抱える人（就職困難者）や不安定な就労を余儀なくされている人の能
力と希望に応じた就労を支援する施策に取り組みます。また、市内の事業所において、働く人々が安心して、いきい
きと働くことができる職場づくりを促進する施策に取り組みます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 障害者雇用奨励金事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 10.0

事業名 雇用促進奨励金事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①就職や労働問題に対する仕事なんでも相談
②就職困難者の職業能力を開発する講座開催や
講座受講費用の補助
③求職者と地元企業をつなぐ企業説明会・見学会
や、直接就職に結びつく合同就職面接会の開催
④就労を体験する事業の実施
⑤子育て世代（女性）を対象とする就労支援フェア
の実施

内
容

7.4

10.0

継続

うち市負担分
(百万円)

10.4
事業費
(百万円)

拡充

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 商工労政課課名 会計区分
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

4

5

6

取　組 5-3-2 働きやすい職場づくりの推進

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

継続
事業費
(百万円)

0.9
うち市負担分
(百万円) 0.9

H28
年度

継続

事業名 勤労者スキルアップ支援等セミナー

目的
及び
概要

勤労者の能力向上や勤労者福祉の増進を
図るため、勤労者の知識・技能の向上、中
小企業の人材育成につながるセミナーや、
働きやすい職場づくりを支援するセミナーを
開催している。

Ｈ
27
年
度

内
容

①勤労者の知識・技能の向上、中小企業の人材育
成につながるセミナーの開催
②働きやすい職場づくりを支援するセミナーの開催

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.0
うち市負担分
(百万円) 5.0

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.5

H31
年度

継続

事業名 茨木市勤労者互助会補助事業

目的
及び
概要

パートタイマーを含む従業員の福祉の増
進、および事業所における雇用の安定を図
るため、勤労者互助会が行う勤労者福祉増
進のための事業に対し補助金を支給する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①勤労者互助会が行う勤労者福祉増進のための事
業に対し補助金を支給

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

健全な雇用関係の確立及び働きやすい職
場環境の実現を図るため、セミナーを開催
するとともに、公正な採用選考、障害者・高
年齢者雇用促進などの啓発活動を実施し
ている。

Ｈ
27
年
度

内
容

①労働法制等の理解を深め、労働関係の安定を図
るセミナーの開催
②障害者等の雇用促進や働きやすい職場づくりの
ための啓発活動

方向性
（対前年度比）

継続

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

課名 商工労政課 会計区分 一般

H30
年度

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

部名 産業環境部

一般

継続

H31
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.5

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

臨時
拡充

H30
年度

継続

継続

事業名 雇用・労働関係セミナー及び労働に関する啓発事業
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

大阪府等関係機関と協議・調整を図りなが
ら、都市計画決定・変更を行う。

【関連取組：5-4-3　適切な開発や建築物・
土地利用の誘導】
【関連取組：5-7-4　都市計画施設の見直
し】

うち市負担分
(百万円)

方向性
（対前年度比）

広域幹線道路沿道の市街化調整区域にお
いて、地権者等とともに地区の土地利用構
想及び土地利用計画の検討を進め、幹線
沿道にふさわしい土地利用を進める。

【関連取組：5-2-2　幹線道路沿道での企
業立地誘導】

Ｈ
27
年
度

内
容

①土地区画整理準備組合設立支援
②関係機関協議

事業区分

方向性
（対前年度比）

H31
年度

継続

一般 ソフト

継続

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

取　組 5-4-1 計画的な都市基盤整備や市街地整備

事業名 【再掲】都市計画決定等事務事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

地域特性をいかした都市づくりを計画的にすすめる

適切な開発や建築物・土地利用の誘導

6

7

2

3

4

5

計画的な都市基盤整備や市街地整備

彩都の都市づくり

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-4

施策の
方向性

広域的な都市基盤施設の充実を図るとともに、計画的な市街地整備や地域特性をいかした土地利用の誘導を図
り、強み(ポテンシャル）をいかした整備を推進します。また、住、働、学、憩という都市において行われる機能を備え
た都市づくりを進め、活力と魅力の増進に取り組みます。

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

継続

継続 (0)
うち市負担分
(百万円) (0)

事業名 【再掲】幹線道路沿道土地利用事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

Ｈ
27
年
度

①都市計画決定等
内
容

部名 都市整備部 都市政策課課名 会計区分

(0.8) (0.8)
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

3 ◎

4 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

6

取　組 5-4-3 適切な開発や建築物・土地利用の誘導

担当課 部名 都市整備部 課名 審査指導課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

71.6
うち市負担分
(百万円) 71.6

H28
年度

継続

事業名 細街路等整備事業

目的
及び
概要

開発許可、道路位置指定、建築行為等に
対し、細街路計画に沿う指導を行い、基準
に基づき用地費、工事費等の助成を行い
整備を進め、良好な住環境を創出する。

【関連取組：5-5-1　快適で良好な住環境の
形成】

Ｈ
27
年
度

内
容

①用地購入費
②整備補助金
③公嘱

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.8
うち市負担分
(百万円) 0.8

継続

H28
年度

継続

ハード

事業名 都市計画決定等事務事業

目的
及び
概要

大阪府等関係機関と協議・調整を図りなが
ら、都市計画決定等を行う。

【関連取組：5-4-1　計画的な都市基盤整
備や市街地整備】
【関連取組：5-7-4　都市計画施設の見直
し】

Ｈ
27
年
度

内
容

①都市計画決定等

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(647.3)
うち市負担分
(百万円) (18)

H28
年度

継続

事業名 【再掲】山麓線整備事業

目的
及び
概要

市域山麓部の東西交通と彩都アクセスの円
滑化を図るため、彩都や安威川ダムの事業
進捗に合わせ、府道茨木亀岡線から彩都
への道路整備を行う。

【関連取組：道路整備の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託   C=55.0百万円
②工事
・改良(L=650ｍ他)　C=171.0百万円
・橋梁　C=133.8百万円
・改良（L=120ｍ) 　C=100.0百万円
③用地  C= 60.5百万円
④負担金 (UR・府)  C=127.0百万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

①（中部地区）都市再生機構が施行する宅地整備
等の推進
②（中部地区）市に換地される土地への企業等の
誘致の実施
③（東部地区）先行エリアの事業推進
④（東部地区）全区域の事業化に向けた取り組み

方向性
（対前年度比）

継続 2.3
うち市負担分
(百万円) 2.3

H31
年度

大阪の活性化・発展に向けて、大阪府、茨
木・箕面市、都市再生機構、民間事業者、
経済団体、大学、研究機関、公益団体など
の産学官が連携して、魅力と活力ある複合
機能都市「彩都」の形成に取り組む。

【関連取組：5-2-3　特区制度などを活用し
た企業立地】
【関連取組：5-8-2　道路整備の推進】

Ｈ
27
年
度

一般 事業区分

一般 事業区分

一般 事業区分

都市整備部 課名 北部整備推進課 会計区分 一般 事業区分

内
容

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

H30
年度

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

ソフト部名

H29
年度

継続

継続

事業名 彩都建設推進事業

取　組 5-4-2 彩都の都市づくり
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

取　組 5-5-2 都市におけるみどりの形成

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

10.0
うち市負担分
(百万円) 10.0

事業名 公園等再整備事業

目的
及び
概要

整備後、相当年数が経過している公園につ
いて、公園施設長寿命化計画に基づき、順
次、住民ニーズや地域の実情に即した再整
備を実施していく。

Ｈ
27
年
度

内
容

①現況調査、対象公園の選出及び再整備の順位
付け
②地元調整
③実施設計

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分

H29
年度

内
容

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

事業名 【再掲】緑の基本計画推進事業

目的
及び
概要

緑の将来像の実現に向けて、緑地の適正な
保全及び緑化の推進に関する目標や取り
組み方針、施策等を定め、総合的かつ計画
的に実施する。

【関連取組：6-2-1　都市とみどりの共存】

Ｈ
27
年
度

継続
事業費
(百万円)

(7.3)
うち市負担分
(百万円) (7.3)

一般

H29
年度

一般

事業区分 ソフト

開発許可、道路位置指定、建築行為等に
対し、細街路計画に沿う指導を行い、基準
に基づき用地費、工事費等の助成を行い整
備を進め、良好な住環境を創出する。

【関連取組：5-4-3　適切な開発や建築物・
土地利用の誘導】

H31
年度

方向性
（対前年度比）

継続継続

担当課 部名 都市整備部 課名 審査指導課 会計区分

取　組 5-5-1 快適で良好な住環境の形成

事業名 【再掲】細街路等整備事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

良好で住みよい環境・景観づくりをすすめる

良好な景観の保全と創造

6

良好な住宅ストックの形成

公的住宅の改善・充実

7

2

3

4

5

快適で良好な住環境の形成

都市におけるみどりの形成

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-5

施策の
方向性

市民、事業者等による開発や施設の管理が良好な環境を形成することを基本に、住みよいまちを創るため、計画の共有、ルール
の作成、適正な運用と適時適切な見直し、住民への支援などを行い、快適な住環境や美しい街並みが魅力的で将来にわたり住
み続けたいまちをめざします。
また、緑地の適正な保全と緑化を推進し、自然とのふれあいやみどりをいかしたうるおいのある環境づくりをめざします。

H31
年度

継続

ソフト

継続

H31
年度

内
容

(71.6)(71.6)
事業費
(百万円)

事業区分

Ｈ
27
年
度

①用地購入費
②整備補助金
③公嘱

①緑の基本計画策定業務費
②委員会委員報酬等

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

継続

H30
年度

継続

一般
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4

5

6

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

7

担当課 部名 建設部 課名

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

-
事業費
(百万円)

-
うち市負担分
(百万円) -

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

H28
年度

-

一般 事業区分 ハード

事業名 景観賞表彰及び記念講演事業

目的
及び
概要

本市の良好な景観形成に関する市民意識
の高揚を図るため、建築物やまちなみ及び
市民等による活動等に対する表彰と記念講
演を概ね５年毎に実施する。（次回、H30年
度実施予定）

Ｈ
27
年
度

内
容
H30年度実施予定

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分

取　組 5-5-3

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

240.0
うち市負担分
(百万円) 240.0

H30
年度

事業名 岩倉公園防災公園街区整備事業

目的
及び
概要

独立行政法人都市再生機構（ＵＲ）による防
災公園街区整備事業の活用により、当該地
域の防災機能の強化をはかるとともに、都
市景観の向上や市民の憩いの場としての総
合的な公園機能の充実を図るため、ＵＲが
工場跡地の一部を取得し、防災公園と市街
地整備を行ったもので、ＵＲより用地の買戻
を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①岩倉公園整備用地の買戻

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

公園緑地課 会計区分

一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

1.0

事業名 若園公園バラ園再整備事業

目的
及び
概要

若園公園バラ園において、バラ苗木の老化
による樹勢の衰えが顕著となっているため、
苗木の更新及び植栽基盤の整備と併せ地
下透水管等の施設の再整備を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①土壌調査、植栽・基盤整備計画
②苗木更新

うち市負担分
(百万円)

H28
年度

継続

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

14.9
うち市負担分
(百万円)

事業名 さくらまつり実施事業

目的
及び
概要

身近な自然に親しむ場や交流、レクリエー
ションの場を提供することで、豊かな環境を
啓発するとともに、市民の連帯感やふるさと
意識の充実を高め、まちの活性化を図る。
観光の視点で観光部局と協力して事業展
開を図ることで、より魅力ある催しとし、市の
魅力を発信する事業とする。

Ｈ
27
年
度

内
容
①従来どおり実施
②観光部局と協力し事業展開を検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分

H31
年度

H30
年度

継続

H31
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H28
年度

継続

ハード

1.0

14.9

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H29
年度

継続

H29
年度

-

良好な景観の保全と創造

継続
H30
年度
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9

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

10

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

取　組 5-5-5 公的住宅の改善・充実

H29
年度

取　組 5-5-4 良好な住宅ストックの形成

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

H31
年度

事業名 屋外広告物指導事業

目的
及び
概要

屋外広告物は、景観形成に対する影響が
大きいことから適切な誘導が重要であり、茨
木市景観計画、景観条例と整合を図りなが
ら、建築物等と一体となった景観誘導を進
めるため、現在改正が進められている府条
例の内容を踏まえ、本市独自の屋外広告物
条例を制定し、指導、監督する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①府条例改正
②市条例の検討

H30
年度

継続

H31
年度

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

事業名 景観重要建造物等指定事業

目的
及び
概要

本市の良好な景観形成を推進するため、景
観上重要な建造物、樹木、公共施設を指定
する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①景観上保全が必要な対象物があれば指定

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 【再掲】既存民間建築物耐震化補助事業

目的
及び
概要

地震災害から市民の生命及び財産を守る
ため、民間の住宅・特定建築物の耐震診断
費用及び住宅の耐震改修費用の一部を補
助する。
耐震診断と診断結果の報告が義務化とな
る、市が指定する緊急交通路沿道建築物と
一定規模以上の大規模建築物に対し耐震
診断の補助を行う。

【4-1-3：建築物の耐震化の促進】

Ｈ
27
年
度

内
容
①木造住宅の耐震診断・改修補助を行う。
②非木造住宅・特定建築物耐震診断補助を行う。

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(48.72)
うち市負担分
(百万円) (14.68) 継続

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 事業区分 ソフト

事業名 市営住宅長寿命化計画推進事業

目的
及び
概要

市営住宅を安全で安心な住まいとして長期
間にわたって確保するため、耐震改修や長
寿命化改善など適切な維持管理を実施す
ることにより、効率的・効果的な活用に努め
る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①二次の耐震診断の結果に基づき、平成28年度に
耐震改修工事等を行う棟の耐震設計を実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

15.0
うち市負担分
(百万円) 7.5

担当課 部名 建設部 課名 建築課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

2 ◎

3 ◎

取　組 5-6-2 魅力ある中心市街地・駅周辺の整備

H30
年度

本市中心市街地の活性化を図るため、「中心市
街地活性化に関する法律」に基づく、「茨木市中
心市街地活性化基本計画」を策定する。
　平成28年度
　茨木市中心市街地活性化基本計画策定
　平成29年度～
　茨木市中心市街地活性化基本計画の実施
都市計画マスタープランで位置づけている多核
ネットワーク型都市構造の実現に向け、都市・地
域拠点とのしての機能配置についても踏まえた
ものとする。
【関連取組：5-6-2　魅力ある中心市街地・駅周
辺の整備】

一般

①駅構内エスカレーター整備負担金

方向性
（対前年度比）

継続 660.0
うち市負担分
(百万円) 330.0

本市中心市街地の活性化を図るため、「中心市
街地活性化に関する法律」に基づく、「茨木市中
心市街地活性化基本計画」を策定する。
　平成28年度
　茨木市中心市街地活性化基本計画策定
　平成29年度～
　茨木市中心市街地活性化基本計画の実施
都市計画マスタープランで位置づけている多核
ネットワーク型都市構造の実現に向け、都市・地
域拠点とのしての機能配置についても踏まえた
ものとする。
【関連取組：5-6-1　生活を支える拠点の整備・
充実（拠点の配置とネットワークの維持・増進）】

Ｈ
27
年
度

内
容

①茨木市中心市街地活性化協議会の設立
②茨木市中心市街地活性化基本計画（案）の作成
　・中心市街地（都市拠点）への機能配置の考え方
　・実施する計画の検討

事業区分 ソフト

継続

ＪＲ茨木駅利用者の利便性の向上ならびに
本市の玄関口としてのイメージアップやにぎ
わい創出を図るため、駅構内におけるエス
カレーター設置等を行う。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 都市整備部 課名 市街地新生課 会計区分 一般 事業区分 ハード

H31
年度

継続

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

取　組 5-6-1 生活を支える拠点の整備・充実（拠点の配置とネットワークの維持・増進）

事業名 【再掲】茨木市中心市街地活性化事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

時代と市民の期待・要請に応え活力みなぎる都市づくりをすすめる

（仮称）ＪＲ総持寺駅を活かした都市づくり

6

北部地域の魅力向上

7

2

3

4

5

生活を支える拠点の整備・充実（拠点の配置とネットワークの維持・増進）

魅力ある中心市街地・駅周辺の整備

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-6

施策の
方向性

将来にわたって住み続けたい、さらに活力ある都市として成長・発展させていくという視点から都市構造を捉え、生
活を支える都市機能を維持・向上させるとともに、中心部における魅力ある地域、拠点への再生、北部地域をはじめ
とする豊かな文化、自然資源等をいかし効果を高める取組などにより、これからの時代を先導する活力あるまちづく
りを進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

-

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

完了

事業名 ＪＲ茨木駅構内エスカレーター整備事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 16.0

都市政策課

事業名 茨木市中心市街地活性化事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

16.0

継続

うち市負担分
(百万円)

課名 会計区分

(16)
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①茨木市中心市街地活性化協議会の設立
②茨木市中心市街地活性化基本計画（案）の作成
　・中心市街地（都市拠点）への機能配置の考え方
　・実施する計画の検討

内
容

(16)方向性
（対前年度比）

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 都市整備部
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4

5 ◎

6 ◎

7

事業区分 ソフト担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(4)
うち市負担分
(百万円) (4)

H28
年度

継続

事業名 【再掲】小売店舗改築（改装）補助事業

目的
及び
概要

市内の商工業施設の活性化を促進するた
め、市民や法人が市内で所有又は賃借して
いる小売店舗等（小売業、飲食店、理・美容
業、療術業）の改築・改装工事に対して、対
象経費の1/2（限度額50万円）を補助する。
また、商店街や中心市街地での小売業・飲
食業への業種転換や新規出店を行う場合も
改築・改装費用の一部を補助する。

【関連取組：5-1-3　商業の活性化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①市内で小売業、飲食業、理・美容業、療術業をを
営んでいる市民又は市内法人が、小売店舗の改
築・改装する場合に補助金を支給
②商店街や中心市街地での小売業・飲食業への
業種転換や新規出店する事業者が、小売店舗の
改築・改装を行う場合に補助金を支給

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 都市整備部 課名 市街地新生課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

8.5
うち市負担分
(百万円) 6.7

H28
年度

継続

ハード

事業名 ＪＲ茨木駅西口駅前周辺整備事業

目的
及び
概要

市の玄関口である西駅前周辺において、交
通結節点の機能強化とともに、多くの市民
が集える空間として、活性化を図り、魅力あ
るまちづくりの実現を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①基本計画検討　850万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 都市整備部 課名 市街地新生課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

13.0
うち市負担分
(百万円) 9.0

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) -

H31
年度

-

事業名 阪急茨木市駅西口駅前周辺整備事業

目的
及び
概要

市の玄関口である西駅前周辺において、交
通結節点の機能強化とともに、多くの市民
が集える空間として、活性化を図り、魅力あ
るまちづくりの実現を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①基本計画検討　1,300万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

ＪＲによる茨木駅増床計画と連携して進めて
きた茨木駅東口駅前広場整備工事に関し、
ＪＲ茨木駅構内のエスカレーター設置等が
完了した後、重複部分の上部デッキ庇部分
と舗装復旧を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
H30年度新規実施予定

方向性
（対前年度比）

-

H29
年度

一般 事業区分 ハード

課名 道路交通課 会計区分 一般

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ハード

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

-

H29
年度

-

部名 建設部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

H30
年度

新規
完了

事業名 ＪＲ茨木駅構内エスカレーター整備関連事業
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8

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

9

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

10 ◎

11 ◎

一般 事業区分 ハード

H31
年度

-600.4
うち市負担分
(百万円) 300.2

担当課 部名 都市整備部 課名 市街地新生課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H29
年度

継続

H30
年度

完了

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 （仮称）JR総持寺駅整備事業

目的
及び
概要

平成30年春、JR京都線摂津富田・茨木間に
新駅設置と周辺整備を行うことで、交通利
便性の向上と都市機能の充実・強化を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①(仮称)JR総持寺駅の設置及び周辺整備に関連
する工事関係負担金

H31
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 商工労政課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(9.4)
うち市負担分
(百万円) (9.4)

H30
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 【再掲】創業促進補助事業

目的
及び
概要

本市における創業を促進するため、新たに
営利を目的として創業する者に対して、テナ
ント料（６か月又は12か月分）及び改装工事
費の1/2（ともに限度額50万円）を補助する。
また、中小企業経営アドバイザーとともに、
事業計画の作成に関する指導等を行い、開
業後の巡回訪問により状況把握に努める。

【関連取組：5-2-1　地域経済の成長を先導
する事業者の創出・育成】

Ｈ
27
年
度

内
容
①市内で新たに営利を目的として創業する者に対
して補助金を支給

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 都市整備部 課名

取　組 5-6-3 （仮称）ＪＲ総持寺駅を活かした都市づくり

継続
事業費
(百万円)

(0)

H28
年度

継続

継続

事業名 【再掲】ダム推進事業

目的
及び
概要

安威川流域住民の生命と財産を守り、安全
なまちづくりの推進に必要不可欠な安威川
ダムについて、大阪府等と連携を図り、事業
の建設促進を図る。

【関連取組：4-1-6　安威川ダムによる治水
対策】

Ｈ
27
年
度

内
容
①建設促進

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

うち市負担分
(百万円)

担当課 部名 都市整備部 課名 北部整備推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 北部魅力アップ事業

目的
及び
概要

本市北部地域にある緑豊かな自然環境や
歴史環境、現在事業推進している安威川ダ
ム、新名神高速道路、彩都の大規模プロ
ジェクトなどを活用し、北部地域の魅力向上
を図るための検討と取組を進める。

【関連取組：3-4-1　観光資源の発掘とネット
ワーク化の推進】
【関連取組：3-4-2　観光情報の発信を強
化】

Ｈ
27
年
度

内
容
①北部魅力向上検討（総合プロデュース、プロモー
ション強化、民間活力導入への取組み）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

一般

北部整備推進課 会計区分

方向性
（対前年度比）

ソフト

H30
年度

継続

継続

(0)

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

取　組 5-6-4 北部地域の魅力向上

104
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



12 ◎

13 ◎

14 ◎

15

一般 事業区分 ハード担当課 部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

-
うち市負担分
(百万円) -

H28
年度

継続目的
及び
概要

千提寺菱ヶ谷遺跡の歴史的資産としての価
値を評価するために調査を行い、北部地域
活性化の一つの拠点としても活用するた
め、史跡指定に向けて取り組む。

【関連取組：3-3-4　歴史遺産の保存・継承】

Ｈ
27
年
度

内
容
①埋蔵文化財確認調査
②土地購入費

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H30
年度

継続

会計区分 一般 事業区分 ハード

事業名 【再掲】千提寺菱ヶ谷遺跡史跡整備事業

継続
事業費
(百万円)

(97)
うち市負担分
(百万円) (69.1)

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課

H28
年度

継続目的
及び
概要

新名神関連事業として、千提寺地区の自然
環境、歴史、文化資源等の恵まれた地域資
源を活かして、都市住民との交流を促進す
る空間を整備することにより地域の活性化を
図るとともに、新名神高速道路の供用開始
に伴い通過交通が増加するため、市道の拡
幅を行うことにより歩行者、車両等の安全を
確保する。

【関連取組：5-8-2　道路整備の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容
①市道泉原千提寺線道路改良事業
②市道千提寺9号線道路改良事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

完了

方向性
（対前年度比）

会計区分 一般 事業区分 ハード

事業名 【再掲】新名神周辺道路等整備事業

継続
事業費
(百万円)

(2.1)
うち市負担分
(百万円) (1.5)

担当課 部名 都市整備部 課名 北部整備推進課

H29
年度

-

事業名 【再掲】新名神推進事業

目的
及び
概要

西日本高速道路㈱並びに関連道路整備を
担う大阪府と連携し、地元住民の協力を得
ながら、早期の建設を促進する。完成６車線
設計協議確認書及び暫定４車線施工協議
の全地区締結を受け、早期の供用開始と周
辺整備の取組を進める。

【関連取組：5-8-2　道路整備の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容
①建設促進
②周辺整備の事業効果分析

H28
年度

完了

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分 一般 事業区分 ハード

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

5.0
うち市負担分
(百万円) 3.3

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 ダム周辺広場・公園等事業

目的
及び
概要

水源地域整備計画に基づく地域整備事業
の推進として、ダム湖を中心にした魅力ある
景観の形成と、レクリエーション拠点としての
質の高い空間の創造に努める。

【関連取組：4-1-6　安威川ダムによる治水
対策】

Ｈ
27
年
度

内
容
①ダムサイト周辺遊歩道整備事業

H31
年度

H31
年度

継続

H31
年度

-

H30
年度

H31
年度

-

H30
年度

-

継続

H30
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

①バリアフリー基本構想・特定事業計画の策定

H31
年度

方向性
（対前年度比）

内
容

10.6 8.1
事業費
(百万円)

継続

事業名 空家対策事業

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

H30
年度

継続

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-7

施策の
方向性

限られた資源を有効に活用し、地域内で循環する省エネルギー型の都市をめざすとともに、誰にもやさしい福祉の
まちづくりや、既存のストックの活用や施設の長寿命化などを進めていきます。これにより、将来にわたって住み続け
ることができるまちをめざします。
今後も増加すると懸念される空き家については、所有者への働きかけを行うほか、まちづくりへの活用をめざします。

2

3

4

5

環境負荷の低減

誰にも優しいまちづくりの推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

都市計画施設の見直し

7

環境負荷の低減や少子・高齢化社会を見据え持続可能な都市づくりをすすめる

危険家屋・老朽マンション対策

取　組 5-7-2 誰にも優しいまちづくりの推進

事業名 バリアフリー化推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 一般

少子高齢化や人口減少の進行により、今後
空家の増加が懸念されるため、「（仮称）空
家対策基本計画」を策定し、空家の有効活
用や撤去を促進する。
平成28年度
　「（仮称）空家対策基本計画」の策定
平成29年度～
　計画の運用

Ｈ
27
年
度

内
容

継続

継続

Ｈ
27
年
度

一般

4.5

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律（バリアフリー法）に基づき、
旅客施設や病院、福祉施設など高齢者や
障害者等が利用する施設が集まった地区
（重点整備地区）においてバリアフリー基本
構想を作成し、バリアフリー化を重点的かつ
一体的に推進する。

事業区分 ソフト

①空家実態調査
②庁内検討組織による利活用等の検討

継続方向性
（対前年度比）

継続 9.0
うち市負担分
(百万円)

事業区分 ソフト

取　組 5-7-3 危険家屋・老朽マンション対策

取　組 5-7-1 環境負荷の低減
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3

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

事業名 マンション建替円滑化等事務事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.1

H29
年度

継続

継続

H30
年度

継続

H28
年度

H29
年度

継続

会計区分 一般

一般

部名 都市整備部 課名 都市政策課

0.1
H31
年度

方向性
（対前年度比）

継続

マンション建替組合の設立などに対する支
援を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①マンション建替が円滑に行われるよう支援を行う。

継続
うち市負担分
(百万円)

事業名 【再掲】都市計画決定等事務事業

目的
及び
概要

大阪府等関係機関と協議・調整を図りなが
ら、都市計画決定・変更を行う。

【関連取組：5-4-1　計画的な都市基盤整備
や市街地整備】
【関連取組：5-4-3　適切な開発や建築物・
土地利用の誘導】

Ｈ
27
年
度

内
容
①都市計画決定等

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H31
年度

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.8
うち市負担分
(百万円) 0.8

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 事業区分 ソフト

取　組 5-7-4 都市計画施設の見直し
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１　施策の概要

★

★

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

1 ◎

2

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 建設部 道路交通課課名 会計区分

0.0
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①計画の進行管理
②計画に位置づけられている短・中期施策の実施

内
容

0.0

31.2

完了

うち市負担分
(百万円)

事業名 公共交通対策事業（ハード）

目的
及び
概要

H31
年度

-

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

-

H28
年度

事業名 公共交通対策事業（ソフト）

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ハード担当課

新規 31.2

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-8

施策の
方向性

国土軸に位置する優位性をさらにいかしていくとともに、平成25年度に策定した総合交通戦略に基づき、「住みや
すい・移動しやすい」まちづくりのため、道路ネットワークの充実と強化、公共交通の利用促進や歩行者・自転車空
間の安全性の向上等の総合的な交通施策を進めます。

2

3

4

5

公共交通の維持・充実

道路整備の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

歩行者、自転車利用環境の整備

交通安全対策の推進

7

暮らしと産業を支える交通を充実させる

駐車場・駐輪場の充実

取　組 5-8-1 公共交通の維持・充実

事業名 茨木市総合交通戦略事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般

将来の交通体系づくりの基本理念、基本方
針に基づき、９のテーマと短、中期及び長
期で実施する20の交通施策に取組み、目
標とする「まちの将来像」を実現する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

将来の交通体系づくりの基本理念、基本方
針に基づき、９のテーマと短、中期及び長
期で実施する20の交通施策に取組み、目
標とする「まちの将来像」を実現する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①阪急茨木高架橋耐震補強　15本
市補助：1,540万円
②ＪＲ貨物線高架橋耐震補強
市補助：1,583万円

事業区分 ソフト

-

本市にふさわしい交通のあり方の実現に向
け、市民、交通事業者、関係機関など多様
な主体との協働により、計画的に交通施策
を推進する。

一般

①地域バス路線維持費補助金

方向性
（対前年度比）

継続 1.5
うち市負担分
(百万円) 1.5

H30
年度
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

4

5

6

7

事業名 新名神推進事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

完了

H30
年度

-

-

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

2.1

H29
年度

部名 都市整備部

一般

-

H31
年度

-

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ハード

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 北部整備推進課 会計区分 一般

事業区分

H29
年度

一般 事業区分 ハード

一般

西日本高速道路㈱並びに関連道路整備を
担う大阪府と連携し、地元住民の協力を得
ながら、早期の建設を促進する。完成６車
線設計協議確認書及び暫定４車線施工協
議の全地区締結を受け、早期の供用開始
と周辺整備の取組を進める。

【関連取組：5-6-4　市北部地域の魅力向
上】

Ｈ
27
年
度

内
容

①建設促進
②周辺整備の事業効果分析

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 茨木松ヶ本線整備事業

目的
及び
概要

市街地中心部の交通混雑の緩和のため、
平成29年度末の完了をめざし、府道大阪
高槻京都線（松ヶ本町）から東中条町まで
の1,060mを道路新設、拡幅改良する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託(家屋)
　　　 C=   10.0百万円
②使用料 C=   10.0百万円
③用地 C=   10.0百万円
④補償 C=   20.0百万円
⑤工事 C=  280.0百万円
⑥負担金 C=1,102.0百万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

完了

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 1.5

H31
年度

-

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1432.0
うち市負担分
(百万円) 937.0

H29
年度

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

事業名 山麓線整備事業

目的
及び
概要

市域山麓部の東西交通と彩都アクセスの円
滑化を図るため、彩都や安威川ダムの事業
進捗に合わせ、府道茨木亀岡線から彩都
への道路整備を行う。

【関連取組：彩都の都市づくり】

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託   C=55.0百万円
②工事
・改良(L=650ｍ他)　C=171.0百万円
・橋梁　C=133.8百万円
・改良（L=120ｍ) 　C=100.0百万円
③用地  C= 60.5百万円
④負担金(UR・府)  C=127.0百万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

方向性
（対前年度比）

H28
年度

継続

継続
事業費
(百万円)

647.3
うち市負担分
(百万円) 178.9

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

事業名 橋梁新設改良事業

目的
及び
概要

橋梁耐震診断の結果を基に、補強・補修を
することにより、地震発生時における安全を
確保するとともに、老朽化橋梁の架け替え
や改良を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①野々宮３号線（あけぼの橋）
②橋梁耐震補強

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

118.5
うち市負担分
(百万円) 53.3

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 ハード

取　組 5-8-2 道路整備の推進
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8

9

10

11

ハード

H31
年度

-

H30
年度

-

ハード

H30
年度

継続

継続

H30
年度

完了

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H31
年度

-

一般 事業区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

一般 事業区分

H31
年度

事業名 （仮称）JR総持寺駅周辺整備事業

目的
及び
概要

JR京都線摂津富田・茨木間に新駅が設置
されることを受け、利用者の交通利便性の
向上と都市機能の充実・強化を図るため、
駅前周辺道路等の整備を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託
・詳細 C= 51.4百万円
・公嘱 C= 10.0百万円
②用地 C= 14.5百万円
③補償 C= 58.0百万円
④工事 C=270.0百万円
⑤負担金 C=  2.3百万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

完了

H28
年度

継続

406.1
うち市負担分
(百万円) 193.4

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

事業名 道路新設・改良事業（補助分）

目的
及び
概要

歩行者、自転車等の通行の安全や渋滞の
解消等、円滑で快適な交通の流れを確保
するため、国からの補助採択を受けて、用
地買収、歩道整備や車道の拡幅及び交差
点改良を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市道宿久庄二丁目安威一丁目線
②市道天王一丁目沢良宜西二丁目線
③岩倉町地区内線

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

198.2
うち市負担分
(百万円) 112.0

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分

事業名 駅前太中線整備事業（第４工区）

目的
及び
概要

市街地中心部における交通の円滑化や歩
行者の安全確保等、交通環境の向上を図
るため、市内を南北に結ぶ道路である駅前
太中線のうち、府道大阪中央環状線から丑
寅一丁目までの区間の整備を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託
 ・詳細 C=5.0百万円

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

5.0
うち市負担分
(百万円) 5.0

継続

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

事業名 新名神周辺道路等整備事業

目的
及び
概要

新名神関連事業として、千提寺地区の自然
環境、歴史、文化資源等の恵まれた地域資
源を活かして、都市住民との交流を促進す
る空間を整備することにより地域の活性化
を図る。また、新名神高速道路の供用開始
に伴い通過交通が増加するため、市道の
拡幅を行うことにより歩行者、車両等の安全
を確保する。

【関連取組：5-6-4　市北部地域の魅力向
上】

Ｈ
27
年
度

内
容

①市道泉原千提寺線道路改良事業
②市道千提寺9号線道路改良事業

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

97.0
うち市負担分
(百万円) 69.1

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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12

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

14

15

取　組 5-8-3 駐車場・駐輪場の充実

事業名 市営駐車場補修計画策定事業

ソフト

継続

担当課

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

-

H31
年度

事業名 橋梁維持事業

目的
及び
概要

本市管理橋梁の定期的な点検及び計画的
な維持修繕を継続的に実施することにより、
橋梁を常に健全な状態に保ち、歩行者及
び車輛の通行の安全を確保するとともに、
予防保全による計画的修繕（長寿命化修
繕）を実施することによりコストの縮減を図る
ため、計画的な維持修繕を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①委託
②工事

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

68.3
うち市負担分
(百万円) 42.3

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

事業名 道路新設・改良事業（単独分）

目的
及び
概要

歩行者、自転車等の通行の安全や渋滞の
解消等、円滑で快適な交通の流れを確保
するため、市の単独事業として現道に沿っ
て歩道及び車道の拡幅整備を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①安元地区内線
②佐保地区内線（彩都関連）
③大岩南北線
④市道高田町豊川四丁目線

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

継続

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

225.8
うち市負担分
(百万円) 56.6

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

目的
及び
概要

市民が市営駐車場を安全で快適に利用し
続けるため、市営駐車場の現状調査を行
い、補修計画を立てる。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ＪＲ茨木駅東口自転車駐車場を調査

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.0
うち市負担分
(百万円) 9.0

継続

部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分 一般 事業区分

事業名 別院町自転車駐車場整備事業

目的
及び
概要

別院町自転車駐車場（東棟）解体後の市有
地に自転車駐車場を新築する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①自転車駐車場の整備

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

H28
年度

-

方向性
（対前年度比）

新規
完了

事業費
(百万円)

180.0
うち市負担分
(百万円) 180.0

H30
年度

-

課名 建設管理課 会計区分 一般 事業区分 ハード建設部担当課 部名

111
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

16

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

17

18 ◎

19 ◎

取　組 5-8-5 交通安全対策の推進

継続

一般

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

事業名 自転車利用環境整備事業

目的
及び
概要

自転車利用者が増加しており、特に歩行者
と自転車との事故件数の増加や路上の放
置自転車が歩行者の通行に支障をきたす
といった問題などが顕在化していることか
ら、安全で快適な自転車の利用環境を実
現させることを目的に自転車利用環境整備
計画を策定し、それに基づいて整備を行
う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①計画に位置づけられた自転車利用環境整備事
業の実施
②自転車利用環境整備計画に基づいた取組の進
行管理

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

12.0
うち市負担分
(百万円) 7.1

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 事業区分 ハード

事業名 放置自転車等対策事業

目的
及び
概要

駅前周辺の美観の保持と歩行者等の安全
確保を図るため、市内各駅からおおむね
300メートルの範囲を放置禁止区域とし放
置されている自転車・ミニバイクを定期的に
撤去、移動作業を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①駅前指導・移動・保管
②保管事務所の警備

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

33.5
うち市負担分
(百万円) 19.2

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 交通安全対策事業

目的
及び
概要

交通事故の撲滅や無秩序なめいわく駐車・
違法駐車の排除を図るため、幼稚園・小中
学校等での交通安全教室を実施しするとと
もに、交通安全推進団体に対し交付金を付
与する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①交通安全教室の実施
②「交通事故をなくす運動」茨木市推進本部交付
金

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

13.6
うち市負担分
(百万円)

課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 歩道設置事業

目的
及び
概要

歩行者等の安全確保やバリアフリー化を推
進するため、通学路になっている市道にお
いて歩道を整備するとともに、歩道の段差
解消や改良を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①西河原北町西太田線
②西豊川２号線

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

65.0
うち市負担分
(百万円) 48.0

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

13.6

歩行者、自転車利用環境の整備

担当課 部名 建設部

取　組 5-8-4

112
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



20 ◎

21

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 交通安全施設整備事業

目的
及び
概要

道路の安全性向上を図るため、市道及び
市管理道路において安全施設（カーブミ
ラー、横断防止柵、ガードレール、車止め
等）を整備する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①交通安全施設整備事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

55.0
うち市負担分
(百万円) 55.0

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

事業名 交通安全施設維持管理事業

目的
及び
概要

市道及び市管理道路において設置されて
いる道路の安全施設（カーブミラー、横断
防止柵等）の維持管理を行うとともに、交通
量を調査し、道路改良工事における資料と
して活用する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①交通安全施設修繕
②交通量調査

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

19.0
うち市負担分
(百万円) 19.0

担当課 部名 建設部 課名 道路交通課 会計区分 一般 事業区分 ハード

113
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 都市整備部 都市政策課課名 会計区分

(0.5)
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①いばらきまちづくりラボの開催
②まちづくり塾の開催
③ええトコ写真展の開催
④生涯学習出前講座の実施

内
容

(0.5)

(0.2)

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 【再掲】中心市街地活性化支援補助事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 地域でのまちづくり推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 (0.2)

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 5 都市活力がみなぎる便利で快適なまち

施　策 5-9

施策の
方向性

まちづくりに関する知識の普及、情報の提供、まちづくり活動への支援を継続して進め、住民主体のまちづくりの促
進に努めるだけでなく、民間事業者と協力して進める新しいまちづくりについても検討、推進し、本市の魅力と活力
を発信していきます。

2

3

4

5

民間との連携、活力の活用

市民による地域づくり

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

市民・民間によるまちづくりを促進する

取　組 5-9-1 民間との連携、活力の活用

事業名 【再掲】地域でのまちづくり推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 一般

市民がまちづくり活動等に参加するきっか
けづくりや意識啓発のための事業を実施す
る。

【関連取組：5-9-1　民間との連携、活力の
活用】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

中心市街地の活性化を図るため、市民等に
よるまちづくり活動に対して補助を行う。

【関連取組：5-9-2　市民による地域づくり】

Ｈ
27
年
度

内
容

①にぎわい創出を目的とする提案公募型公益活動
支援事業（中心市街地の活性化事業）とまちづくり
構想の策定を目的とするまちづくり推進活動に対し
補助

事業区分 ソフト

継続

市民がまちづくり活動等に参加するきっか
けづくりや意識啓発のための事業を実施す
る。

【関連取組：5-9-2　市民による地域づくり】

一般

①いばらきまちづくりラボの開催
②まちづくり塾の開催
③ええトコ写真展の開催
④生涯学習出前講座の実施

方向性
（対前年度比）

継続 0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5

H30
年度

取　組 5-9-2 市民による地域づくり
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4 事業名 中心市街地活性化支援補助事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.2

H29
年度

部名 都市整備部 課名 都市政策課 会計区分 一般

中心市街地の活性化を図るため、市民等に
よるまちづくり活動に対して補助を行う。

【関連取組：5-9-1　民間との連携、活力の
活用】

Ｈ
27
年
度

内
容

①にぎわい創出を目的とする提案公募型公益活動
支援事業（中心市街地の活性化事業）とまちづくり
構想の策定を目的とするまちづくり推進活動に対し
補助

方向性
（対前年度比）

継続
うち市負担分
(百万円) 0.2

H31
年度

継続
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【 まちの将来像６ 】

心がけから行動へ
みんなで創る環境にやさしいまち



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①長寿命化計画に基づく管渠の改築・更生工事
②人孔蓋改築工事
③人孔蓋調査
④第２次管路調査

方向性
（対前年度比）

継続 167.0
うち市負担分
(百万円) 35.0

H30
年度

方向性
（対前年度比）

工場・事業場からの排出水及び地下浸透
水について規制を行なうほか、生活排水対
策を講じる等により、公共用水域及び地下
水の水質の汚濁の防止を図り、もって市民
の健康を保護するとともに生活環境を保全
する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①届出の受理及び審査
②立入調査
③排水測定
④呼出指導

事業区分 ソフト

継続

工場・事業場の事業活動や建築物の解体
等に伴うばい煙、揮発性有機化合物及び
粉じんの排出を規制する等により、市民の
健康を保護するとともに生活環境を保全す
る。

一般

老朽化した管渠等の損傷による機能停止
及び事故発生を未然に防ぐため、対策内
容や実施時期を定めた「下水道長寿命化
計画」に基づき、対策事業を実施する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分 下水道 事業区分 ハード

H31
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

取　組 6-1-1 健康に過ごすことができる生活環境の保全

事業名 大気汚染防止法等関連事務事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

いごこちの良い生活環境をたもつ

快適環境の保全

6

7

2

3

4

5

健康に過ごすことができる生活環境の保全

新たな環境課題への対応

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 6 心がけから行動へ　みんなで創る環境にやさしいまち

施　策 6-1

施策の
方向性

大気・水環境等の環境監視による環境の把握に努めるとともに、事業者に対する指導や公共下水道・公設浄化槽
の整備による環境の保全対策を進めます。また、環境美化などについての意識啓発を進め、市民一人ひとりのマ
ナーが向上し、いごこちの良い生活環境を保ちます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 下水道施設（管渠）改良事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 2.6

事業名 水質汚濁防止法等関連事務事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①届出の受理及び審査
②立入調査
③特定粉じん等測定業務委託

内
容

1.3

2.6

継続

うち市負担分
(百万円)

1.3
事業費
(百万円)

継続

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 環境政策課課名 会計区分
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4

5

6

7

事業区分 ハード担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

82.7
うち市負担分
(百万円) 0.3

H28
年度

継続

事業名 合併処理浄化槽整備事業

目的
及び
概要

公共用水域の水質保全、水洗化による公
衆衛生の向上に資するため、合併処理浄
化槽の整備を進める。
合併処理浄化槽区域内における生活排水
施設の整備促進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①整備工事費
②測量設計費
③工事関係負担金

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

83.6
うち市負担分
(百万円) 0.5

H28
年度

継続

ハード

事業名 特定環境保全公共下水道整備事業

目的
及び
概要

公共用水域（安威川ダム湖）の水質保全、
水洗化による公衆衛生の向上に資するた
め、公共下水道の整備を進める。
特定環境保全公共下水道区域内における
下水道施設の整備促進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①整備工事費
②測量設計費
③工事関係負担金

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 建設部 課名 下水道施設課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

107.9
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続

事業名 公共下水道整備事業（汚水）

目的
及び
概要

公共用水域の水質保全、浸水防除、水洗
化による公衆衛生の向上に資するため、公
共下水道の整備を進める。
公共下水道計画区域内における下水道施
設の整備促進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①整備工事費
②測量設計費
③工事関係負担金

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

公共下水道ポンプ場の適正な運転稼働を
保つため、電気設備等の更新や耐震化計
画等を定めた「下水道長寿命化計画」に基
づき、対策事業を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

【大池ポンプ場】
①長寿命化計画に基づく電気設備等の工事
②耐震化工事

方向性
（対前年度比）

継続

H29
年度

下水道 事業区分 ハード

課名 下水道施設課 会計区分 下水道

下水道

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

下水道

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

担当課 ハード

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

281.0

H29
年度

継続

部名 建設部

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 下水道施設（ポンプ場）改良事業
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8

9

10

11

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

事業名 環境アセスメントに関する事務事業

目的
及び
概要

環境に著しい影響を及ぼすおそれのある
開発事業の実施に当たり、事業が環境の保
全に十分に配慮して行われるよう、環境影
響評価の実施や各方面からの意見の反映
を指導する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①開発者及び庁内関係課との調整
②法に基づく環境影響評価が行われる場合、事業
者に対し意見を述べ、国、府と連絡
③府条例に基づく環境影響評価が行われる場合、
府に対し意見書の提出

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

10.0
うち市負担分
(百万円) 10.0

継続

H28
年度

継続

事業名 環境監視事務事業

目的
及び
概要

市内の大気汚染、水質汚濁、騒音の状況
を把握するため、大気常時監視や酸性雨
調査、河川及び地下水の水質測定、一般
環境及び道路沿道の騒音測定を行う。ま
た、オキシダント緊急時等の際には、関係
機関に通報連絡する。

【関連取組：6-2-3　生物多様性の保全】

Ｈ
27
年
度

内
容

①測定局の維持管理
②酸性雨測定
③水質測定業務における水生生物モニタリング調
査において、調査地点を拡大し、精度の向上を図
る
④一般地域及び主要幹線道路の騒音測定
⑤測定結果の評価及び公表

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

H28
年度

継続

事業名 公害苦情・相談事務事業

目的
及び
概要

大気・水質・騒音・振動などに関し、公害苦
情及び相談を受けたときは、関係課と連携
し、発生源事業所に対する改善指導を行
い、良好な生活環境を保全する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①苦情・相談の受付
②関係課との連携
③現場確認
④原因調査
⑤苦情・相談者に報告

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 騒音・振動規制法等関連事務事業

目的
及び
概要

工場・事業場の事業活動や建設工事に伴
い発生する騒音及び振動を規制することに
より、市民の健康を保護するとともに生活環
境を保全する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①規制基準の設定
②設置届出等の受理及び審査
③特定建設作業に係る届出の受理及び審査
④立入調査
⑤拡声器の使用及び深夜における音響機器の使
用に関する規制

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

臨時
拡充

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

12

13

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

14

15

取　組 6-1-2 新たな環境課題への対応

取　組 6-1-3 快適環境の保全

0.2

担当課 部名 産業環境部

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

3.5
うち市負担分
(百万円) 3.5

H28
年度

継続

H29
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 路上喫煙防止対策事業

目的
及び
概要

周りに迷惑をかける路上喫煙を市域からな
くし、市民等の安全及び健康的な生活環境
を確保するため、路上喫煙の実態を把握す
るとともにその防止に関する啓発を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①路上喫煙の実態を把握するための調査を実施
②職員、委託業者による巡回指導や市主催のイベ
ント等において啓発活動の実施
③立命館大学や地域と連携し喫煙マナーを実施

担当課 部名 産業環境部 課名 環境事業課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分
(百万円) 0.2

継続

H28
年度

継続

事業名 不法投棄防止・対応事業

目的
及び
概要

不法投棄物を撤去することにより、清潔で
美しい地域環境を保全する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市街地はもとより、不法に投棄される事が多い山
間部を中心にパトロールの実施
②大阪府（産業廃棄物の不法投棄）と警察と連携
した啓発や対策
③常時、パトロール車両で不法に投棄された廃棄
物の収集
④適宜、啓発看板設置

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H31
年度

課名 環境政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.2
うち市負担分
(百万円)

H28
年度

継続

継続

継続

事業名 ライフサイエンス環境保全対策事務事業

目的
及び
概要

遺伝子組換え実験等を行うライフサイエン
ス系施設設置者に対し必要な規制を行うこ
とで、地域住民の健康を守り、良好な生活
環境を保全する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①施設設置予定者との協議
②専門委員会の開催
③協定の締結及び運用
④立入調査

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H30
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 ＰＲＴＲ法等関連事務事業

目的
及び
概要

「特定化学物質の環境への排出量の把握
及び管理の改善の促進に関する法律」（Ｐ
ＲＴＲ法）に基づき、特定化学物質の環境
への排出量等の届出を事業者が行い、事
業者による化学物質の自主的な管理の改
善を促進し、環境の保全上の支障を未然に
防止する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①届出の受理及び審査
②国への届出
③結果の公表
④施設の状況等に関する報告要求及び立入検査

H31
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度
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16

17

18

0.0

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 ごみ屋敷等対応事務事業

目的
及び
概要

ごみ屋敷や適正に管理されていない空き
家問題を解決し、快適な生活環境を確保
する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①全体像の把握及び対応について検討

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.2
うち市負担分
(百万円) 1.2

H28
年度

継続

事業名 犬・猫等適正飼養事業

目的
及び
概要

避妊・去勢手術費の補助をすることにより、
捨て犬、捨て猫をなくし、動物愛護につい
ての意識の高揚や動物の虐待の防止を図
るため、犬、猫の飼い主及び一定要件を満
たす所有者不明猫を減らす活動を行う団体
に対して避妊・去勢手術費の一部を補助す
る。また、犬等の飼い主のマナー向上を図
るための啓発活動を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①犬・猫の飼い主等に対する避妊・去勢手術費の
補助
（※係留義務がある犬については平成27年６月を
もって補助対象外とする）
②所有者不明猫活動団体の育成

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 環境事業課 会計区分 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.3
うち市負担分
(百万円) 0.3

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 ごみ集積場所美化事業

目的
及び
概要

ごみ集積場所においてごみが散乱している
状況にあるため、パトロール車で啓発を行
い、清潔で美しい地域環境を保全する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ごみが散乱している集積場所を中心にパトロー
ルの実施
②適正に排出されるよう指導を行う
③適宜、啓発看板設置

H31
年度

一般

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

継続

H30
年度

継続
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１　施策の概要

★

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 建設部 公園緑地課課名 会計区分

7.3
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

①緑の基本計画策定業務費　688万円
②委員会委員報酬等　38万円

内
容

7.3

8.2

拡充

うち市負担分
(百万円)

事業名 緑化推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 ヒートアイランド対策事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 8.2

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

まちの将来像 6 心がけから行動へ　みんなで創る環境にやさしいまち

施　策 6-2

施策の
方向性

みどりを育む取組や生態系への配慮を推進するとともに、身近な「まちの緑」「農地」「里山」「水辺」を保全し、自然と
ふれあう機会の創出に取り組み、人の生活と自然とのバランスのとれた自然環境を創ります。

2

3

4

5

都市とみどりの共存

自然資源の利用の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

バランスのとれた自然環境をつくる

生物多様性の保全

取　組 6-2-1 都市とみどりの共存

事業名 緑の基本計画推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分 一般

ヒートアイランド対策や環境意識の高揚のた
め、市内の学校等においてみどりのカーテ
ンを設置するとともに、市民・事業者の取り
組みに支援を行う。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

都市緑化の推進により、緑豊かで潤いのあ
る街づくりを図るため、公園及び民有地等に
市と地域住民との協働で花と緑の輪を広
げ、また、住宅等への生垣設置に加え、一
定地域での壁面緑化についても助成制度
を検討する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①花と緑の街角づくり推進事業 795万円
②生垣緑化推進事業  23万円

事業区分 ソフト

継続

緑の将来像の実現に向けて、緑地の適正な
保全及び緑化の推進に関する目標や取り
組み方針、施策等を定め、総合的かつ計画
的に実施する。

【関連取組：5-5-2　都市におけるみどりの
形成】

一般

①説明会の実施
②苗や必要物品の配布

方向性
（対前年度比）

継続 1.0
うち市負担分
(百万円) 1.0

H30
年度
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

★

5 ◎

6

7

事業名 庁舎屋上緑化事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

H29
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.0

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般 事業区分

H31
年度

継続

H31
年度

継続

部名 総務部 課名 総務課 会計区分 一般

H29
年度

一般

ヒートアイランド対策の一環として、庁舎屋
上の緑化による屋根焼け防止をすることで、
空調効率を高め、省エネルギー化を推進
し、温室効果ガス排出のより一層の削減を
図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

方向性
（対前年度比）

継続

継続

事業名 市民参加型森林保全事業

目的
及び
概要

市民参加型の里山保全を推進することによ
り、美しい里山景観の復元や水源涵養能力
など森林の持つ多面的機能を発揮させるほ
か、森林ボランティアを育成し、市民参加型
の里山保全を推進する。

【関連事業：6-2-3　生物多様性の保全】

Ｈ
27
年
度

内
容

①森林サポータ－養成講座実施委託料及び実施
に要する消耗品や保険料

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

1.8
うち市負担分
(百万円) 1.5

H29
年度

継続

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 ソフト

事業名 茨木市里山センター運営事業

目的
及び
概要

市民参加による自主的な里地里山の保全
活動を推進するため森林ボランティアの人
材育成と保全活動の拠点施設としての役割
を持つ里山センターを、指定管理者制度に
より運営を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①指定管理料及び指定管理者が行う事業として市
が指定した事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

8.6
うち市負担分
(百万円) 8.6

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分

事業名 【再掲】林業推進事業

目的
及び
概要

公益的な機能を有する森林の健全な管理
育成と、都市と農村の交流の場として森林
空間の提供を行うほか、林業者団体が実施
する森林整備作業に対し支援を行う。

【関連事業：5-1-1　農林業の振興】

Ｈ
27
年
度

内
容

①林業者団体等が実施する森林整備事業への補
助金を交付
②森林病害虫対策の実施
③森林整備に必要な林道の維持経費
④里山景観形成業務委託の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続
H29
年度

事業区分 ソフト

うち市負担分
(百万円) (16.6)

H28
年度

継続

部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(19.1)

H30
年度

取　組 6-2-2 自然資源の利用の推進

一般 事業区分 ソフト担当課
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

8

9

10

11

H30
年度

継続

ソフト

ソフト

H30
年度

継続

継続

H30
年度

縮小

H31
年度

継続

H31
年度

継続

一般 事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 環境資源調査事業

目的
及び
概要

市内の様々な環境資源の状況を把握するこ
とで、生物多様性の保全に関する取り組み
の基礎データとする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①業務委託により、調査項目の検討、専門家中心
の調査を行う

H31
年度

臨時
拡充

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

臨時
拡充

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

11.7
うち市負担分
(百万円) 11.7

事業名 河川体験型環境教育事業

目的
及び
概要

子どもと保護者が実際に川に入り、水生生
物を捕獲・観察・同定することで、生物多様
性など環境意識を向上させる。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市民団体に委託し事業の実施（講師との調整は
市民団体が行う）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.6
うち市負担分
(百万円) 0.6

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

事業名 【再掲】市民参加型森林保全事業

目的
及び
概要

市民参加型の里山保全を推進することによ
り、美しい里山景観の復元や水源涵養能力
など森林の持つ多面的機能を発揮させるほ
か、森林ボランティアを育成し、市民参加型
の里山保全を推進する。

【関連事業：6-2-2　自然資源の利用の推
進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①森林サポータ－養成講座実施委託料及び実施
に要する消耗品や保険料

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

(1.8)
うち市負担分
(百万円) (1.5)

継続
H30
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 農林課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 ホタル再生事業

目的
及び
概要

公園における自然環境回復として、ホタル
の生息環境を整え、育成、保護し、生物と触
れ合う機会を創出することで、自然環境や
生物多様性に対する意識を向上させる。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ホタル飼育管理　231万円
②(臨)ホタル生息環境整備　300万円

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

5.3
うち市負担分
(百万円) 5.3

担当課 部名 建設部 課名 公園緑地課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

取　組 6-2-3 生物多様性の保全
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

臨時
拡充

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 課名 会計区分

1.3
事業費
(百万円)

臨時
拡充

Ｈ
27
年
度

①啓発事業の実施
②（臨）省エネコンテストの実施
③「見える化」の取組として、省エネナビモニターと
環境家計簿記帳の普及啓発を行う

内
容

1.3方向性
（対前年度比）

0.2

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 エコオフィスプランいばらき推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

臨時
拡充

H28
年度

事業名 環境教育・啓発事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.2

環境政策課

拡充

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

臨時
拡充

まちの将来像 6 心がけから行動へ　みんなで創る環境にやさしいまち

施　策 6-3

施策の
方向性

市が率先して省エネルギー対策を行うとともに、市民や事業者と連携して、再生可能エネルギーの利用促進や省エ
ネルギーの推進に努めます。また、情報交換の場を通じてさまざまな主体が連携し、新たな取組の輪を広げ、ライフ
スタイルの見直しで低炭素なまちをめざします。

2

3

4

5

省エネルギーの実践及び普及啓発

再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入促進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

ライフスタイルの見直しで低炭素なまちをめざす

取　組 6-3-1 省エネルギーの実践及び普及啓発

事業名 ライフスタイルの省エネ化推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

臨時
拡充

H29
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分 一般

将来を担う子どもたちをはじめとする幅広い
市民を対象に、環境に関する学習会・研修
会・観察会等を開催し、環境保全意識を高
め、環境行動につなげていく。実施にあたっ
ては、市が直接実施するほか、環境教育ボ
ランティアや市内環境保全活動市民団体と
協働する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

市自らが消費者・事業者として取り組むべき
環境配慮を徹底し、環境への負荷の少ない
職場づくりを行う。
平成25年３月にISO14001の認証を返上し、
独自のＰＤＣＡサイクルである「エコオフィス
プランいばらき（第４版）」に基づき、全庁的
に取り組んでいる。

Ｈ
27
年
度

内
容

①３年に１回の頻度で受講する、具体的なテーマに
基づく職員研修を実施し、職員の環境に対する意
識の向上を図る
②部会長による部会単位の見直しを行い、部会単
位でのＰＤＣＡサイクルを充実させる

事業区分 ソフト

継続

省エネ化を推進するため、イベントや広報
媒体を活用して、省エネ活動につながる啓
発を行うとともに、市民に省エネナビ（家庭
用電力使用量測定機器）と環境家計簿の普
及促進を行う。

一般

①小学校向け環境教育の充実
②茨木の環境をテーマとした「身近な環境と向き合
う講座」を開催
③①～②の事業内容を見直し
④環境教育ボランティア連絡会と環境保全活動市
民団体との協働を図るとともに、環境教育ボランティ
ア活動の支援を行う、「環境教育サポーター制度」
の設置

方向性
（対前年度比）

継続 0.7
うち市負担分
(百万円) 0.7

H30
年度
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

7

取　組 6-3-2 再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入促進

事業名 エコポイント制度実施事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.1

H29
年度

継続

部名 産業環境部

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

課名 環境政策課 会計区分 一般

一般

H29
年度

一般 事業区分 ソフト

環境配慮型製品の購入や環境教育への参
加、省エネ行動などの環境配慮行動に対し
て、様々な製品等と交換できるエコポイント
を発行する制度の検討を行い、環境と地域
の活性化の好循環をめざす。

Ｈ
27
年
度

内
容

①環境教育や省エネ行動、市内事業者活性化に
関するエコポイント制度の検討
②環境基本計画のプラットホームにおいて意見交
換

方向性
（対前年度比）

新規

事業名 環境フェア開催事業

目的
及び
概要

本市の環境の現状などをわかりやすく提供
し、これからの市域環境を市民とともに保
全・創造する契機の場とするため、市民団
体や事業者の参画のもと、市民一人ひとり
が取り組むべきことを、催し物などを通じて
分かりやすく紹介し、環境への理解を深める
場とする。市が、事業実施に伴う会場設営
費や運営経費などを負担する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①環境フェアの開催及び実施方法の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

縮小

うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

臨時
拡充

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

6.5
うち市負担分
(百万円) 6.5

H29
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分 ソフト

事業名 太陽光発電システム等導入推進事業

目的
及び
概要

再生可能エネルギーの普及促進や省エネ、
省CO2を推進し、環境負荷の軽減を図るた
め、太陽光発電システム、家庭用燃料電
池、太陽熱利用システムを設置した市民に
その経費の一部を補助する。効果的な導入
促進のため、平成26年度から平成28年度ま
での３年間、継続して行う。また、公共施設
への再生可能エネルギーの効果的な導入
のため、国の施策や補助金等の活用を検討
し、施設担当課への情報提供を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①住宅用太陽光発電システム、家庭用燃料電池、
太陽熱利用システムの設置に対する補助金の支給
②再生可能エネルギーの公共施設への導入検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

51.7
うち市負担分
(百万円) 51.7

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分

事業名 省エネ･省ＣＯ２設備導入補助事業

目的
及び
概要

省エネルギー改修を実施する中小企業者
に対し、市が補助金を交付することにより省
エネルギー設備及び新エネルギー利用設
備の普及並びに二酸化炭素排出量の削減
を促進し、もって市域の低炭素化を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①補助対象に省エネ効果のある窓用フィルム及び
断熱塗料の施工を追加

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

15.0
うち市負担分
(百万円) 15.0

担当課 部名 産業環境部 課名 環境政策課 会計区分 事業区分 ソフト
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8

9

10

11

-

H30
年度

-

ハード

H31
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

H30
年度

継続

一般

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

事業区分

一般 事業区分

H31
年度

事業名 【再掲】指定避難所再生可能エネルギー設備設置事業

目的
及び
概要

停電時にも応急救護活動が支障なく行われ
るよう、応急救護所を開設する指定避難所
に太陽光発電及び蓄電池設備を設置す
る。

【関連取組：4-1-1　防災体制の強化】

Ｈ
27
年
度

内
容

①養精中、豊川中、三島小、大池小に設置（大阪
府再生可能エネルギー等導入推進基金補助（補助
率10／10）を活用、予算執行課：施設課）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

-

H28
年度

-

方向性
（対前年度比）

完了
事業費
(百万円)

(95.9)
うち市負担分
(百万円) (0)

担当課 部名 総務部 課名 危機管理課 会計区分

事業名 庁舎へのLED導入事業

目的
及び
概要

庁舎の省エネルギー化を推進するため、年
次的にLED照明設備等を導入する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①本館6階　131本
②南館6階　274本

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

18.7
うち市負担分
(百万円) 18.7

担当課 部名 総務部 課名 総務課 会計区分

事業名 街路灯LED化促進事業

目的
及び
概要

既存の街路灯を計画的にLED灯に転換す
ることにより、環境負荷の低減を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①計画的なLED灯への転換

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

20.0
うち市負担分
(百万円) 20.0

継続

担当課 部名 建設部 課名 建設管理課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

事業名 車両管理運用事業

目的
及び
概要

業務の迅速かつ機動的な活動を援助する
ため、公用車（軽自動車、単車、自転車）を
配置しているが、低公害車・電動自転車を
効率的に配車することで、ガソリン等の燃料
使用量を減らすとともに省エネルギーの実
践に努め、低炭素なまちづくりの実現に貢
献する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①環境に配慮した低公害車、電動自転車の効率的
な配車により、ガソリン等の燃料使用量を減らすこと
により、低炭素なまちづくりの実現に貢献するととも
に、燃料費の一層の削減を図る

H28
年度

継続

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

23.6
うち市負担分
(百万円) 23.6

担当課 部名 総務部 課名 総務課 会計区分 一般 事業区分 ハード
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

①事業所への訪問・指導
②啓発リーフレットの作成
③廃棄物管理責任者研修会の実施
④搬入物展開検査の実施
⑤減量化・再資源化が効果的に図られる支援策を
検討

方向性
（対前年度比）

拡充 2.1
うち市負担分
(百万円) 2.1

H30
年度

方向性
（対前年度比）

循環型社会を築きあげるため、市民がごみ
の減量化と再資源化に関する理解を深め、
３Rの取り組みを実行できるよう、啓発等を
行う。

【関連取組：6-4-2　再資源化の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容

①児童向け啓発冊子作成
②出前講座の実施
③資源物持ち去りパトロールの実施
④廃棄物減量等推進審議会の運営
⑤廃棄物減量等推進員の活動促進
⑥ごみ分別アプリの構築・運用（124万円）

事業区分 ソフト

継続

平成１７年度（平成18年３月作成、平成24
年３月見直し）に策定した一般廃棄物処理
基本計画について、平成27年度が最終目
標年度になっており、新たな計画の策定を
行う。

一般

循環型社会を構築するため、事業系ごみの
発生抑制、再使用、再生利用及び適正処
理を促進することにより、ごみの減量化と再
資源化を推進する。

【関連取組：6-4-2　再資源化の推進】

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

部名 産業環境部 課名 資源循環課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

H31
年度

-

担当課 部名 産業環境部 課名 資源循環課 会計区分

取　組 6-4-1 減量化の推進

事業名 一般廃棄物処理基本計画策定事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

-

H29
年度

きちんと分別で資源の循環をすすめる

適正処理の推進

6

7

2

3

4

5

減量化の推進

再資源化の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 6 心がけから行動へ　みんなで創る環境にやさしいまち

施　策 6-4

施策の
方向性

資源の循環とごみの減量化を図るため、新たな分別品目の追加検討を行うとともに、市民等への意識啓発に努め
るほか、処理施設については、炉の更新に向けて計画的に取り組みます。
また、市民、事業者は、ごみの発生抑制、再資源化に努め、きちんとした分別で資源の循環を進めます。

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

拡充

継続

事業名 事業系ごみ減量推進事業（ソフト）

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 4.0

事業名 家庭系ごみ減量推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

Ｈ
27
年
度

①基本計画案作成
②廃棄物減量等推進審議会へ諮問、答申
③パブリックコメントの実施
④計画策定

内
容

8.6

4.0

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円)

8.6
事業費
(百万円)

完了

-

H30
年度

-

うち市負担分
(百万円)

部名 産業環境部 資源循環課課名 会計区分
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5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

7

担当課 部名 産業環境部 課名 資源循環課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

7.2
うち市負担分
(百万円) 7.2

H30
年度

H28
年度

継続

事業名 廃棄物処理施設整備調査・検討事業

目的
及び
概要

本市の廃棄物の減量化・再資源化を見据
え、次期廃棄物処理施設整備について、
炉の更新を含めて調査・検討する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ＰＦＩ事業可能性調査　700万円
②先進都市への視察・訪問　22万円
③ごみ処理施設建設に関する調査・研究の庁内会
議設置・開催
④摂津市との広域化について検討
⑤課題・検討事項抽出
⑥一定の取りまとめ・報告

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

産業環境部 課名 資源循環課 会計区分 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

23.1
うち市負担分
(百万円) 23.1

事業名 再生資源集団回収報奨金事業

目的
及び
概要

ごみの減量及び資源の有効利用並びにご
み減量に対する市民の意識向上を図るた
め、自主的に再生資源集団回収を行う地
域住民団体に対し、市が報奨金を支給す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容
①集団回収を行う地域住民団体に対し、報奨金を
支給

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

担当課 部名 産業環境部 課名 資源循環課 会計区分

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

事業費
(百万円)

1.7
うち市負担分
(百万円) 1.7

H29
年度

H28
年度

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円) 5.0

H31
年度

継続

事業名 生ごみ処理容器等支援事業

目的
及び
概要

家庭から排出される生ごみの減量化を図る
ため、生ごみ処理容器等の購入費用を助
成するなど、普及促進を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①生ごみ処理容器等の購入補助
②（臨）ダンボールコンポスト市民モニターの実施
（0.2百万円）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

循環型社会を構築するため、事業系ごみの
発生抑制、再使用、再生利用及び適正処
理を促進することにより、ごみの減量化と再
資源化を推進する。

【関連取組：6-4-2　再資源化の推進】

Ｈ
27
年
度

内
容
①事業所生ごみ処理機購入補助制度の創設（500
万円）

方向性
（対前年度比）

新規

一般

一般 事業区分 ソフト

課名 資源循環課 会計区分 一般

H31
年度

継続

継続

事業区分

H30
年度

継続

ソフト

継続

H29
年度

部名 産業環境部

一般

継続

H31
年度

継続

担当課 ハード

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

5.0

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

事業名 事業系ごみ減量推進事業（ハード）

取　組 6-4-2 再資源化の推進

取　組 6-4-3 適正処理の推進

H31
年度

継続

担当課 部名
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担当課 部名 産業環境部 課名 環境事業課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

事業名 スマイル収集事業

目的
及び
概要

高齢者及び障害者の方々の在住生活の支
援と負担を軽減するため、家庭から排出さ
れるごみをごみステーションに持ち出すこと
が困難な世帯に対して、決まった曜日に戸
別訪問し、ごみの収集を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①高齢者及び障害者の世帯のごみの戸別収集

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

事業区分一般

H30
年度

継続

継続

H28
年度

ソフト

H31
年度

継続
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まちづくりを進めるための基盤



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 企画財政部

6.9
事業費
(百万円)

新規

Ｈ
27
年
度

①PT、市民WS等の実施、プロモーション戦略の策
定
②シティプロモーション推進委員会の設置
③市民との共有

内
容

6.9

一般

継続

H30
年度

まち魅力発信課課名 会計区分

0.0

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 調査分析事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 茨木市魅力発信事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続

H28
年度

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-1

施策の
方向性

本市がシティプロモーションを展開していく際の基本的な考え方や方向性を決定し、市民・団体（NPO、地域団体な
ど）、企業や大学、行政が協働して具体的な取組を進めるほか、対象者に応じたさまざまな広報媒体を活用して本
市の魅力を市内外に積極的に発信します。また、魅力の発掘や資源間の連携による新たな魅力の創造にも努めま
す。

2

3

4

5

戦略的なシティプロモーションの構築と展開

魅力発信力の強化

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

まちの魅力を市内外に発信する

魅力の発掘と創造

取　組 7-1-1 戦略的なシティプロモーションの構築と展開

事業名 シティプロモーション戦略事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

担当課 部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課 会計区分

新規 0.0

取　組

会計区分 一般 ソフト

H31
年度

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

継続

市の魅力や市が持つ地域資源を市内外の
多くの人に知ってもらうため、イメージアップ
や認知度アップにつながる情報発信の取組
を行う。

部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課

ソフト

継続

うち市負担分
(百万円) 2.0

事業区分

H30
年度

方向性
（対前年度比）

シティプロモーション戦略策定のために、茨
木市の現状把握や、ターゲット層の調査、
データ分析等を行う。また、シティプロモー
ション戦略の策定後は、その効果測定、分
析を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①人口動態、社会異動、アンケート等の分析
②強み、イメージ、ターゲットゾーンの分析

事業区分

伝えたい相手を明確にし、統一感を持った
取組を行うことで、効率的、効果的にまちの
イメージを発信することができる。
そのために、街のイメージや魅力といった
セールスポイントを整理し、共通のコンセプ
トやキャッチコピーなどを設定して統一感を
もたせるシティプロモーション戦略を策定、
展開していく。

①ホームページ内にある市の魅力発信サイトのリ
ニューアル
②関係各課と連携した情報発信

方向性
（対前年度比）

新規 2.0

7-1-2 魅力発信力の強化
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

取　組 7-1-3 魅力の発掘と創造

事業名

ソフト担当課 部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課 会計区分

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

0.0
H31
年度

継続

継続

魅力発掘・創造事業

市内外に向け、市政情報の周知や市の魅
力をＰＲするため、新聞やテレビ等のマスメ
ディアを活用し情報を発信する。

H29
年度

H28
年度

継続

Ｈ
27
年
度

内
容
①報道機関やケーブルテレビへの情報提供
②定期的な市長記者会見の実施

継続
うち市負担分
(百万円) 0.0方向性

（対前年度比）

H31
年度

0.0

目的
及び
概要

茨木市の文化歴史や自然、人、商品、ある
いは行政サービスといった魅力を見つけ、
集め、つなぎ、積極的に支援していくこと
で、魅力ある都市づくりに貢献する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①茨木の魅力ある人、もの、場所などの洗い出し
②組合せ、支援、売り出し方の検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

継続

うち市負担分
(百万円)

一般

0.0

部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課 会計区分

一般 事業区分

H30
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 パブリシティ活動事業
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

会計区分 一般 事業区分

H31
年度

うち市負担分
(百万円)

①指針の改訂及び新たな行政改革手法の導入

事業区分 ソフト

継続

H31
年度

効率的・効果的な行財政運営に努めるた
め、行財政改革指針を改訂するとともに、職
員の行財政改革に対する意識を高める。

Ｈ
27
年
度

継続方向性
（対前年度比）

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

事業費
(百万円)

施設の共同利用や差異の少ない事務を連
携して行うなど、広域連携による事務の効率
化を検討する。また、少子高齢化による人
口構造の変化等を踏まえ、近隣都市との役
割分担による連携を検討する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

企画財政部 課名 政策企画課

①図書館等、近隣市と施設の相互利用の可能性を
検討
②今後、人口構造の変化により増大する事務につ
いて、広域連携による効率化について検討

継続

内
容

一般

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

取　組 7-2-1 計画的な政策の推進

事業名 行政評価事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

社会の変化に対応する効率的・効果的な自治体運営を推進する

健全な財政運営

6

公共施設等の計画的な整備と資産の有効活用

組織機構の整備

使いやすい行政サービスの提供

電子自治体の推進7

2

3

4

5

計画的な政策の推進

行財政改革の推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-2

施策の
方向性

施策評価を含めた新たな行財政マネジメントシステムの確立や市有資産の有効活用により、限られた経営資源を効
率的にいかし、健全で安定した行財政運営を行います。また、情報通信技術の活用などにより、場所や時間にとら
われない使いやすい行政サービスの提供を段階的に進めていきます。

担当課 ソフト部名

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

継続

継続
H30
年度

拡充 0.0
うち市負担分
(百万円)

部名 企画財政部 政策企画課

H28
年度

継続

事業名 広域連携推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

0.0

事業名 行財政改革推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

Ｈ
27
年
度

①施策評価の実施
内
容

0.0

H29
年度

課名 会計区分

0.0

内
容

第5次茨木市総合計画の進行管理を行うた
め、「施策評価」及び「取組評価」を実施し、
評価結果を市民に公表する。

取　組 7-2-2 行財政改革の推進

事業費
(百万円)

拡充

拡充

H30
年度

継続
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

6

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

7

取　組 7-2-3 健全な財政運営

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H28
年度

継続

事業区分 ソフト

事業名 公共施設マネジメント事業

目的
及び
概要

公共施設及びインフラ（以下、「公共施設
等」という。）は、老朽化による機能低下が進
み、各公共施設等の更新等経費が集中す
る時期を迎え、多大な財政負担となることが
想定されることから、長寿命化による効率的
な施設管理と財政負担の平準化を図る。
また、国が要請する「公共施設等総合管理
計画」の策定に向けた、効率的な対応も
図っていく。
＜総務省通知＞
速やかな策定を要請。26年度からの3年間
で策定すれば財政支援あり。

Ｈ
27
年
度

内
容

①（仮称）公共施設等マネジメントガイドラインに
沿った維持及び営繕工事の実施
②予防保全的維持管理マニュアルに沿った維持管
理の実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

担当課 部名 企画財政部 課名 財政課 会計区分

事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続

H30
年度

継続

H28
年度

拡充

H29
年度

事業名 新公会計制度整備事業

目的
及び
概要

現金主義会計では見え難い財政情報等を
市民に分かりやすく伝えるとともに、財政運
営への有効活用を図るため、総務省が示す
統一的な基準による公会計制度の整備を
行う。
＜総務大臣通知＞
・平成27年度中に標準的なソフトを無償提
供。
・平成27～29年度までの3年間で全ての地
方公共団体において統一的な基準による
財務書類等の作成を要請。

Ｈ
27
年
度

内
容

①情報収集
②無償提供されるソフトウェアと財務システムとの連
携方法についての研究
③固定資産台帳の整備についての検討

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

拡充

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 総務部 課名 収納課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

42.0
うち市負担分
(百万円)

H29
年度

事業名 市税等徴収事務事業

目的
及び
概要

市税及び一般廃棄物処理手数料の徴収事
務であり、現年課税分の納期内納付の推
進、納税環境の整備及び滞納繰越分の縮
減を図り、収納率の向上、税収等の確保を
図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①コンビニ収納、口座振替に関する事務
②臨時職員を活用した電話による早期自主納付の
呼びかけ
③滞納者の財産調査、督促状・催告書の発送等滞
納整理事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

方向性
（対前年度比）

新規

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

0.0
うち市負担分
(百万円)

H31
年度

0.0

42.0

拡充

一般

①全庁的な業務改善運動の制度設計及び実施
（平成27年度からの3年間）

H28
年度

一般

会計区分 一般

H30
年度

継続

H31
年度

継続

H31
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分部名 企画財政部 課名

継続

事業区分 歳入

拡充

継続

-

事業名 業務改善推進事業

職員の業務改善意識の向上や組織横断的
な改善事例の共有、職員一人ひとりが主体
的にチャレンジする組織風土づくりをめざ
し、個人またはグループごとに、創意工夫に
より実施した具体的な業務改善（市民サー
ビスの向上、事務効率の向上、経費の削減
など）について広く募集し、職員投票、庁内
審査会等により選出された報告に対して褒
賞する。職員研修の活用も検討する。

Ｈ
27
年
度

内
容

政策企画課

H30
年度

廃止

H29
年度

継続

取　組 7-2-4 公共施設等の計画的な整備と資産の有効活用
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8

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

9

10

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

11

取　組 7-2-6 使いやすい行政サービスの提供

担当課 部名 企画財政部 課名 情報システム課 会計区分

H29
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

317.7
うち市負担分
(百万円) 100.6

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

一般 事業区分 ソフト

事業名 電子行政サービスの推進

目的
及び
概要

市民が、窓口以外の所で、より身近で簡単
に利用できる利便性の高い行政サービスを
できる限りノンストップ、ワンストップで受けら
れるよう、マイナンバー制度で導入、整備さ
れる情報提供ネットワークシステム及びマイ
ポータル機能を利用する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①簡易電子申込システムの運用
②コンビニ収納システムの運用（収納課予算）
③マイナンバー対応システム改修
④マイポータル活用研究

担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

継続

H28
年度

継続

事業名 中核市移行検討事業

目的
及び
概要

法改正により、本市においても中核市への
移行が可能となったことから、移行にあたり
課題となる財政、市民サービス等について、
研究検討する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①先行市へのヒアリング、資料収集
②大阪府の意向確認、調整等
③担当部課へのヒアリング
④中核市検討プロジェクトチームの発足

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H28
年度

継続

事業名 機構適正化事業

目的
及び
概要

新たな行政課題や市民ニーズに的確かつ
柔軟に対応するため、適時、効率的・効果
的な機構の整備を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①効率的・効果的な機構の整備

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

△ 8.5
うち市負担分
(百万円) △ 8.5

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 広告事業

目的
及び
概要

財源の確保や経費節減を図りながら、市民
サービスの向上や地域経済の活性化を図る
ため、市の印刷物や施設等の資産に広告
を掲載する広告事業を推進する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市の資産への広告掲載
②新規広告事業の検討及び実施

H31
年度

一般 事業区分

一般 事業区分

一般 事業区分 ソフト

H31
年度

拡充

H30
年度

拡充

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

歳入

取　組 7-2-5 組織機構の整備
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12

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

13

14

15

1.1

担当課 部名 企画財政部

8.3

担当課 部名 企画財政部 課名 情報システム課 会計区分

課名 情報システム課 会計区分 一般 事業区分 ソフト

方向性
（対前年度比）

新規
事業費
(百万円)

1.1
うち市負担分
(百万円) 継続

継続

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

事業名 オープンデータ・ビッグデータの活用

目的
及び
概要

より透明性を高め、市民の参画や行政と市
民の協働を促進するため、市が保有する
データを二次利用可能な形式でインター
ネットを通じて公開し、官民協働による新た
な公共サービスの提供を検討する。また、市
が保有する多種多様な大量データを収集・
分析し、従来にはなかった価値を創出す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①オープンデータの調査・研究
②ビッグデータについては、健康福祉分野での活
用を検討

担当課 部名 企画財政部 課名 情報システム課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

769.0
うち市負担分
(百万円) 746.0

継続

継続

H28
年度

継続

事業名 基幹系システム運用管理事業

目的
及び
概要

市民サービスに直結する行政の内部事務
の電算化業務について、電子計算機等を
利用して、計画的、効率的なシステム運用
を行い、多量化、多様化する内部事務処理
の迅速化、効率化を図り、電子計算処理組
織の安全で安定した運営を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ホスト機器等電子計算機の賃借
②住基オンライン等基幹系システムの維持・運用
③オープン系システムの運用

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

一般 事業区分 ソフト

H29
年度

継続

継続

H28
年度

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

8.3
うち市負担分
(百万円)

H30
年度

継続

一般 事業区分

事業名 ＩＴガバナンスの強化

目的
及び
概要

情報システムの調達にあたっては、仕様
書、積算・見積方法の標準化・共通化、運
用経費、更新経費の事前評価等を検討し、
経費の削減、競争性、透明性の確保、知識
やノウハウの蓄積・共有を図り、システム経
費の最適化に努めるとともに、システム全体
最適化計画を策定し、オープン系システム
のサーバ機器統合やデータ連携基盤の一
元化など、情報資産の全体最適化を検討
する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①「情報システム調達ガイドライン」の運用
②最適化計画の基本方針策定

H31
年度

担当課 部名 市民文化部 課名 市民課 会計区分

278.7
うち市負担分
(百万円) 122.4 拡充

H30
年度

継続

H28
年度

継続

事業名 戸籍・住民基本台帳等事務事業

目的
及び
概要

戸籍法及び住民基本台帳法に関する事
務、印鑑登録及び証明に関する事務につ
いて、適正かつ迅速に行うとともに、受付窓
口及び各証明書の交付事務について、総
合窓口を導入し市民の利便性の向上を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①戸籍・住民基本台帳・印鑑登録事務
②住民票等自動交付事務事業
③証明書コンビニ交付事業
④住民基本台帳カード新規発行廃止(H28.1)
⑤個人番号の付番、個人番号カード申請受付・交
付、専用会場の開設(H28.1～H28.5)

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H31
年度

継続

H30
年度

H29
年度

継続

H30
年度

H31
年度

継続

ソフト

電子自治体の推進

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

H31
年度

取　組 7-2-7
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 総務部 人事課課名 会計区分

17.8
事業費
(百万円)

継続

Ｈ
27
年
度

人材育成基本方針に基づき、政策形成研修や政
策法務研修の拡充、選択型研修の科目の増設な
ど、以下の研修体系を再編する。
①階層別研修
②基本実務研修
③能力開発研修
④専門機関派遣研修
⑤自己啓発支援

内
容

17.8

0.6

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 職場における能力開発事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 人事管理事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

継続 0.6

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

臨時
拡充

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-3

施策の
方向性

市職員が全体の奉仕者として、高い倫理観と基礎自治体における行政の担い手としての強い使命感を持つととも
に、地域の実情に柔軟できめ細やかに対応し、市民とともに課題解決を図る意識や能力の高い職員の育成に努め
ます。

2

3

4

5

職員の能力開発

人材育成に主眼をおいた人事制度の確立

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

地域社会の発展に貢献できる職員を育成する

取　組 7-3-1 職員の能力開発

事業名 専門的能力開発事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 総務部 課名 人事課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 総務部 課名 人事課 会計区分 一般

市職員が全体の奉仕者として、高い倫理観
と基礎自治体における行政の担い手として
の強い使命感を備え、常に意欲を持って自
律的に職務に取り組んでいくことができるよ
うに、人事評価を活用した職員の任用、職
員の分限・懲戒等の制度を確立するととも
に、採用や退職、職員の出勤管理、給与支
給事務等の人事管理を行う。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

方向性
（対前年度比）

職員の能力開発においては、職場での業
務の実践において習得する知識や経験が
最も重要であることから、体系的に職場で人
材育成を推進できるよう支援する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①職場主催研修助成
②人材育成基本方針に基づき実施

事業区分 ソフト

継続

時代の要請に応えられる人材の育成に向け
て、階層別研修や能力開発研修、専門機
関への派遣研修等を適切に実施し、職員に
必要とされる知識の習得や能力向上等を図
る。

一般

①人材育成基本方針に基づく人事制度の改定
②出勤管理や給与支給等の人事管理事務

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

0.0
うち市負担分
(百万円) 0.0

H30
年度

取　組 7-3-2 人材育成に主眼をおいた人事制度の確立
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4 事業名 戦略的職員採用事務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.0

H29
年度

継続

部名 総務部 課名 人事課 会計区分 一般

高い資質と意欲を有する人材の確保に向け
て、民間企業等経験者の採用試験導入や、
優秀な受験者増加に向けた大学への働き
かけなど、戦略的な職員採用制度について
研究する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①新たな採用制度の実施
②インターンシップの充実

方向性
（対前年度比）

臨時
拡充

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

3

取　組 7-4-2 一人ひとりの人権を尊重するまちづくりの推進

事業名 茨木市人権施策推進計画事業

目的
及び
概要

H31
年度

事業費
(百万円)

臨時
拡充

継続

H30
年度

継続

うち市負担分
(百万円)

Ｈ
27
年
度

①非核平和展の開催
②民間団体の平和行動への協力
③非核平和街頭キャンペーン
④戦後70年記念事業の実施

内
容

部名 市民文化部 人権・男女共生課課名 会計区分

1.8 1.8

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H28
年度

継続

2.3

H30
年度

継続

継続

H29
年度

事業名 人権啓発推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

臨時
拡充

2.3
うち市負担分
(百万円)

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-4

施策の
方向性

核兵器の恐ろしさや平和の尊さの認識を深めるとともに、核兵器の廃絶に向けた取組を進めます。
市民一人ひとりの人権が尊重・擁護された差別のないまちづくりの実現に向けて、すべての施策を人権尊重の視点
に立って推進します。
市が保有する個人情報を適切に保護するとともに、個人情報保護に必要な施策を推進します。

2

3

4

5

生命の尊さを守る非核平和社会の実現

一人ひとりの人権を尊重するまちづくりの推進

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

人権尊重のまちづくりを推進するとともに平和の実現をめざす

個人情報保護への対応

取　組 7-4-1 生命の尊さを守る非核平和社会の実現

事業名 非核平和推進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分

事業区分 ソフト

H31
年度

継続

部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分 一般

市民一人ひとりが人権尊重の精神を当然の
こととして身につけ、日常生活において実践
することにより、豊かな人権文化の創造をめ
ざすため、相談への対応や冊子の発行、講
演会や展示の実施等により、市民の人権意
識の高揚に向けた啓発を行う。また、憲法
月間には、記念講演会を行う。自殺予防の
啓発を実施する。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

平成27年３月策定の「第２次茨木市人権施
策推進基本方針」に基づき、今後、推進す
べき施策を定めた「（仮称）人権施策推進計
画」を策定する。

Ｈ
27
年
度

内
容
①人権尊重のまちづくり審議会の開催
②（仮称）第２次茨木市人権施策推進計画の策定

事業区分 ソフト

継続

「非核平和都市宣言」の趣旨の普及高揚を
図り、核兵器廃絶と平和に関する市民の関
心と理解を深めるため、非核平和展及びパ
ネル展の開催や啓発物品の配付を行う。ま
た、民間団体が実施する平和行動を支援す
る。

一般

①講演会の開催
②懸垂幕の作成
③啓発物の作成
④犯罪被害者支援啓発
⑤自殺予防啓発
⑥こころの相談室

方向性
（対前年度比）

継続 5.8
うち市負担分
(百万円) 3.7

H30
年度
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4

5

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

6

取　組 7-4-3 個人情報保護への対応

事業名 人権教育・啓発推進事業補助事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.5

継続

一般

継続

H31
年度

継続

継続

H30
年度

継続

ソフト

継続

部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分 一般

H29
年度

一般

市内に活動の拠点を置く民間団体が自主
活動として実施する講演などの人権教育・
啓発事業に対し、補助金を交付することで
人権意識の普及・高揚を図り、もってすべて
の人の人権が尊重された、明るいまちづくり
に努める。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市広報誌で公募。プレゼンテーション等で審査
②名称を「人権・男女共同参画推進事業補助」に
変更し、男女共同参画の推進に資する活動を対象
に追加

方向性
（対前年度比）

継続

H29
年度

事業名 いのち・愛・ゆめセンター講座・相談等実施事業

目的
及び
概要

社会福祉法及び基本的人権尊重の精神に
基づき、地域交流及び住民福祉の向上を
めざし、市民に対する人権啓発を推進し、
人権課題の解決を図り、人権が尊重される
社会の実現に資することを目的に、各種事
業や、地域交流、情報収集、貸館等を実施
する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①人権啓発・生涯学習としての講習講座や講演会
等の実施
(H27年度から、より地域の実情に応じた内容となる
よう、社会福祉法人等へ委託する。）
②住民からの人権相談への対応
③人権に関する資料の収集及び提供
④各事業を通した地域交流の促進
⑤地域団体の会議や行事のための会場や、自主グ
ループ等へ活動場所の提供

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H30
年度

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.5

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

41.7
うち市負担分
(百万円) 17.0

H29
年度

方向性
（対前年度比）

担当課 部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課

事業名

目的
及び
概要

①個人情報保護運営審議会の開催
②個人情報保護審査会の開催
③広報誌や出前講座による市民への周知
④市職員への研修の実施

事業費
(百万円)

会計区分 事業区分

H31
年度

個人情報保護事業

個人情報保護条例の適切な運用のため、
個人情報取扱事務の諸手続の指導や、目
録の整理・開示手続、個人情報保護審査会
等の運営等を行うなど、個人情報の適正な
取扱いを図るとともに、個人の権利利益を保
護することにより、市民に信頼される市政の
実現と円滑な運営を図る。

Ｈ
27
年
度

内
容

0.4
うち市負担分
(百万円) 0.4

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分 事業区分 ソフト

継続

141
事業の方向性の意味については9ページを参照してください。



１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

継続

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 人権・男女共生課課名 会計区分

0.2
事業費
(百万円)

拡充方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

①女性人材情報データベースの維持管理
②新規女性人材の開拓
③商工労政課と連携した女性就労支援事業の実
施

内
容

0.2

事業名 地域における男女共同参画推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

Ｈ
27
年
度

拡充

事業名 ローズＷＡＭにおける男女共同参画推進事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分

0.1

ソフト担当課

拡充 0.1
うち市負担分
(百万円)

継続

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

地域における男女共同参画を促進するた
め、地域と協働して男女共同参画の推進に
資する講座等の実施及び市民の自主的な
男女共同参画活動を支援する。

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

事業区分 ソフト一般

男女共同参画社会の実現に向けて、市民と
協働して、各種事業の実施や情報収集及
び提供等、センターの運営を行う。

①庁内他部署や近隣大学等との連携や市民の参
画を得て、男女共同参画社会の実現に向けた各種
の事業を展開
②男女共同参画に関する資料の収集整理を行い、
開架提供を行う
③情報誌を発行するなど情報提供を行う

方向性
（対前年度比）

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-5

施策の
方向性

「男女共同参画社会基本法」に基づき、男女が互いの人権を尊重しつつ、いきいきと暮らすことのできる男女共同参
画社会の実現をめざします。

2

3

4

5

市民と協働した男女共同参画の推進

ＤＶの予防啓発及び被害者の支援

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

市民とともに男女共同参画社会の実現をめざす

取　組 7-5-1 市民と協働した男女共同参画の推進

事業名 女性の活躍促進事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

担当課 部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分

H31
年度

継続

部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分

内
容

H29
年度

継続

ソフト

継続

男女共同参画社会の実現を目指して、更な
る女性の活躍促進を図る。

一般

継続

継続

H30
年度

①出前講座の実施
②市民協働企画の充実及び市民による男女共同
参画活動の支援

事業区分

H28
年度

90.0
うち市負担分
(百万円) 90.0

H30
年度
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4

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

5

取　組 7-5-2 ＤＶの予防啓発及び被害者の支援

事業名 ローズＷＡＭ　相談事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

12.5

H29
年度

継続

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

事業区分

会計区分 一般

市民の、とりわけ女性の相談を様々な切り口
で実施することを通して、市民生活をサポー
トする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①面接相談、電話相談、弁護士による法律相談、
専門家による女性の生き方・自立相談、仕事なんで
も相談、男性のための電話相談等を実施
②市民のニーズにあった相談事業を展開できるよ
う、内容について検討

方向性
（対前年度比）

継続

事業名 ＤＶの予防啓発及び被害者支援事業

部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課

目的
及び
概要

ＤＶの防止や被害者支援についての研修
や啓発を実施するとともに、被害者の安全
の確保と生活環境の提供等支援を実施す
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ＤＶ、デートＤＶに関する各種啓発・研修の実施
②緊急一時保護事業等被害者支援の実施
③(臨)配偶者暴力相談支援センターの設置
④(臨)パープルリボン・オレンジリボンをモチーフに
した啓発物品の作成・販売（＠184×3000個）

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 12.5

H31
年度

継続

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

2.4
うち市負担分
(百万円) 2.3

H29
年度

担当課 部名 市民文化部 課名 人権・男女共生課 会計区分 ソフト
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

2

3

拡充

H30
年度

拡充

うち市負担分
(百万円)

部名 市民文化部 課名 会計区分

6.0
事業費
(百万円)

拡充

Ｈ
27
年
度

①結成支援等交付金
10校区×30万円＝300万円（２ヵ年限定）
②地域活動支援交付金
1校区×90万円＝90万円
③地域行事開催等補助金
215万円（3校区）

内
容

6.0方向性
（対前年度比）

0.3

継続

うち市負担分
(百万円)

事業名 地域コミュニティ基本指針推進事業

目的
及び
概要

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

H29
年度

臨時
拡充

H28
年度

事業名 自治会活性化事業

事業費
(百万円)

一般 事業区分 ソフト担当課

拡充 0.3

市民協働推進課

継続

継続

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

事業区分 ソフト

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-6

施策の
方向性

自治会活動の活性化とともに、より多くの市民が利用できる地域活動の拠点の整備（公民館のコミセン化）を進め、そ
の中で、地域が一体となった「地域自治組織」の結成を推進し、市民・さまざまな地域組織が主体的に協働した地域
分権に向けた体制づくりを進めます。市民の「地域」に対する関心を高め、「地域づくりは自らの手で」という意識を醸
成します。

2

3

4

5

コミュニティ活動の推進

コミュニティ施設の整備

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

6

7

地域コミュニティを育み、地域自治を支援する

取　組 7-6-1 コミュニティ活動の推進

事業名 地域一括交付金化事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

拡充

H29
年度

担当課 部名 市民文化部 課名 市民協働推進課 会計区分

H31
年度

拡充

部名 市民文化部 課名 市民協働推進課 会計区分 一般

自治会活動を活性化し、住民相互のつなが
りを保つ中で、真に住みよい地域社会づくり
を構築することを目的とする。

方向性
（対前年度比）

Ｈ
27
年
度

内
容

H29
年度

H30
年度

「茨木市地域コミュニティ基本指針」に掲げ
られている様々な取り組みを推進するととも
に、市民、行政、事業者のコミュニティづくり
の根拠となる指針を策定し、地域コミュニ
ティの活性化を図り、地域自治の進展を図
ることを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地域コミュニティ基本指針の全市民への周知
②地域リーダー発掘のための人材育成研修会の開
催
③市民との協働研修会の開催
④地域担当職員の配置

事業区分 ソフト

臨時
拡充

茨木市地域コミュニティ基本指針に掲げら
れている「地域自治組織」の結成を促進し、
地域一体となり、地域の課題解決のための
地域一括交付金の制度により、地域自治の
進展を図ることを目的とする。

一般

①広報誌、ホームページ等の様々な媒体を通じて
の自治会の重要性のアピール
②自治会長等からの自治会運営にかかる相談事業
③自治会長懇談会事業
など

方向性
（対前年度比）

継続 0.9
うち市負担分
(百万円) 0.9
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

取　組 7-6-2 コミュニティ施設の整備

事業名 公民館コミュニティセンター化事業

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H30
年度

継続

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

0.0

H29
年度

継続

部名 教育総務部 課名 社会教育振興課 会計区分 一般

公民館を取り巻く社会経済情勢が大きく変
化し、これからの公民館は、住民ニーズに基
づく事業活動だけでなく、地域における課
題解決の場としての機能も求められることか
ら、コミュニティ活動の一層の活性化を図る
ため、公民館のコミュニティセンター化を図
る。

Ｈ
27
年
度

内
容

①地域で施設管理を担う必要があり、地域の理解
が不可欠であるため、市民協働推進課と連携して、
理解の深化及び課題把握等、情報共有に努める
②春日、東奈良公民館の施設管理をコミュニティセ
ンターへ移行する。

方向性
（対前年度比）

継続

H28
年度

継続

うち市負担分
(百万円) 0.0

H31
年度

継続
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１　施策の概要

２　実施計画 ★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

1

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

2

継続

ソフト

H31
年度

各種市民活動団体から公益活動の提案を
受け、市が補助をすることによって、市民が
主体となった地域課題解決の体制づくりを
支援するとともに、行政側の協働の体制整
備・意識改革を進め、さらなる協働によるま
ちづくりを推進することを目的とする。

Ｈ
27
年
度

内
容
①提案公募型補助制度の実施

方向性
（対前年度比）

H30
年度

市民活動センターを設置し、市民らの公益
活動を推進するとともに、市民活動団体、
民間事業者、行政など、連携を持ちながら
協働でまちづくりを推進することを目的とす
る。

ソフト

拡充

一般

H31
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

会計区分

方向性
（対前年度比）

14.0

取　組 7-7-1 協働とパートナーシップによるまちづくりの推進

事業名 市民活動センター事業

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H29
年度

多様な主体による協働のまちづくりを推進する

行政の透明性の向上

6

協働のまちづくりを推進するための広報広聴

大学との連携によるまちづくりの推進

7

2

3

4

5

協働とパートナーシップによるまちづくりの推進

新しい公共への市民参加・参画の促進と行政との協働体制の構築

取　組

★：重点プラン
該当取組

1

まちの将来像 7 まちづくりを進めるための基盤

施　策 7-7

施策の
方向性

今後も引き続き、多くの市民が市民活動に参加できるようＮＰＯ等の活動情報の集積・発信はもとより、さまざまな媒体を通じて積
極的に行政情報を提供していきます。まちづくり、福祉、教育、子育てなどのさまざまな分野において市民、事業者、ＮＰＯ、大
学、行政などの多様な主体が互いを補完しながら、最善の事業手法でまちづくりに取り組みます。
また、多くの市民が地域課題解決のための公益活動に取り組みます。

H28
年度

拡充

事業費
(百万円)

一般 事業区分部名担当課

拡充

事業区分

市民公益活動支援事業

部名

H29
年度

市民文化部 市民協働推進課課名 会計区分

3.5

課名 市民協働推進課

継続 3.5
うち市負担分
(百万円)

Ｈ
27
年
度

①各種講座等の事業実施
②市民活動相談事業
③市民活動フェスタ
④中間支援組織としての各種事業
⑤市民会館閉鎖に伴う移転

内
容

うち市負担分
(百万円)

取　組 7-7-2 新しい公共への市民参加・参画の促進と行政との協働体制の構築

臨時
拡充

事業名

目的
及び
概要

担当課 市民文化部

継続

H30
年度

臨時
拡充

事業費
(百万円)

14.0
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★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

3

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

4

5

6

取　組 7-7-4 協働のまちづくりを推進するための広報広聴

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

9.8
うち市負担分
(百万円) 9.8

事業名 市民相談業務

目的
及び
概要

市民が抱えている問題等を解決に導くた
め、各種の相談により、専門の委員、弁護
士、職員等が教示・助言を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市民生活に関する身近な相談等の一般相談業
務
②法律相談や司法書士相談等の特別相談業務

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続
H29
年度

担当課 部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課 会計区分

事業費
(百万円)

12.0
うち市負担分
(百万円) 12.0

H29
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

継続

うち市負担分
(百万円) 59.2

H31
年度

継続

事業名 ホームページ・ＳＮＳ運営事業

目的
及び
概要

最新の市政情報を広く市民に素早く提供
するため、市ホームページの適切な管理・
運営を行うとともに、だれもが利用しやすい
ようにコンテンツの充実を図る。また、ＳＮＳ
の持つ双方向性を活かした積極的な情報
発信を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①ホームページの管理・運営
②ＳＮＳを活用した情報発信
③ホームページのリニューアル

継続

方向性
（対前年度比）

継続

内
容

H30
年度

全ての市民に市政情報を周知するため、総
合情報誌「広報いばらき」の発行を行う。ま
た、視覚障害者や高齢者等を対象とした広
報誌の音訳版「声の広報いばらき」や点訳
版「広報いばらき」の発行、小学生を対象と
した子ども向け広報紙の発行を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①「広報いばらき」の印刷及び全世帯・全事業所へ
の各戸配布
②「声の広報いばらき」の制作
③点訳版「広報いばらき」の制作及び送付
④子ども向け広報紙の制作

方向性
（対前年度比）

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.4

ソフト

事業区分 ソフト

事業区分

方向性
（対前年度比）

部名

一般

総務部 課名 政策法務課

行政の透明性の向上

部名 企画財政部 課名 まち魅力発信課 会計区分

継続

行政の透明性を向上させ、市政運営につ
いて市民への説明責任を果たすとともに、
市民の理解と参加の下に公正で開かれた
市政の推進のため、継続して適正な情報公
開事務事業の実施に取り組む。

①情報公開の請求の受付や各課への請求情報の
通知をすることにより、適正な事務執行を行う
②情報公開審査会の事務局として必要な業務を
行う

Ｈ
27
年
度

会計区分 一般

継続

H28
年度

H30
年度

継続

継続

事業区分

H31
年度

継続

一般

一般

継続

H31
年度

継続

H30
年度

担当課 ソフト

目的
及び
概要

事業費
(百万円)

事業区分

59.2

H29
年度

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H28
年度

継続

H30
年度

継続

継続

広報誌発行事業

担当課

事業費
(百万円)

H31
年度

継続

目的
及び
概要

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

ソフト

H29
年度

継続

H28
年度

事業名 情報公開事務事業

事業名

取　組 7-7-3
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7

8

★：重点プラン該当取組、◎重点プラン該当事業

9

10

事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5

事業名 （仮称）茨木市市民大学事業

目的
及び
概要

一般 事業区分 ソフト担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

方向性
（対前年度比）

拡充
事業費
(百万円)

0.5
うち市負担分
(百万円) 0.5

継続

H28
年度

拡充

事業名 （仮称）大学・地域連携事業

目的
及び
概要

地域の活力向上や課題解決のために、大
学の研究室や大学生のグループ等に地域
に入ってもらい活動することを通じて、活性
化等を図ることを目的とする。
また、行政課題の解決についても、大学の
知的資源等を活用する仕組みの構築を図
る。長期的な行政課題等については、政策
提言や調査研究を大学と連携して行える機
関の検討を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容
①地域でのモデル事業の実施
②市との連携事業についても実施

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

担当課 部名 企画財政部 課名 政策企画課 会計区分

H28
年度

継続

茨木の魅力である多数の大学立地を活か
し、市内大学や連携協定を締結している大
学とともに、市民の学習意欲の向上を図る
とともに、大学を身近に感じてもらうことを目
的とする。
そのために、大学と連携・協議して市民が
主体的に参加し易く、継続して実施できる
仕組みを検討した上で、立命館大学の市
民開放施設の活用なども視野に入れながら
事業を実施していく。

Ｈ
27
年
度

内
容

①基本方針に基づき、改善を図りながら事業を推
進する
②市民向けに、各大学の特徴などのＰＲも含め、大
学と連携しシンポジウムを実施し、周知を図る

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続方向性
（対前年度比）

拡充

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

H29
年度

H28
年度

継続

方向性
（対前年度比）

継続
うち市負担分
(百万円) 0.0

事業費
(百万円)

0.0

事業名 集団広聴事業

目的
及び
概要

市長が直接、市民と市政に対する意見や
提言を聴取したり、市の考え方や情報を伝
え意思の疎通を図るため、幅広い世代や各
種団体等と意見交換を行う。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市長ふれあいミーティングを新規内容で実施
②小学生と意見交換を行う「子ども学習未来へ発
信」（平成28年度で終了）
③中・高校生との意見交換について、平成29年度
以降の実施方法等を検討する

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

継続

担当課 部名 市民文化部 課名 市民生活相談課 会計区分

H28
年度

継続

事業の方向性
の見込み

（対前年度比）

H29
年度

継続

H30
年度

継続

事業名 個別広聴業務

目的
及び
概要

広く市民から市政に対する意見や提言等を
聴取し、市政運営に反映させるため、市政
へのアイデアボックス、電子メールボックス、
ＳＮＳ等を実施する。

Ｈ
27
年
度

内
容

①市政に対するアイデアを広く市民から募るアイデ
アボックス
②市政に対する意見や要望等をメールで受付ける
電子メールボックス
③ＳＮＳを活用した市民の意見聴取や意向調査

H31
年度

ソフト

方向性
（対前年度比）

継続
事業費
(百万円)

一般 事業区分

一般 事業区分

一般 事業区分

0.1
うち市負担分
(百万円) 0.1

H31
年度

継続

H30
年度

ソフト

H30
年度

継続

継続

H31
年度

継続

H30
年度

継続

ソフト

H31
年度

継続

取　組 7-7-5 大学との連携によるまちづくりの推進
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